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　ＪＲ連合は、産業政策を運動の重要な柱と位置付け、日本経済・社会の発展と地域の活
性化に資する総合交通体系の構築、及び鉄道産業の明るい展望の創出をめざし、活動を展
開しています。そして、ＪＲで働く者の視点で各種政策課題を抽出するとともに、課題へ
の短期的な対処方はもとより、今後の鉄道をはじめとする公共交通の中長期的なあるべき
姿・方向性についても議論しつつ、継続的な取り組みを進めています。こうしたＪＲ連合
の取り組みを具体的に内外に示し、各種政策課題の解決、政策要望の実現に結びつけてい
くことを目的として、とりわけ短中期的な政策課題を取り上げ、毎年「交通重点政策」を
発刊しています。
　1987年の国鉄改革とＪＲ発足以降、ＪＲ労使は鉄道の再生と発展を図るべく、地域に密
着し、地域の皆様に愛される鉄道を指向し取り組んできました。その結果として、国民の
足としての交通インフラ機能を、そして、日本の物流を支える機能を全うしてきたと考え
ます。しかしながら、私たちを取り巻く環境は年々厳しさを増しており、急速に進む少子
高齢化や地方過疎化、経済・社会・産業構造の変化が、地方路線の利用者数減少といった
状況に拍車をかけています。昨年の北陸新幹線開業や本年の北海道新幹線開業等、昨今は
明るいトピックスも多くありますが、迫り来る厳しい現実・時代への対処が必要です。
　また、昨年の第189通常国会では「旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する
法律」（以下、「ＪＲ会社法」）の改正法が成立し、ＪＲ本州三社に続いてＪＲ九州をＪＲ
会社法の適用対象から除外すること、すなわち2016年度中にＪＲ九州の株式上場・完全民
営化を果たすことと、これに必要な措置等が併せて決定されました。ＪＲ７社の完全民営
化は国鉄改革の大きな目的であり、ＪＲ九州の株式上場・完全民営化は極めて有意義であ
る一方で、国鉄改革以降約30年を迎えようとしている今、会社間の経営環境・体力の違い
は一層大きくなり、様々な課題も顕在化しています。今後、いかにして鉄道の人流・物流
ネットワークを維持・発展させていくか、さらには今まで三島・貨物問題として一括りに
してきた課題についてどのように再整理を図り対処していくべきかなど、まさにＪＲのみ
ならず、公共交通全体を俯瞰した将来展望に基づく処方箋を打ち出していくべき重要な時
期に差し掛かっています。

　ＪＲ連合は、そうした構造上の課題への対応として、中長期的視点に立脚したプロジェ
クトを通じた提言活動・議論を鋭意展開していますが、それとともに単年度での政策課題
解決を積み重ねていくことが肝要と考えています。このようなスタンスに基づき、2016年
交通重点政策では、とりわけ緊急性を要する課題を中心に据えるとともに、各種課題に対
する考え方を明記しました。今後もＪＲ連合は、政策課題の解決、政策要望の実現に向け
総力を挙げて取り組んでまいりますので、皆様の一層のご理解とご協力をお願いします。

ＪＲ連合の政策活動と
「2016年交通重点政策」について
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①　激甚災害時における鉄道の早期復旧に向けた取り組み

【要望事項】
　ⅰ）鉄道軌道整備法の適用緩和
　　�　鉄道事業者の経営状況等を勘案し、鉄道軌道整備法の適用要件及び適用対象を
緩和するとともに、被害額の半額を上回る助成、原形復旧を越える整備に対して
も助成対象とすること。

　ⅱ）鉄道災害に対する沿線自治体との連携強化
　　�　昨今の自然災害による鉄道被害が鉄道用地外からの土砂流入や河岸崩壊などに
起因する事例が多く散見されること等に鑑み、複合災害により発生した鉄道被災
に際しては、復旧を事業者任せにすることなく、治山・治水事業とあわせた包括
的な対応を地方自治体が責任を持って進めること。また、地方自治体が鉄道の早
期復旧に向けてより密接に事業者や地権者といった関係主体との連携を積極的に
図るとともに、国はそうした地方自治体の取り組みに対して、財政面をはじめと
する様々な側面支援を図ること。

【背景・理由】
　�　近年、大雨をはじめとする激甚災害によりＪＲをはじめとする鉄道が被災する事例が
毎年のように多数発生しています。直近では、2014年10月には台風の影響により静岡県
内を走る東海道本線が鉄道隣地の土砂崩壊により被災、旅客輸送のみならず鉄道貨物輸
送にも大きな影響を及ぼしました。2015年１月には、低気圧接近に伴う波浪の影響によ
りＪＲ北海道日高本線の盛土流出等が発生、同年９月には台風の影響により路盤流出等
の被害が拡大発生し、現在もなお復旧には至っていません。2015年８月には九州エリア
の台風縦断によってＪＲ九州肥薩線で大規模な土砂流入が発生しました。また同年12月
の東北エリアの集中豪雨によりＪＲ東日本山田線でも大規模な土砂流入が発生し、列車
が土砂に乗り上げ脱線、乗客が負傷するという事象も発生しています。このように、近
年の被災事例は枚挙に暇が無く、毎年のように自然災害に起因する鉄道被災が繰り返し
発生しています。また最近の鉄道災害の特徴としては、鉄道用地外から流入してきた土
砂が築堤崩壊を発生させるケース、または河川の堤防が崩壊し結果として鉄道橋梁を押
し流すといったケースが多く発生しているということが言えます。
　�　公共交通における自然災害に伴う復旧は、原則として事業者が対応することとなって
います。しかしながら、通常被災箇所が広域に及ぶ事例が多く、また、軌道や用地も含

1 2016年度 制度・政策項目（予算関連）

自然災害への対応をはじめとした防災対策の強化1
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めた広範な施設を保有する鉄道事業者にとって、復旧費用は甚大となります。とりわけ
経営体力の脆弱な事業者の場合、事業者負担での対応はほぼ不可能であり、早期復旧の
足枷になるばかりか、路線の廃止をも視野に入れた対応に迫られることもあります。
　�　経営体力の脆弱な事業者を公的に支援する方策として策定されている現行の「鉄道軌
道整備法」は、適用要件が限定的であり、また助成額にしても十分ではありません。特
に同法の適用対象として過去３年間赤字または今後５年間の赤字見込みであること等、
ないしは災害復旧事業費が運輸収入の１割以上であること等の制約が課せられており、
そうした制約条件が故に、非常に厳しい環境のもとで経営を強いられる鉄道事業者が適
用対象外となるケースが散見されます。また、現行法では国と地方自治体が25％ずつ負
担することとされていますが、被災規模や各鉄道事業者の財務状況から、残る50％を経
営負担とすることは現実的ではありません。また被災地となる地方自治体が25％を負担
するといういわゆる協調補助スキームも、当該自治体では鉄道以外にも無数の被災箇所
を抱えている実態に鑑みると極めて困難であると言えます。さらに、適用対象が限定的
であるなど、激甚災害への早期対応という観点からも大きな課題があると考えていま
す。
　�　東日本大震災では、政府が補正予算を組み、半ば超法規的措置で対処することとしま
したが、今後発生しうる自然災害を想定し、「鉄道軌道整備法」の適用要件等を緩和す
るとともに、地方自治体や鉄道事業者の負担を軽減させる必要があると考えます。
　�　さらに、冒頭に記述した事例の通り、最近では鉄道用地外からの土砂流入などによる
被災が度々発生しています。従って、鉄道事業者による鉄道復旧だけでは単なる弥縫策
にしかなり得ず、地方行政による抜本的な治山・治水事業とあわせた総合的な対処が必
要です。しかし地方行政の財政難を踏まえると、具体的な施策は地方自治体が責任を
持って対応するものの、国が財政支援を行うことにより、地方における総合的な防災対
策の強化を図ることが肝要です。

②　鉄道路線に対する防災対策の強化

【要望事項】
　ⅰ）鉄道施設の耐震強化に向けた支援の拡充
　　�　鉄道における防災対策ならびに耐震補強対策の強化については、この間、事業
者負担を原則としつつも、首都直下地震等に備えるべくターミナル駅や高架橋で
の耐震事業、本州四国連絡橋（本四備讃線）耐震補強への補助、青函トンネルに
おける機能保全等への公的支援が行われてきたが、引き続き国主導の財政的支援
を求める。

　　�　とりわけ経営体力の脆弱な事業者では資金面の制約から防災対策が限定的にな
ることが懸念される。原則的に事業者任せとなっている現在の限定的な鉄道防災
対策のあり方を抜本的に見直し、公共が事業者の経営実態を踏まえつつ積極的に
支援できる新たな枠組みの確立を求める。

　ⅱ）国・地方自治体による治山・治水対策の拡充・強化
　　�　山間線区における鉄道隣地が全く管理されず、荒廃が進捗しており、防災とい

１

−

⑴
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う観点で極めて問題である。一義的には土地所有者と事業者との調整を踏まえた
従前からの予防保全が肝心ではあるが、現場段階では土地所有者が不明であるな
ど、対応は困難を極めている。また、国・地方自治体が管理する河川について
も、護岸施設の老朽化が進んでおり、集中豪雨等によって決壊する事例が後を絶
たない。国・地方自治体による治山・治水対策を拡充・強化し、早急に山間線区
の安全性向上を図ることを求める。

ⅲ）鉄道施設総合安全対策事業費補助、および鉄道防災事業費補助の拡充
　　�　毎年自然災害が多発し甚大な被害が発生している昨今、経営体力の脆弱な事業
者、とりわけ常に鉄道隣地からの落石や土砂流入ならびに水害等の危険にさらさ
れる立地条件の厳しい山間線区を多く抱える事業者にとっては、鉄道防災および
予防保全は極めて重要でありつつも負担が大きい。従って、現行の支援スキーム
として存する鉄道施設総合安全対策事業費補助について、現行の補助要件・対象
ならびに補助率の拡大を求める。また、鉄道防災事業費補助についても補助要件
の緩和や増額措置を求める。

ⅳ）避難誘導に際する鉄道事業者と沿線自治体との連携強化
　　�　激甚災害発生時における旅客の避難誘導に際しては、今回の大震災を教訓と
し、政府・自治体と事業者間との連携を強化し、適時適切な避難誘導を検討する
こと。

【背景・理由】
　�　この間、ＪＲ各社など海岸部を運行する鉄道各社は、津波に対する防災や避難の対策
を講じてきました。しかし、東日本大震災は従来の想定をはるかに超える被害をもたら
しました。ＪＲ各社は東日本大震災での教訓を踏まえるとともに、首都直下地震や南海
トラフ地震等の大規模地震に備えて、これまで以上に事前の防災対策及び避難誘導対策
が必要となります。
　�　まず防災対策については、事業者のみならず、国や地方公共団体を含め、総合的な見
地からそれぞれの役割分担により行われるべきです。原則的に事業者任せとなっている
限定的な鉄道防災対策への助成のあり方を抜本的に見直し、公共が積極的に助成できる
新たな枠組みを確立するよう求めていきます。首都直下地震等に備えるべくターミナル
駅等への耐震事業に対する一部補助が拡充されるなど、この間予算ないしは税制改正に
おいて前進が図られてきましたが、より一層の支援を求めていきます。
　�　また、避難誘導対策についても、震災発生後の首都圏での通勤者の帰宅にあたって大
混乱が発生した教訓を踏まえ、緊急時の事前の対策も講じておかなければなりません。
事業者の連携はもとより、政府が主導して全国的なリスク分析を行い、官民のパート
ナーシップに基づく防災、減災の対策や、緊急時の避難対策、都会における帰宅困難者
への対策などを改めて確立するよう求めます。
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③　鹿、猪をはじめとした獣害被害への対応

【要望事項】
　ⅰ）鉄道における獣害被害低減に向けた行政としての取り組み強化
　　�　公共交通に対する獣害被害への対応についても、生態系の乱れから来る増殖な
どが原因と目されている点を考慮し、交通事業者任せのみとするのではなく、行
政として被害実態把握の強化と、事業者における対応支援のための予算確保を図
ること。

　ⅱ）鳥獣保護法改正法の趣旨に沿った省庁間の更なる連携強化と自治体への支援
　　�　地方からは、農作物被害と交通への被害それぞれに対する予算面を含めた対応
について省庁縦割りの弊害が指摘されている。農作物被害の影響度が極めて高い
ことは理解するものの、獣害被害が広く鉄道事業に及んでいる実態を踏まえ、関
係省庁間においてより密接な連携強化を図ること。

【背景・理由】
　�　全国的に鹿や猪などの獣類と列車との衝突が頻発し、列車の大幅な遅延を引き起こす
など、輸送サービスに支障を来しています。その件数は年々増加傾向にあります。各事
業者においては対応を試行錯誤し継続的な取り組みを行っているものの、抜本解決に繋
がっていないのが現状であり、かつ対応に相応の費用を要しています。生態系の乱れか
ら来る増殖などが原因と目されている点を考慮すると、単に事業者任せにすることな
く、政府が主体となって対応を講じるべき課題といえます。
　�　ＪＲ連合はこの間、野生動物の数の適正化を図るべきと主張してきました。その結果
として、政府は2014年、「鳥獣保護法」改正法を成立させました。同改正法は、野生生
物の保護だけでなく、生息数を適正規模に減少させる「管理」を同法の目的に追加する
とともに、鳥獣の捕獲を専門に行う事業者の認定制度を設け、安全が確保される場合に
は夜間でも猟銃を使った狩猟を認め、網やわなを使った狩猟の免許を取得できる年齢を
20歳から18歳に引き下げるというものです。同法の成立は極めて大きな前進であると認
識しており、今後地方自治体における具体的な対応が期待されます。
　�　しかしながら、自治体レベルでは、獣害被害については農産物が中心的に取り扱われ
ており、農林水産省では相応の予算措置が講じられている一方で、鉄道を含めた交通へ
の影響に対する予算措置は現在もなお依然として、殆ど講じられていません。その結
果、自治体としての対応には殆ど変化が見られず、鉄道における獣害対策については、
対策内容はもとより費用負担も事業者任せとなっており、さらには獣害被害の件数は
年々増加傾向となっているのが現状です。
　�　繰り返しになりますが、獣害被害の根本は変遷する社会構造の中で生じたものである
との認識に立ち、獣害被害の全てを事業者に委ねることなく、行政として責任を持って
対処及び予算措置を講じることを強く求めます。

１

−

⑴
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解　説

１．鉄道軌道整備法について

　�　「鉄道軌道整備法」（昭和53年８月５日発布）に基づく助成費用の支出は鉄軌道整備・
近代化設備整備・災害復旧事業・踏切保安設備整備を対象としている。以下の対象項目が
列記され、かつ「施行令」及び「規則」に基づき厳格な補助基準が示されている。

【助成に関する項目】
［鉄道軌道整備法第３条第１項］
　１．天然資源の開発その他産業の振興上特に重要な新線。
　２�．産業の維持振興上特に重要な鉄道であって、運輸の確保又は災害防止のため大
規模な改良を必要とするもの。

　３�．設備の維持が困難なため老巧化した鉄道であって、その運輸が継続されなけれ
ば国民生活にとって著しい障害を生ずる虞のあるもの。

　４�．洪水、地震その他の異常な天然現象により大規模な災害を受けた鉄道であっ
て、すみやかに災害復旧事業を施行してその運輸の確保をしなければ国民生活に
著しく障害の虞のあるもの。

【補助に関わる項目】
［鉄道軌道整備法第８条］（抜粋）
　４�．政府は、第３条第１項第４号に該当する鉄道の鉄道事業者がその資力のみによっ
ては当該災害復旧事業を施行することが著しく困難であると認めるときは、予算の
範囲内で、当該災害復旧事業に要する費用の一部を補助することができる。

　６�．災害復旧事業の範囲、補助率その他の第４項の規定による補助に関し必要な事
項は政令で定める。

【政府補助率の項目】
［鉄道軌道整備法施行令第２条］
　１�．法第８条第４項の規定による補助は、災害復旧事業に係る工事のため直接必要
な本工事費及び附帯工事費についてするものとし、その補助率は、２割５分以内
において運輸大臣が大蔵大臣と協議して定める率とする。

【手続きの項目】
［鉄道軌道整備法施行規則第15条の３］（抜粋）
　２．前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。
　　一、災害復旧事業の施行が民生の安定上必要であることを明らかにした書類。
　　二、収益及び費用状況並びに収益及び費用見込表。
　　三�、当該災害を受けた鉄道の収益のみによっては、当該鉄道の運営に要する費用

を償い、かつ、当該災害復旧事業に要する費用を回収することが困難であるこ
とを明らかにした費用。

　３�．運輸大臣は、第１項の申請書の提出を受けたときは、当該申請が次の各号に該
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当するものであるかどうかについて審査するものとする。
　　一、当該災害復旧事業の施行が、民生の安定上必要であること。
　　二�、当該災害復旧事業に要する費用の額が、当該災害を受けた日の属する営業年

度の前営業年度末からさかのぼり、１年間における当該災害を受けた鉄道の運
輸収入の１割以上の額であること。

　　三、当該鉄道事業者が、次のいずれにも該当するものであること。
　　　イ�、基準営業年度の前営業年度末からさかのぼり３年間における各年度の鉄道

事業の損益計算において欠損若しくは営業損失が生じていること又は適切な
経営努力がなされたとしても、当該災害を受けたことにより、基準営業年度
以降おおむね５年間を超えて各年度の鉄道事業の損益計算において欠損若し
くは営業損失を生ずることが確実と認められること。�（ロ、ハは省略）

　４�．当該災害を受けた鉄道の収益のみによっては、当該鉄道の運営に要する費用を
償い、かつ、当該災害復旧事業に要する費用を回収することが困難であると認め
られること。

◆「鉄道軌道整備法」の問題点
　�　「鉄道軌道整備法」は小規模鉄道事業を対象とした法律であり、ＪＲ等の大規模鉄道
事業を対象としたものではなかった。しかし、昭和62年４月に国鉄からＪＲへと移行
し、他の民鉄と同様の救済措置が必要な被災が生じたことにより、ＪＲに対してもこの
法律の適用に踏み切った。従って、この法律の趣旨を踏まえ、かつ、大規模鉄道におい
て適用されることとするため、別途「災害復旧事業補助に関する交付基準」（官鉄監第
190号91年５月15日）において、小規模鉄道とのバランスを図る目的で「１日の乗降客数
が8,000人以下」との制限が加えられた。併せて「施行令」の「補助率」が「２割」から
「２割５分」に改善された。なお、地方公共団体が同額を補助することとなっている。
毎年国土交通省予算に計上される費用は１億円にも満たないものであり、災害発生後に
補正予算として計上される仕組みになっている。ＪＲの鉄道事業は大規模資本であるた
め、この法律自体を適用しにくい。従って、国内における全ての鉄道事業への被災復旧
事業が敏速かつ安定的に行われるために、鉄道軌道整備法の適用対象を全鉄道事業者に
拡大することが望まれる。
　�　なお、東日本大震災の際に甚大な被害を受けたＪＲ貨物は現下の条件下においては適
用外となるが、ＪＲ連合及び国会議員懇談会をはじめとした様々な取り組みの結果、同
法の適用対象として公的助成を行った経緯がある。しかし、あくまで超法規的措置とし
ての適用となっており、適用自体については評価するものの、大規模事業を担うＪＲを
激甚災害時には適用対象とすべく法的な仕組み自体の変更を強く求める。
　�　なお、抜本改正が困難であれば、地域の公共交通の維持、発展に真に寄与する、鉄道
の災害復旧補助の枠組みを新たに創設すべきである。

１

−

⑴
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２．「鉄道防災事業費補助」について

　�　国土交通省鉄道局の「鉄道防災事業費補助」の制度は「鉄道会社が行う落石・なだれ
等対策、河川改修、海岸等保全のための施設補助のうち、その効果が単に鉄道事業の運
営の円滑化に寄与するのみならず、一般住民、道路、耕地等の保全保護にも資する公共
的防災設備費に対してその一部を補助するもの」となっている。2015年度の予算額は年
間で12億円（事業費は19億円）となっている。13年度から青函トンネル関連での増額が
続いている。

［鉄道防災事業費補助の補助内容］
①　落石・なだれ等対策�…補助率1/2
②　海岸等保全�
　・海岸施設の新設、改良�…補助率1/2��・河岸の防護に関する工事等�…補助率1/3
③　青函トンネル�…補助率2/3

［予算額の推移（事業費ベース）］（単位：百万円）
年�度 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15

予算額 566 610 610 610 500 500 �600 600 755 751 755 713 1736 1826 1910

◆鉄道防災対策の問題点
　�　「鉄道防災事業費補助」の適用にあたっては、一般住民や道路等の保全に資すること
を要件に挙げており、鉄道路線の保全だけでは対象とならない。そもそも鉄道路線の保
全自体が公共的な防災事業にほかならず、すべての保全事業を対象とすべきである。更
に言えば、当該事業費対象が一部事業者に限られている。
　�　ＪＲ線の多くは急峻な山間地域に敷設されており、常に台風・集中豪雨・地震による
被災の危険にさらされている。ＪＲ各社が、赤字の地方路線に防災投資をすることは極
めて困難である。国・地方が一体となった総合的な治山・治水事業との連携が必要であ
り、公共の責任で危険地域の予防保全を強化すべきと考える。とりわけ昨今の自然災害
による被災状況を見ても明らかな通り、今後は、治山・治水事業などと一体的な防災対
策を実践していくことが重要であるとＪＲ連合は考える。また、鉄道の安全対策として
必要な土地の立入り等について、早急かつ円滑に実行できるように、法的整備が必要で
ある。
　�　一例を紹介する。2006年11月19日、ＪＲ津山線の玉柏～牧山駅間において、列車が通
過する直前に、突然、線路内に岩塊が崩れ落ち、これに列車が衝突して脱線、乗客25人
全員が重軽傷を負うという事故が発生した。
　�　現地には、要注意箇所として「落石防止壁」を設置するなどの斜面対策を施していた
が、こうした構造物をも崩壊させる巨大な岩が崩落して事故となった。今回の落石は、
鉄道用地外の山頂付近で発生し、周囲には林があるため、目視検査等を実施してもこの
ような岩は見えない実態にあった。
　�　こうしたことから、当該事故は、今後の防災対策として、鉄道用地以外の土地所有者
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ならびに国・地方公共団体（治山･治水事業など）と十二分に連携して行っていく必要が
あることを痛感させた。なお、国土交通省は、この事故を受けて、地方鉄道の落石等防
止設備の緊急整備として、83百万円の補正予算を組んで即座に対応（近代化補助）し
た。
　�　直近の３年間のみを振り返るだけでも、2013年の山口県及び島根県を中心とした集中
豪雨によるＪＲ西日本の被災、そして2014年の木曽地区豪雨による中央本線や台風によ
る東海道本線（静岡地区）でのＪＲ東海における被災、2015年の台風の九州エリア縦断
によるＪＲ九州肥薩線における被災、集中豪雨によるＪＲ東日本山田線における被災
と、自然災害による大きな鉄道被災が立て続けに発生しているが、いずれも鉄道用地外
からの土砂流入が主因となった同種の事例である。鉄道用地外からの土砂流入をどのよ
うに取り扱っていくか、そのための管理地外における予防保全をどのような責任分担で
対応していくか、様々な問題を孕んでいる。

１

−

⑴
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３．鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の一部を改正する法律

【出典：環境省広報関係資料】

改正の必要性

ニホンジカ、イノシシ等による自然生態系への影響及び農林水産業被害が深刻化
狩猟者の減少・高齢化等により鳥獣捕獲の担い手が減少

→ 鳥獣の捕獲等の一層の促進と捕獲等の担い手育成が必要

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（鳥獣保護法）
の一部を改正する法律について 【平成26年５月30日公布】

３．指定管理鳥獣捕獲等事業の創設
集中的かつ広域的に管理を図る必要があるとして環境大臣が定めた鳥獣（指

定管理鳥獣）について、都道府県又は国が捕獲等をする事業（指定管理鳥獣捕
獲等事業）を実施することができることとする。当該事業については、①捕獲等
の許可を不要とする。②一定の条件下※で夜間銃猟を可能とする等の規制緩和
を行う。（第14条の２）

１．題名、目的等の改正
その数が著しく増加し、又はその生息地の範囲が拡大している鳥獣による生活環境、農林
水産業又は生態系に係る被害に対処するための措置を法に位置付けるため、法の題名を
「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」に改め、法目的に鳥獣の管理を
加える（第１条）。これに伴い、鳥獣の「保護」及び「管理」の定義を規定する（第２条）。

【定義】 生物多様性の確保、生活環境の保全又は農林水産業の健全な発展を図る観点から、

鳥獣の保護：その生息数を適正な水準に増加させ、若しくはその生息地を適正な範囲に拡大させること又はその

生息数の水準及びその生息地の範囲を維持すること

鳥獣の管理：その生息数を適正な水準に減少させ、又はその生息地を適正な範囲に縮小させること

２．施策体系の整理
都道府県知事が鳥獣全般を対象として策定する「鳥獣保護事業計画」を「鳥獣保護管理事
業計画」に改める（第４条）。また、特に保護すべき鳥獣のための計画と、特に管理すべき鳥
獣のための計画を以下のとおり位置づける（第７条及び第７条の２）。

都道府県
知事策定

第一種特定鳥獣
保護計画

その生息数が著しく減少し、又はその生息地の範囲が縮小している鳥獣
（第一種特定鳥獣）の保護に関する計画

第二種特定鳥獣
管理計画

その生息数が著しく増加し、又はその生息地の範囲が拡大している鳥獣
（第二種特定鳥獣）の管理に関する計画

４．認定鳥獣捕獲等事業者制度の導入
鳥獣の捕獲等をする事業を実施する者は、鳥獣の捕獲等に係る安
全管理体制や従事する者の技能及び知識が一定の基準に適合して
いることについて、都道府県知事の認定を受けることができることとす
る（第18条の２から第18条の10）。

５．住居集合地域等における麻酔銃猟の許可
都道府県知事の許可を受けた者は、鳥獣による生活環境の被害の防止のため、住居集合
地域等において麻酔銃による鳥獣の捕獲等ができることとする（第38条の２）。

夜間に撮影された
ニホンジカ

閉鎖車道を活用し、車両で移動し捕獲・回収

６．網猟免許及びわな猟免許の取得年齢の引き下げ（20歳以上→18歳以上）（第40条）等

改正内容

※ 希少鳥獣については、環境大臣が計画を策定することができることとする（第７条の３及び第７条の４）。

※ 都道府県知事又は国の機関が、４の認定鳥獣捕獲等事業者に委託して行わせ、方法や実施
体制等について都道府県知事の確認等を受けた場合

※ 公布の日から起算して１年以内の政令で定める日から施行する（一部を除く）。
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①　鉄道設備の維持更新への対応

【要望事項】
　ⅰ）社会資本としての鉄道インフラに対する公的支援の強化
　　�　社会資本の適正な維持、更新は安全・安心社会の実現を図る上で極めて重要で
ある。鉄道についても国の根幹を支える重要な社会資本である。鉄道施設の維
持、管理はこれまで、原則として施設保有者である事業者の責任で対応してきた
が、道路や河川、港湾などの他社会資本の取り扱いを参考にし、かつ鉄道事業者
の経営体力等を加味しつつ、政府における支援のあり方を検討すること。

　ⅱ）在来線における鉄道施設老朽化に伴う大規模改修への支援
　　・�トンネルや鉄橋をはじめとした鉄道構造物はすでに50年以上を越えている設備

が多く、特にＪＲの在来線は旧国鉄における開業年度の古い路線の設備を引き
継いでおり、適宜改修を施してきたものの、今後は順次取替等の大規模改修が
必要となってくる。こうした大規模改修に伴う設備投資は安全投資の根幹をな
すものであるが、事業者にとっては相当の経営負担を伴うことから、大規模修
繕にかかる税制面を含めた支援を図ること。

　　・�新幹線設備の大規模改修については、全国新幹線鉄道整備法に基づく「新幹線
鉄道大規模改修引当金積立制度」という支援スキームが存するが、より老朽化
が進む在来線についても、こうした既存のスキームを参考とした鉄道構造物の
大規模改修に対する支援の検討・実施を求める。

　　・�加えて、ＪＲをはじめとする鉄道事業者が、将来に亘って公共交通機関として
の使命を果たし続けていくためにも、対象を一部の地方鉄道のみに絞って導入
されている鉄道施設補強・改良に対する補助制度のように、鉄道構造物の維
持・更新費用に対する直接的な補助・支援スキームの創設を求める。

　ⅲ）踏切設備に対する公的支援の実施
　　・�在来線の踏切設備については、最も事故リスクが高く、地方線区においても高

い安全精度が求められることから、より上位種への転換ならびに維持メンテナ
ンスに対する公的助成スキームを検討すること。

　　・�なお、踏切設備整備に対しては、第190通常国会において「踏切道改良促進法等
の一部を改正する法律」が成立したが、国・地方自治体は、事業者との対話・
連携をこれまで以上に重視すること。そして事業者負担への配慮と支援の充
実、実効性ある対策の実施を求める。

【背景・理由】
　�　ＪＲでは積極的に安全投資を推し進めてきた結果、各種指標を見ても安全の精度は
ＪＲ発足当初に比べて格段に改善してきています。しかし、敷設時期等を考慮すると、
鉄道施設は今後さらなる老朽化に直面し、その改修に多大な経営資源を投下せざるを得

１

−

⑵

鉄道インフラ基盤の強化2
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ない状況が想定されています。一方で、人口減少や地方の過疎化による経営の逼迫要素
が、地方路線の比率の高い事業者に重くのしかかっており、老朽化対策に必要な経営資
源を生み出すことが困難な事業者も散見され、安全対策に支障をきたすことが危惧され
ます。
　�　ＪＲ連合は、あらゆる分野において、安全に格差が生じることや格差を放置すること
は許されないと考えています。そうしたスタンスに立ってこの間様々な政策活動を展開
してきました。政府はそうした要望に応え、2011年、特例業務勘定利益剰余金を活用
し、ＪＲ三島会社・ＪＲ貨物に対して経営安定基金の積み増しや、設備投資に対する助
成・無利子貸付からなる支援策を講じるとともに、地方民鉄に対しては、地域公共交通
確保維持改善事業等を通じて、鉄道設備の近代化支援を講じています。
　�　ただ、少子高齢化や過疎化といった社会環境の激変に伴う鉄道利用者数の減少から、
鉄道事業者の経営は、今後ますます逼迫していくことが想定されています。その一方
で、2013年12月に発生した中央自動車道笹子トンネル天井崩落事故により、公共インフ
ラの老朽化対策に対する社会的関心が高まっています。
　�　安全に関する投資等の取り組みを、施設を保有する鉄道事業者が一義的に行うことは
当然としても、経営体力如何に関わらず、全てを「事業者の経営努力」とする現行諸制
度では、実効ある安全対策はなかなか進展せず、安全・安心を生み出すことはできませ
んし、安全水準の格差を生じかねません。加えて、上述の笹子トンネル天井崩落事故以
降、政府では社会資本の適正な維持管理、更新のあり方が議論されていますが、その対
象としては、国や地方自治体が管理をしている道路や河川、港湾などが主となってお
り、鉄道は対象となっていません。鉄道についても国の根幹を支える重要な社会資本で
す。従って、鉄道についても他の社会資本の取り扱いに準じた公共財としての支援が必
要と考えます。
　�　とりわけ、保守に手間を要するＪＲ在来線の構造物の老朽化対策については、何らか
の公的支援スキームを早急に検討すべきと考えます。ＪＲは国鉄から鉄道施設を譲り受
けましたが、そもそも国鉄の在来線は敷設時期が古く、トンネルや鉄橋ではすでに平均
年齢が50年を越え、中には建設後100年を越えているものも存在しています。そうした
中、ＪＲ各社は老朽化が進んでいる設備の維持・修繕を行ってきていますが、早晩大規
模改修を施さなくてはならない設備も多々あります。特に地方路線においてその傾向が
顕著となっています。保有路線の維持・修繕ならびに機能向上は、当然ながら同設備の
帰属先であるＪＲ各社が担うべきものですが、他方、地方の過疎化、人口減少といった
社会情勢の変化により地方路線の利用者減が顕著となっており、将来を見据えた積極的
な設備投資を行いにくいのが現状です。そうした状況を踏まえ、特に地方路線の安全精
度を十分担保しうる、経営状況を十分加味した政策的支援が必要と考えます。
　�　なお、2015年12月には全国新幹線鉄道整備法に基づき、東北・上越新幹線、及び山陽
新幹線の大規模改修の必要性が認められ、ＪＲ東日本及びＪＲ西日本が新幹線鉄道大規
模改修引当金積立計画を作成・申請し、国土交通省から承認されました。より老朽化が
進む在来線についても、こうした既存のスキームを参考とした鉄道構造物の大規模改修
に対する具体的な支援の検討・実施を求めます。さらには、既存の新幹線大規模改修引
当金積立制度は、事業者にとってはキャッシュアウトの一時的な先送り措置にすぎず、
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得られる効果が限定的です。将来にわたってＪＲをはじめとする鉄道事業者が公共交通
機関としての使命を果たし続けていくためにも、対象を一部の地方鉄道のみに絞って導
入されている鉄道施設補強・改良に対する補助制度のように、鉄道構造物の維持・更新
費用に対する直接的な補助・支援スキームの創設が求められます。
　�　また、多くの在来線区における踏切設備については、立体交差区間を有しない過疎線区
ほど踏切道を多く有している点、最も事故リスクが高く、より高質の安全精度が求められ
るものである点等を考慮し、維持メンテナンスに対する公的助成を求めていきます。
　�　一方で、踏切設備整備に対しては、第190通常国会において「踏切道改良促進法等の一
部を改正する法律」が成立しましたが、法改正の趣旨としては、危険な踏切や渋滞の原
因となる踏切について、鉄道事業者及び道路管理者で改良の方法が合意できていなくて
も国土交通大臣が指定し、期限を定めた対策を促進することや、従来以上に多面的な対
策の採用を促進することなどが挙げられています。ついては、国・地方自治体は、事業
者との対話・連携をこれまで以上に重視すること、そして事業者負担への配慮と支援の
充実、実効性ある対策の実施を求めていきます。

②�　インフラ基盤強化などの鉄道技術に関わる事業者間の連携強化
と国の支援

【要望事項】
　ⅰ）鉄道技術の水平展開支援
　　�　鉄道事業者は、各社において安全性の向上に資するインフラ基盤強化や輸送シ
ステム、鉄道車両などの技術向上に鋭意取り組んでいるが、日本における鉄道産
業の底上げのためにも、そうした取り組みにより得られた知見なり技術の水平展
開を図るべく、事業者間での技術や情報の共有化、さらには人材交流の促進など
といった技術協力を積極的に行うこと。国ないしは地方公共団体は、これを支
援・促進するための調整や助成を行うこと。

　ⅱ）部品調達の共同化を通じたコスト低減への支援
　　�　車両をはじめとした部品調達の際の企業間連携は徐々に広がってきているとはい
え、より積極的な取り組みが必要である。経営体力の脆弱な事業者、とりわけ、い
わゆる並行在来線を含めた第三セクター会社等にとっては、個別調達することによ
り経営に負荷がかかっている。また、そうした事業者ではメンテナンスにかかる人
材が不足しているケースも散見される。そうした点を勘案し、総体として安全の精
度を高めつつコスト低減に繫がる資材調達の共同化、人材交流などの事業者間にお
ける連携を推し進めるべく、国として積極的に支援すること。

【背景・理由】
　�　ＪＲ各社は安全の精度向上、事故防止、さらには旅客サービス向上に向けて独自に研
究開発を進める傾向にあり、得られた技術レベルは世界に誇れる水準にまで到達してき
ています。一方で、そうした技術の内製化がＪＲ以外の鉄道も含めた水平展開のハード
ルを高くしているという面も否めません。とりわけ安全や保安における精度向上に資す

１

−

⑵
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る技術は、ＪＲ総研を有効に活用するなど、積極的な水平展開が必要です。またソフト
面でも、各社の業務規程、作業方式やマニュアル、教育・訓練制度などを相互に情報交
換し、優れたものは事業者間の枠を超えて共有化するなどの対応が求められます。これ
らにより、経営体力の弱い中小民鉄などの安全性の向上にも大いに資することができ、
結果として鉄道全体の信頼性向上にも繋がります。
　�　都市鉄道利便増進法やＩＣカードの共通化など、国が仲介、助成をしながら、事業者
間の連携を強化し、既存の設備や技術を有効活用する仕組みが急速に進んでいます。安
全面における技術開発はもとより、車両をはじめとした旅客サービスに関わる技術革新
についても、こうした認識に基づき、国が事業者間の調整や必要な助成を行い、わが国
の鉄道の安全性の向上をはかる仕組みを創るべきと考えます。
　�　このほか、強風対策、地震予知などの防災対策に関する技術開発や、危険性が高まると
指摘される鉄道へのテロ対策、社会問題でもあるホーム転落防止対策など、鉄道事業者の
技術や経営体力だけでは対応し得ない課題について、国の積極的な関与を求めます。
　�　一方、鉄道においてもより一層の資材、部材の共同調達が必要になってきています。
国鉄からＪＲに移行後、車両に代表される通り、利用者のニーズや外的環境適合性を加
味し、各社固有の特徴ある独自の方向性を指向しました。その一方で、共通プラット
フォームからかけ離れた資材が必要となるという弊害も顕在化してきています。特に経
営体力の脆弱な鉄道事業者においては資材、部品を個別調達することにより相当経営に
負荷がかかっているのが現状です。民鉄事業者では既に資材の積極的な共同調達を図
り、調達コストを抑える取り組みを行っていますが、資材調達の共同化、ないしは車両
における共通プラットフォーム化などの道筋に国が介在するなどして、総体としてコス
ト低減を支える仕組みを講じるべきです。そうした取り組みは、全国各地で復活してい
るものの、部品が慢性的に枯渇しているＳＬの管理や気動車車両などにも役立てること
が可能です。さらに言えば、自動車業界、航空業界など、他産業における技術の活用
や、汎用化による保安装置などのコストダウンなどの取り組みも重要であり、そのため
に国が先導的な役割を果たすべきと考えます。
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解　説

１．鉄道施設の老朽化状況

［鉄道施設のストック量（橋りょう・トンネル）］
１

−

⑵鉄道施設のストック量（橋りょう・トンネル）

橋りょう総数：102,293橋（1m以上） トンネル総数：4,737本
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注）このほかに 施設整備年度が古く デ タが確認
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２．踏切道改良促進法の一部改正

●踏切道改良促進法等の一部を改正する法律案

交通の安全の確保とその円滑化を図るため、踏切道改良促進法の指定期限を５年間延長す
るほか、地域と連携した幅広い踏切道の対策を促進するための措置を講じるとともに、民間によ
る維持管理・利便性向上を促進するための道路協力団体制度の創設、道路上の不法占用物件
に係る対策の強化等の所要の措置を講ずる。

②道路法の一部改正

①踏切道改良促進法の一部改正
◆依然として多い踏切事故・渋滞

＜日切れ扱い、予算関連法律案＞

◆道路の安全確保、利便性向上の必要性

民間団体等の活動と連携し

て道路の管理の一層の

充実を図る必要

民間団体等によるスムーズ

な活動環境を整える必要

看板等による点字ブロック

の遮断、強風に煽られたの

ぼり旗による交通への危険

等が存在

○改良すべき踏切道の指定期限を５年間延長
（ ～ 年度）

※ 課題のある踏切は、改良の方法が合意されていなくと
も指定する仕組みに改正。

踏切道、歩道等を含めた道路及び鉄道の安全性の向上、交通の円滑化

地域の関係者と連携し、地域の実情に応じた対策

を検討

法施行 年 後 年で、
• 踏切数半減 約 万→約 万
• 遮断機の無い踏切も約１割まで減少

 踏切事故は約１日に１件、約４日に
１人死亡 ※踏切事故件数 件、

死亡者数 人（ 年度）

死亡者に占める歩行者の割合：約８割
（うち 歳以上の高齢者：約４割）

 開かずの踏切は約 箇所存在する
一方、 立体交差化等の抜本対策に
は長期間が必要
※開かずの踏切の事故件数は他の踏切の約４倍

 現行法に基づく踏切改良の方法は、
• 立体交差化
• 構造の改良
• 保安設備の整備 等に限定

 鉄道事業者・道路管理者以外の地域
の関係者と連携した取組が必要

○改良方法を検討するための協議会制度の創設

従前の対策に加え、当面の対策（カラー舗装等）や

踏切周辺対策（駅周辺の駐輪場整備やバリアフリー化等

による踏切横断交通量の低減）等を位置づけ、ソフト・

ハード両面からできる対策を総動員

◆改正概要

※保安設備整備に係る補助制度の拡充により、高齢者
等の歩行者事故対策を強化。
また、連続立体交差化を無利子貸付で支援（継続）。

改正法に基づき、課題のある踏切を指定※し、
年度までに下記の達成を目指す。

※少なくとも 箇所以上を指定。

・踏切事故件数：約１割削減
年度 件 → Ｈ 年度 約 件

・踏切遮断による損失時間：約５％削減
年度 約 万人・時 日 → 年度 約 万人・時 日

○不法占用物件に係る対策の強化

○道路協力団体制度の創設

道路管理者が、車両からの落下物等だけでなく、

交通に危険を及ぼす不法に設置された看板等を

除去可能に

清掃や道路の陥没等の

異常発見等、民間団体等

による道路管理の充実、
道路の利便増進等
（占用許可等の手続を簡素化）

上：活動例
（ｼｪｱｻｲｸﾙ施設

整備等）

◆改正概要

下：活動例
（ｵｰﾌﾟﾝｶﾌｪ設置）

○踏切道の改良方法の拡充

【出典：国土交通省広報関係資料】
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　ＪＲは発足してすでに29年が経過しました。この間ＪＲは地域の足としてその役割を全
うし、地域の発展、ひいては日本経済の成長に寄与してきました。一方、ＪＲを取り巻く
環境は厳しさを増しており、とりわけＪＲ三島会社（ＪＲ北海道、ＪＲ四国、ＪＲ九州）
及び鉄道貨物輸送を担うＪＲ貨物については、この間相当の経営努力を講じてきたもの
の、非常に厳しい経営を強いられている状況です。
　国鉄改革では、将来の経営環境を勘案し、ＪＲ三島会社にはそれぞれ経営安定基金が措
置され、ＪＲ三島会社ならびにＪＲ貨物には様々な税制支援策が講じられました。また、
以降の経営環境の変化に鑑み、2010年、「独立行政法人�鉄道建設・運輸施設整備支援機
構」（以下、「鉄道・運輸機構」）特例業務勘定における利益剰余金の取り扱いについ
て、1.2兆円を国庫返納したうえで、2011年度以降、ＪＲ三島・貨物会社に対し最長20年
間、無利子貸付を含めた約6,000億円の支援を行うこととなりました。さらには2016年度よ
りＪＲ北海道及びＪＲ四国に対して、安全設備投資・修繕に係る追加支援（ＪＲ北海道に
1,200億円、ＪＲ四国に200億円）が行われ、かつ2016年度税制改正によって、当該追加支
援に基づく設備投資については財務負担軽減策がとられることとなりました。
　いわゆる「三島特例」や「承継特例」をはじめとするＪＲ三島会社及びＪＲ貨物に対す
る経営支援策についても、これまで同様に適用延長が行われてきました。ＪＲ三島会社及
びＪＲ貨物はこうした国鉄改革時に付与された経営スキーム及び経営支援策により、極め
て厳しい情勢下においても経営を維持し、その社会的役割を全うしていますが、取り巻く
環境が急激に変化しており、とりわけ鉄道事業において大変厳しい状況を強いられていま
す。
　こうした中、2015年の第189通常国会においてＪＲ会社法改正法が成立し、同年６月に公
布され、2016年４月１日付で施行されました。これにより、ＪＲ九州を同法の適用対象か
ら除外すること、すなわち2016年度中にＪＲ九州の株式上場・完全民営化が果たされるこ
とと、必要な措置等が決定されました。併せて、第190通常国会においては、2016年度税制
改正において、ＪＲ九州にこれまで適用されてきた三島特例や承継特例をはじめとする税
制特例措置を平成30年度までの３年間で段階的に縮小した後、税制特例措置の適用対象外
とする経過措置についても可決されました。ＪＲ７社の完全民営化は、国鉄分割民営化の
一つの目的であり、今次ＪＲ九州が株式上場を迎えることができることは極めて有意義で
あり、大いに評価できます。
　一方で、国鉄改革以降約30年を迎えようとしている今、会社間の経営環境・体力・内情
の違いは一層大きくなり、様々な課題も顕在化しています。ＪＲ北海道、ＪＲ四国および
ＪＲ貨物は、ＪＲ本州三社はもとより、発足後約30年をかけて株式上場を迎えようとして
いるＪＲ九州と比しても更に経営体力が脆弱で厳しい環境下に置かれており、この間経営
自立計画の達成に向けた努力を積み重ねてきていますが、依然として株式上場・完全民営
化への道筋は立っていません。特にＪＲ北海道については、３年前に発生した様々な事故や
不祥事は大きな社会問題と化しました。線路補修に関わる改ざんをはじめ、社員に起因する
不祥事が後を絶たず、極めて憂慮すべき事態であり、まずは、企業の再生に向けてＪＲ北海

１

−

⑶

ＪＲ北海道・ＪＲ四国・ＪＲ貨物の経営安定に資する施策の展開3
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道が自ら対処すべきではありますが、ＪＲ北海道が抱える構造的な課題、即ち、会社発足
当初からほぼ全ての路線で輸送量が減少しており、慢性的な資金不足の結果として、安全
に関わる資材調達に困難を来した面も指摘されています。
　これらＪＲ各社において、今後、いかにして鉄道による人流・物流ネットワークを維
持・発展させていくか、さらにはＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の経営基盤をいかに
して強固なものとし、ひいては株式上場・完全民営化への道筋を立てていくかといったこ
とが、現時点における短・中期的な重要かつ喫緊の課題です。課題への対処にあたって
は、まさにＪＲのみならず、公共交通全体を俯瞰した将来展望に基づく処方箋を打ち出し
ていくべき重要な時期に差し掛かっています。
　この間、国鉄改革で措置された経営安定基金を中心とする経営スキームや税制特例措置
はこれまでの経営を下支えしてきたものとして大いに評価できますが、一方、金利動向等
によって経営の根幹が左右されてしまう現在のスキームは将来の見通しが立たず、今後も
安定した輸送を担い続けなければならない各社にとって将来を見通した経営判断を困難に
しています。現在は上述の特例業務勘定による支援に基づいた「経営自立計画」に則り各
社が経営を行っている段階であり、その間は現下の措置を維持することが肝要ではありま
すが、中長期的には、各社の経営実態に即し、将来に亘る安定経営が確保できる形態へと
抜本的見直しを図るべき時期に来ていると言えます。その際には、国鉄改革の趣旨であっ
た将来の株式上場をも視野に入れつつ、経営安定の維持という観点に立った新たな経営支
援スキームを構築するべきと考えます。
　ＪＲ連合は、この間３つの中長期政策プロジェクトを展開し、そのうち、「三島貨物経
営安定化プロジェクト」と「貨物鉄道モーダルシフトプロジェクト」において、当該ＪＲ
三島・貨物問題への中長期視点に立った対応を検討し、2015年に最終答申の策定に至りま
した。公共インフラとしてのＪＲ三島会社と、日本の物流を根底から支えるＪＲ貨物が、
企業として社会的使命を全うできる環境を将来に亘り維持し続けることが肝要であり、双
方のプロジェクトでとりまとめた最終答申の実現に向け、関係者を巻き込みながら取り組
みを前進させていきます。さらには、現在も活動を継続中の「鉄道特性活性化プロジェク
ト」を通じて、ＪＲ・鉄道を基軸とした公共交通のあり方や、鉄道特性を発揮できる分野
と、鉄道特性の発揮が困難な地域における公共交通のあり方等について、議論を展開する
とともに、最終答申の策定に向けた取り組みを展開していきます。

①　経営の根幹を長期的に支える仕組みの構築

【要望事項】
　ⅰ）将来における「成長戦略」のための支援のあり方
　　�　各社における経営自立計画の履行・経営努力は当然のことではあるが、今後の
経営を取り巻く外部環境がさらに厳しさを増すことが想定されることを見据えつ
つ、各社の自立的かつ安定的経営が可能となるような新たな支援の枠組みを検討
されたい。その際には、相応のキャッシュアウトを要する「強固なインフラ基盤
の確立」に対して、安全・安心の生活基盤を確保するという政策目的を有する国
が主体となって政策誘導を講じること。
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　ⅱ）当座の支援策における継続支援
　　�　足元における各社の経営状況を勘案すると、各種経営支援策なしで安定経営を
維持することが困難な状況であることから、当座の間、とりわけ各社における経
営自立計画の期間内については、現行の税制を中心とした経営支援策について継
続適用を確実に図ること。

【背景・理由】
　�　ＪＲ三島会社及びＪＲ貨物は、今後も将来に亘り基幹インフラとしての使命を発揮
し、安全、安心そして安定的な鉄道輸送、ないしは日本の物流を支える鉄道貨物輸送を
利用者・ユーザーに提供していく使命を帯びています。そのためには永続的にそうした
使命を遂行できるための経営の安定化が必要不可欠です。
　�　ＪＲ連合は、ＪＲ三島会社及びＪＲ貨物を取り巻く経営環境が、今後より一層厳しさ
を増していくことを想定しつつも、各社が自立し、自らに課された使命と役割を果たし
続けていく必要があるとの観点に立ち、２年にわたる「三島貨物経営安定化プロジェク
ト」の取り組みを通じて、各社の経営安定及び将来展望を見据えた「成長戦略シナリ
オ」を提起しました。具体的には、経営が安定するためには、安心・安全な輸送を遂行
しうる強固なインフラ基盤をまずは維持し続けること、地域との一層の連携強化を図
り、以て住民・利用者にとって利便性を向上させること、そして収益基盤の更なる強化
を図ること、以上３つの観点が重要です。そして、３つの観点それぞれが密接に関わり
合いながら循環し、その循環を繰り返すことで、確固たる経営安定化を図ることが肝要
です。即ち、強固なインフラ基盤に基づく安心・安全な輸送がお客様・地域住民のさら
なる信頼を得、さらに地域と密接に関わることで利用者のニーズを掘り起こし、収益の
拡大に繋げ、収益基盤の一層の強化を図り、それにより得た原資をインフラ基盤強化に
充当する、その過程により経営の安定化を導き、更なる安全投資を誘発するという上昇
スパイラルです。これを経営安定に向けた「成長戦略シナリオ」と名付けました。
　�　経営体力のある事業者であれば、こうしたプロセスないし循環は自社において取り組
むことが可能です。一方、ＪＲ三島会社、とりわけＪＲ北海道とＪＲ四国、及びＪＲ貨
物においては、こうした循環を自力で駆動させることが難しい状況です。ＪＲ九州は完
全民営化への道筋が整ったと言えるものの、ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物につい
ては依然として厳しい経営を強いられています。現在、国は特例業務勘定利益剰余金を
活用した支援策をはじめとする様々な経営支援を講じる一方で、各社が策定した経営自
立計画に基づいた経営安定を促しています。また、ＪＲ北海道及びＪＲ四国に対しては
2015年度に追加支援措置と財務上の負担軽減策を合わせて実施することが決定されまし
たが、それでもなお、とりわけ急速に進展する少子高齢化や過疎化等によって、経営環
境は一層厳しさを増すことが想定されています。
　�　従って、上述のような「成長戦略シナリオ」に基づく循環を駆動させるために必要な
政策誘導を公的セクターが行うこと、その対象として、安定経営の基礎要件とも言え
る、安全確立のためのインフラ基盤強化への支援が必要と考えます。

１

−

⑶
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②�　鉄道貨物モーダルシフト推進とＪＲ貨物の経営安定に向けた支
援強化

【要望事項】
　ⅰ）ＪＲ貨物における業務領域の適正化と公共の役割
　　�　日本の鉄道貨物の太宗をなすＪＲ貨物は現在、鉄道事業の黒字化を達成すべく
取り組んでいるが、その達成は極めて困難である。そもそも私企業であるＪＲ貨
物が保有する経営資源のみでは、日本全国を営業エリアとする貨物鉄道の物流網
構築・維持は不可能であり、そのためには抜本的な改革が必要である。従って、
ＪＲ貨物は主体的に業務担当範囲を見直し、収益力の強化に向けて限られた資源
の集中的投入を図るべきである。

　　�　その一方で、社会的要請に基づき維持すべき領域となる貨物鉄道物流網につい
ては、公共としての視点に立った公的アプローチ・支援策を講じること。

　　�　合わせて、ＪＲ貨物の経営体質強化はもとより、更なるモーダルシフトの推進
を図るため、輸送力増強策として計画されている東京貨物ターミナル駅の大規模
改修をはじめとした大型インフラ整備・設備投資に対し、助成制度の拡充及び財
務上の負担軽減策を講じられたい。

　ⅱ）物流政策に基づいた公的支援の実施・拡充
　　�　「総合物流大綱2013～2017」及び「総合物流施策推進プログラム」に明記され
たモーダルシフト推進を図る上での各鉄道貨物施策の支援及び推進を図ること。
具体的にはハイキューブコンテナ走行に際しての輸送制約の解消、効率的物流輸
送を実現すべく海外コンテナ輸送を視野に入れた港湾部の貨物鉄道施設整備、
31ftコンテナの導入誘発策拡大、トップリフター導入による31ftコンテナ対応駅の
拡充などについて支援を図ること。

　ⅲ）アボイダブルコストルールに関する取り扱い
　　�　現行ＪＲ貨物がＪＲ旅客会社に支払う線路使用料については協定に基づき引き
続き維持（いわゆるアボイダブルコストルールの適用）を図ること。

　　�　なお、各旅客会社は資本費等をはじめとして、重量を有する貨物鉄道の走行に
比して相当の経費負担を強いられている。並行在来線では「貨物調整金制度」が
設定されているが、ＪＲ旅客会社に対しても同制度に準じた取り扱いを検討する
こと。

　ⅳ）旅客会社とのダイヤ調整への対応
　　�　ＪＲ各旅客会社とＪＲ貨物間における輸送ダイヤの調整、さらには異常時にお
ける運行対応等について、国鉄改革の趣旨に鑑みつつ、今後も双方における円滑
な運行体系が維持できるよう適切な連携を図ることが肝心であり、政府としても
双方の連携に対して支援ないしは助言を行うこと。

【背景・理由】
　�　鉄道貨物輸送は環境負荷が低い輸送手段であるにもかかわらず、国内の物流に占める
シェアは４％に止まり、十分な役割を発揮できていません。直近の経営状況を踏まえる
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と、ＪＲ貨物の経営体力では、自力で実効あるモーダルシフトを実現するインフラ整備
を行うことは不可能です。さらに、ＪＲ貨物が保有する機関車・貨車コンテナも老朽化
が進んでおり、いまだ約半数程度が国鉄時代の車両を活用している状況となっていま
す。
　�　これまでも政府は鉄道貨物輸送の強化に向けた各種支援策を講じているところであ
り、近年では隅田川駅のリニューアルや吹田貨物ターミナル駅の新設など、輸送力増強
に資する各種支援を行ってきました。しかし、モーダルシフトが遅々として進んでいま
せん。
　�　ＪＲ連合は２年間に亘る「貨物鉄道モーダルシフトプロジェクト」での議論を経て最
終答申を取りまとめました。今や社会的要請でもある物流におけるモーダルシフトを着
実に推進させることを当プロジェクトの目的に据え、トラック輸送は極めて有為な物流
手段ではあるものの、トラック輸送のみに委ねることなく、あらゆる輸送手段を複合的
に結節させ、さらなる環境負荷低減を図りつつ、より効率的な物流体系を構築すること
をめざしました。そのためには、中長距離物流輸送についてはスケールメリットを発揮
できる貨物鉄道や内航海運をより積極的に活用すべきであるとの考えに立ち、答申を策
定したものです。
　�　当然ながらモーダルシフトの受け皿として鉄道貨物輸送を機能させるためには、まさ
に全国津々浦々に拠点を構え、鉄道貨物輸送があらゆる中長距離の物流を受け持てる環
境が理想と言えますし、それが社会的要請とも言えるでしょう。しかし、現実的にそれ
を全て一民間企業であるＪＲ貨物が自らの範疇で対応することは非現実的であり、まず
はＪＲ貨物が民間企業として自立的かつ安定的な経営を維持し続けることが必要であっ
て、そもそも経営的観点で取り組む領域と社会的要請で取り組む領域は必ずしも一致す
るものではありません。その区別を明確にした上で、日本の鉄道貨物輸送とほぼ同義で
あるＪＲ貨物自身の質的強化が必要不可欠と考えます。
　�　一方、鉄道貨物に関してはＪＲ貨物だけで解決できない様々な構造上の課題が多く存
在しています。そうした課題への対応も喫緊かつ重要であることから、環境負荷低減の
観点に基づいた国家的な重要課題として、国によるいっそうの施策の推進が必要と考え
ます。また、インターモーダルの取り組みの一環として、海外物流との結節点としての
港湾施設における鉄道貨物施設の強化といったアプローチも必要と考えます。
　�　なお、ＪＲ貨物においては、従来の税制上の支援措置を糧に、車両の新製や異常時代
替輸送の確保・強化を目的とした設備投資のほか、様々な効率化施策を推進してきてお
り、今後も継続的な取り組みが求められます。その一方で、将来に向けた輸送力増強の
ための大規模プロジェクトの１つとして、東京貨物ターミナルの大規模改修を計画して
いますが、これはまさしく上述のような観点からのアプローチの一環であると言えま
す。2016年２月には、2005年の制定以来はじめての物流総合効率化法の大改正として、
人手不足が懸念される物流の更なる総合化・効率化を図るために物流事業者や荷主など
の関係者が連携して取り組むモーダルシフト、共同配送等を後押しすることを内容とし
た「改正物流総合効率化法案（流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律の一部
を改正する法律案）」が閣議決定され、第190通常国会に上程・審議されています。東京
貨物ターミナルの大規模改修プロジェクトは、同法案の改正趣旨にも方向性が合致する

１

−

⑶
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ものであり、ＪＲ貨物の将来の経営基盤強化に資するものであると言えることから、
モーダルシフトを強力に推進するためにも国家的に支援をするべき事業であると考えま
す。いずれにせよ、あくまでＪＲ貨物自身の経営努力が大前提ではありますが、貨物鉄
道の強化を側面から支えるべく、モーダルシフトを推進するための早急な支援策の実現
を求めます。
　�　なお、第二種鉄道事業者としてのＪＲ貨物の特殊事情を踏まえて国鉄改革に措置し
た、いわゆるアボイダブルコストルールに基づいた線路使用料の取り扱いは所与の前提
条件として今後も継続して維持し続けなければなりません。その一方で、ＪＲ旅客会社
は応分の負担を強いられ続けています。特にＪＲ北海道を中心として、ＪＲ三島会社な
どでは当該負担が経営を圧迫しています。よって、ＪＲに対しても、いわゆる並行在来
線に対する貨物調整金制度のような形態での支援のあり方についても検討すべき時期に
来ています。

③　その他整理すべき事項

【要望事項】
　ⅰ）青函トンネルに関わる対応
　　�　2016年３月、北海道新幹線が新函館北斗まで開業し、ますます青函トンネルの
重要性が高まっているが、一方で漏水等による設備の劣化が随所に見られる。現
在設備改修や機能向上に対しては公的補助の対象であるが、今後のかかる費用や
投資をＪＲ北海道が継続して捻出するには過大であることを踏まえ、公的支援の
継続かつ一層の拡充等を図られたい。

　ⅱ）本四架橋（瀬戸大橋）に関わる対応
　　�　瀬戸大橋は新幹線建設が可能な構造となっているが、その予定はない。しかし
ながら、同橋利用料は新幹線部分も対象とされており、このためにＪＲ四国が負
担する利用料は過重になっている。従って新幹線建設に係る未使用部分の負担分
について、利用料から減じられたい。

　　�　また、本四架橋に関しても青函トンネルでの機能保全に資する設備改修、機能
向上に対する国費補助を準用した支援措置を新設されたい。

【背景・理由】
　�　その他ＪＲ三島会社及びＪＲ貨物に関わる政策課題として、青函トンネル及び本四架
橋をめぐる取り扱いがあります。双方ともＪＲが保有せず、国（鉄道・運輸機構ないし
は本四高速）が保有していますが、建設後30年程度が経過し、今後の老朽対策への対応
等慎重な取り扱いが必要です。
　�　北海道新幹線は2016年３月に新函館北斗まで開業し、ますます青函トンネルの重要性
が高まっていきますが、一方で漏水等による設備の劣化が随所に見られています。現在
設備改修や機能向上に対しては公的補助の対象となっていますが、今後のかかる費用や
投資をＪＲ北海道が継続して捻出するには過大であることを踏まえ、公的支援の継続か
つ一層の拡充等を図ることを求めます。
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　�　また、瀬戸大橋は新幹線建設が可能な構造となっていますが、整備新幹線の推進計画
は現時点では存していません。しかしながら、同橋利用料は新幹線部分も対象とされて
おり、このためにＪＲ四国が負担する利用料は過重になっています。従って新幹線建設
に係る未使用部分の負担分について、利用料から減じることを求めます。
　�　そして、本四架橋に関しても、青函トンネルでの機能保全に資する設備改修、機能向
上に対する国費補助を準用した支援措置を新設することを求めます。

解　説

１．国鉄改革における分割民営化等の考え方

　①　分割
　　�　国鉄が行っていた鉄道事業に関し、我が国の基幹的輸送機関として果たすべき
機能を発揮させるため、適正な経営規模の下において、効率的な輸送が提供され
るよう、事業の経営を分割（旅客６社及び貨物１社）。

　②　民営化
　　・明確な経営責任の下において自主的に運営されるよう、経営組織を株式会社化。
　　・�ＪＲ各社の株式は、当初国鉄清算事業団（現：鉄道・運輸機構特例業務勘定）

が保有するが、経営基盤の確立等諸条件が整い次第、逐次株式を処分し、でき
る限り早期に純民間会社に移行。

　　※�ＪＲ本州三社は、平成13年にＪＲ会社法の適用除外となり、その後、鉄道・運輸機
構特例業務勘定保有の株式も全て売却され、現在では完全民営化されている。

　③　国鉄分割民営化後のＪＲ各社の経営の考え方
　　・�ＪＲ各社が鉄道事業を適切かつ円滑に運営する上で最小限の事業用資産を各社

に承継。
　　・�その上で、各社最低限の利益として、営業収入の１％の経常利益を上げること

ができるよう、経営安定基金をはじめ、経営支援に資する様々な措置が講じら
れた。

　④　ＪＲ本州三社及びＪＲ貨物
　　�　ドル箱路線を抱えるなど、営業黒字が見込まれたことから、営業収入の１％の
経常利益が上げられ、かつ、将来にわたって事業を健全に経営できる限度の国鉄
長期債務を承継。（ＪＲ東日本：4.2兆円、ＪＲ東海：0.5兆円、ＪＲ西日本：1.1
兆円、ＪＲ貨物：0.1兆円）

　⑤　ＪＲ三島会社（経営安定基金の設定）
　　�　ドル箱路線がなく、営業赤字が見込まれたことから、国鉄長期債務は承継せ
ず、経営の安定のための基金を設置することとし、基金の運用益を加えて営業収
入の１％の経常利益となるように設定した。

　　・収入（営業収入＋基金の運用益）－�営業費用�＝�経常利益（営業収入の１％程度）
　　・経営安定基金は、運用利回りを7.3％と設定し、各社の基金に必要な金額を逆算

１

−

⑶
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　　・7.3％は、当時の10年国債の過去10年の平均金利
　　・�平成26年度末時点での経営安定基金残高はＪＲ北海道6,822億円、ＪＲ四国2,082

億円、ＪＲ九州3,877億円（経営安定化債券残高はＪＲ北海道2,200億円、ＪＲ四
国1,400億円）

２．ＪＲ三島会社・ＪＲ貨物の経営状況
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３�．ＪＲ会社法改正法案の概要、及びＪＲ九州完全民営化プロジェクト
チームとりまとめ（概要）

１

−

⑶

●旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律の

一部を改正する法律案

「国鉄改革のための基本的方針について」(昭和60年10月11日閣議決定)等に基づき、
九州旅客鉄道株式会社を旅客鉄道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律
の適用対象から除外する等の措置を講ずる。

ＪＲ九州のＪＲ会社法からの適用除外

①関連事業、社債募集、長期借入金

②代表取締役、監査役の選任等

③毎年度の事業計画、重要財産の譲渡

より機動的な事業経営により
地域の活性化・観光振興等

に寄与撤
廃

国鉄改革の趣旨を踏まえた事業経営の確保のための措置

【背景・目的】

【改正内容】

・JR各社のできる限り早期の完全民営化を累次の閣議決定で定めている
・JR九州については、上場可能な経営状況となっている
・JR九州の完全民営化により、地域の活性化・観光振興等の効果が期待され
ている

JR会社法の改正

※現在、JR九州の株式については、鉄道・運輸機構が100％保有

株式売却 JR九州の完全民営化

現行のJR会社法における国土交通大臣の認可事項

（ H28年度を目途に実施）

「国鉄改革のための基本的方針について」 （抄）
（昭和60年10月11日閣議決定）

旅客鉄道株式会社は、経営基盤の確立等条件が
整い次第、逐次株式を処分し、できる限り早期に純
民間会社とすることとする。

２．ＪＲ九州の経営安定基金に関する措置

①運賃制度等に関する他のＪＲ会社との連携・協力の確保に関する事項
②路線の適切な維持や駅施設の整備に当たっての利用者利便の確保に関する事項
③関連事業における中小企業者への配慮に関する事項

（１）国土交通大臣は、ＪＲ九州が踏まえるべき事業経営の指針を策定。

１．指針の策定等（ 平成13年における本州３社に対する措置と同内容 ）

（２）国土交通大臣は、上記指針を踏まえた事業経営を確保する必要があるときには、ＪＲ九州に対して指導、助言。
（３）国土交通大臣は、ＪＲ九州が正当な理由がなくて指針に反する事業経営等を行ったときには、

ＪＲ九州に対して勧告、命令。

指針の概要

経営安定基金とは

経営環境が厳しいJR九州の鉄道ネットワークの維持・向上を図るための収益調整措置として設置（3,877億円）

本法案による措置

JR九州の自主性を確保しつつ、経営安定基金が果たしている機能・目的を実質的に確保する観点から、
長期安定的な収益性を有する他の資産への振替や、将来の鉄道ネットワークの維持・向上に必要な鉄道資産へ
の投資に充当
【具体的な取扱い】

①九州新幹線貸付料の一括前払い
②鉄道資産取得のために(独)鉄道・運輸機構から借り入れた無利子借入金の償還財源への振替
③鉄道ネットワークの維持・向上に必要な鉄道資産への振替

ななつ星in九州 JR博多シティ
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JR九州完全民営化プロジェクトチーム とりまとめの概要

●ＪＲ九州完全民営化に向けた諸課題を検討するため、鉄道局長以下を構成員とするプロジェクトチーム（PT）を平成26年10
月に設置（計10回開催）。関係者からのヒアリングを経て、平成２７年１月にとりまとめ。

動産事業、流通・外食事業、ホテル事業等の関連事業を実施。

１．国鉄改革の枠組みとＪＲ九州の概要
●昭和62年、我が国の鉄道事業の再生を図るため、国鉄分割・民営化が行われ、ＪＲ九州を含むＪＲ７社が発足。
●ＪＲ７社については、「国鉄改革のための基本方針について」（昭和60年10月11日閣議決定）等の累次の閣議決定において、
「経営基盤の確立等条件が整い次第、できる限り早期に完全民営化する。」こととされているところ。

●ＪＲ九州は（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構(元・日本国有鉄道清算事業団)が同社の株式を100％保有している特殊会社。
●ＪＲ九州は、九州新幹線及び在来線に加え、「ななつ星in九州」等の観光列車を運行するとともに、駅ビル、マンション等の不
動産事業、流通・外食事業、ホテル事業等の関連事業を実施。

４．ＪＲ九州の完全民営化にあたっての課題と対応
（１）経営安定基金（3,877億円）の取扱い
●ＪＲ九州の自主性を確保しつつ、経営安定基金が果たしている機能・目的を実質的に確保する観点から、以下の資産等へ基金
を振替え。

（２）ＪＲ会社法の取扱い
●国の後見的な助成・監督が必要な段階は終了しており、適用対象から除外。
●国鉄改革の経緯を踏まえた事業運営の確保のため必要となる最小限の事項を国土交通大臣が「指針」（※）として提示。
（※）ＪＲ会社間における連携・協力、鉄道路線の適切な維持、中小企業者への配慮 等

（３）上場の時期
●平成28年度中の上場を目指すことが適当。そのために、平成27年通常国会にＪＲ会社法改正案を提出。

【具体的な取扱い】
①九州新幹線貸付料の一括前払い（2,205億円）
②鉄道資産取得のために（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構から借り入れた無利子借入金の償還財源への振替（800億円）
③鉄道ネットワークの維持・向上に必要な鉄道資産への振替（872億円）

２．九州地域においてＪＲ九州が果たしている役割
●ＪＲ九州は通勤・通学をはじめとする人々の生活や経済活動に深く密着し、基幹的輸送機関として必要不可欠な存在。
●観光振興に向けた取組みや鉄道を核としたまちづくり等により、観光振興と地域活性化に多大な役割。

●連結決算で概ね200億円規模の安定した経常利益を計上しており、一般的な民間会社と比べても遜色ない水準。
３．ＪＲ九州の経営状況・財務状況の現状と見通し
●連結決算で概ね200億円規模の安定した経常利益を計上しており、一般的な民間会社と比べても遜色ない水準。

※法令により資産の振替先等について規定。

【とりまとめのポイント】

【出典：国土交通省広報関係資料】



─ 27 ─

４．ＪＲ北海道の青函トンネルの維持・改修にかかる費用の助成

　�　青函トンネルについて、機能保全のための設備の改修については国とＪＲ北海道での
負担でそれぞれ対応することとなっている。なお設備改修については1,100億円程度必要
と試算されている（99年以降は、国が2/3、ＪＲ北海道が1/3の負担割合）。
　�　しかし、今後の設備改修費用をＪＲ北海道として費用捻出するには過大であることか
ら、公的支援の拡充を求める。

５�．鉄道貨物輸送の輸送力増強や機能強化に向けたインフラ整備のための
助成の拡充

　�　旅客輸送のニーズから列車密度の高くなっているいわゆる隘路区間において、貨物専
用線新設の効果は非常に大きいが、多額の資金が必要となる。
　�　また、鉄道貨物にとっての大動脈輸送である関東～北海道、関東～大阪～九州につい
ては、この間の政府支援もあり、超大編成の運行を可能とするターミナル設備等の改良
工事を行ってきた。しかし、いまだ同区間内でも旧式の設備を有しているターミナル駅
等が存在している。
　�　現在、「Ｅ＆Ｓ＊駅」の整備が徐々に拡大されている。貨物列車の速達化、利用促進
につながるとともに異常時対策にもつながることから、いっそう拡充すべきである。
　�　鉄道コンテナは12ftの小型が中心で、海上コンテナは大型化（40ft超）している。わが
国の鉄道貨物輸送では、こうした大型の海上コンテナ輸送に対応する設備が不十分であ
り、輸送が大幅に制約されているのが実態である。この分野の輸送量の拡大は、鉄道貨
物輸送の役割発揮のために非常に有効である。そのために、荷役設備の整備、大型コン
テナが通過できるトンネルの整備、大型コンテナ輸送に対応した貨車の開発などを進め
る必要がある。その整備財源については、社会的な効果を勘案し、国・公共による積極
的な助成を求めたい。
　※�Ｅ＆Ｓ：「Effective�&� Speedy」の略で、コンテナを本線上の列車から積卸しする、
『着発線荷役』方式のこと。

　※�なお、10トントラックに対応する31ftコンテナに対しては2012年度から環境省から助
成措置が講じられることとなっている。

６�．流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律の一部を改正する法
律案（概要）

１

−

⑶
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●流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律の一部を改正する法律案

最近における物資の流通をめぐる経済的社会的事情の変化を踏まえ、流通業務総合効
率化事業について２以上の者が連携して行うものに限ることとするとともに、総合効率化
計画が主務大臣の認定を受けた場合における同事業の実施に関し、海上運送法等の特
例を追加する等の措置を講ずる。

＜予算関連法律案＞

背 景
○ 物流分野においては、労働力の中高年層への依存度が高く、今後、

深刻な人手不足に陥るおそれ
※ 歳以上のトラックドライバー： ％ 歳以上の内航船員： ％

○ 国際競争の激化やネット通販の拡大等により、荷主・消費者ニーズ

が高度化・多様化
※ 小口輸送（ ㌧未満の貨物） 万件 年) ⇒ 1,800万件 年

○ トラックの積載率は、５割を切っている状況
※ ％（ 年）

改正案の概要

①モーダルシフト推進事業

②地域内配送共同化事業

認
定
対
象
と
な
る
事
業
イ
メ
ー
ジ

（１）関連施設及び設備に対する税制上の特例【平成 年度税制改正案】

（２）計画策定経費等に対する補助【平成 年度予算案】

（３）事業開始に必要となる行政手続の一括化等の関係法律の特例等（トラック事業許可のみなし取得等）

③輸送網集約事業
（輸送機能と保管機能の連携）

空
A社
貨物

A
社
倉
庫

B
社
倉
庫

店
舗

空
B社
貨物

空
A社
貨物

店
舗

B社
貨物

我が国の経済活動及び国民生活を支える流通業務の生産性を向上

総合効率化計画（２以上の者が連携して作成）

大臣認定

○ 物流分野の労働力不足への対応を強力に推進し、流通業務の省力化を図るため、
２以上の者の連携を前提に、多様な取組みへと対象を拡大。

積載率や運行頻度の改善により、
無駄のない配送を実現

流通加工も行う総合物流保管施設に

トラック営業所の併設、予約システムの導入等の
輸送円滑化措置を講じ、待機時間のない
トラック輸送を実現

認定事業に対する支援策

鉄道・船舶も活用した効率的な
輸送手段の選択を推進

（物流総合効率化法の一部改正）

⇒ 年度までに 億トンキロ分を転換
○ 交通政策基本計画におけるモーダルシフトに関する目標

貨物鉄道【 年度 億トンキロ⇒ 年度 億トンキロ】

内航海運【 年度 億トンキロ⇒ 年度 億トンキロ】

総合物流保管施設 トラック
営業所

A
社
倉
庫

B
社
倉
庫

42.6 44.5 

46.3 

40.0 

41.5 

45.0 

40.3 
40.9 

42.0 

39.0

41.0

43.0

45.0

47.0

2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

トラックドライバーの平均年齢

大型

トラック

普通・小型

トラック

全産業平均

A社トラック

A社トラック

B社トラック

トラックによる輸送に代わり鉄道・船舶等の大量輸送機関を活用

総合物流保管施設に
トラック営業所を併設

⇒ 年度までにモデル的な取組を

事例創出

⇒ 年間 事例を創出（ 年度までに 事例）

○ 省力化された
効率的な物流
の実現

⇒潜在的輸送力を活用
し、多様なニーズに応
える究極的に効率化
した物流を実現

○ トラック
ドライバー不足
の解消

⇒就業環境の改善等
による人材確保と
併せ、省力化により
物流機能を維持

○ CO₂排出量の
大幅な削減

⇒社会への貢献度の
高い物流の実現

トラック 台分

トラック 台分

⇒より少ない人員での大量輸送を実現

⇒荷主や地域も巻き込んで、貨物混載・帰り荷確保等の共同輸送を加速し積載率を向上

⇒現在45％のトラックが１時間以上の手待ち時間となっている現状を改善

【出典：国土交通省広報関係資料】
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　鉄道にとって都市間輸送は特性の最大化を図ることのできるまさに鉄道の役割そのもの
であり、地域貢献に寄与しうる新幹線については早期の開業をめざすべきであると考えま
す。しかし、建設に際しては、これまでも政府・与党間で繰り返し協議され、合意形成し
てきたスキーム、即ち、ＪＲの負担は「受益の範囲を限度とした貸付料等によるものとす
る」とした財源スキームを遵守するとともに、並行在来線の維持、ＪＲ貨物への線路使用
料の現行維持等を図った上で建設を行うことが大前提であることは言うまでもありませ
ん。
　2015年１月14日、政府・与党は、北海道新幹線（新函館北斗～札幌）、北陸新幹線（金
沢～敦賀）及び九州新幹線（武雄温泉～長崎）それぞれについて、2011年度に整理した着
工及び開業スケジュールを前倒しする取り扱いを確認しました。具体的には当初計画から
北海道新幹線が５年前倒しされ2030年度末の完成・開業、北陸新幹線が３年前倒しされ
2022年度末の完成・開業、九州新幹線については具体的年次が明示されなかったものの、
可能な限りの前倒しを行うこととされました。その財源として当該区間の貸付料収入を前
倒し活用する他、貨物調整金制度の見直しを図りつつ、国費及び地方負担の増額を図るこ
ととしました。
　ＪＲ連合は、財源スキームをはじめとする前提条件を十分にクリアした上で、営業主体
となる各ＪＲとの合意に向けた協議はもとより、地元とのコンセンサスなど各線区が有す
る条件が合理的に整理されることを前提としながら建設が図られることを強く求めてきた
ところです。今次前倒しについても当該考え方に基づき対処すべき内容と考えますが、前
倒しに際しては、財源の観点のみならず、実作業が可能かどうかといった実務的な観点に
立ち、精緻な検証の上で展開すべきと考えます。

①　整備新幹線計画の推進に伴う諸課題への対応（並行在来線等）

【要望事項】
　ⅰ）並行在来線の経営安定に向けた支援の拡充
　　�　新幹線開業後の並行在来線についは、現下において並行在来線の経営を安定的
に確保することは極めて困難であることから、地域交通がしっかりと維持される
よう、国、地方による支援措置を講じるよう強く求める。特に貨物調整金制度に
ついては並行在来線にとって重要な財源であることから、引き続き同制度の継続
適用を図るとともに、さらなる適用の拡充を検討すること。

　ⅱ）整備新幹線計画の推進に伴う事業者の不利益・負担増加への対応
　　�　なお、国策である整備新幹線計画の推進によって発生する事業者の各種不利
益・経営負担の増加については、当該事業者のみでは解決が困難であるばかり
か、当該事業者を利用するステークホルダーにも極めて大きな影響を及ぼすもの
であることから、国が責任をもって必要な設備投資や負担軽減策をはじめとする
補填措置を行うことを求める。

１

−

⑷

整備新幹線に関わる諸問題への対応4
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【背景・理由】
　�　新幹線開業後の並行在来線の維持・安定経営は、生活路線の確保のためにも、さらに
は鉄道貨物ルートの確保という観点からも極めて重要な課題であると言えます。経営分
離後の安定経営のためにも、運行面や要員派遣等でＪＲが当面の間、全面的に協力すべ
きであることはむろんのこと、現下において並行在来線の経営を安定的に確保すること
は極めて困難です。こうした観点から、地域交通がしっかりと維持されるよう、国、地
方による支援措置を講じるよう強く求めます。特に貨物調整金制度については、並行在
来線にとって重要な財源となっていることから、引き続き同制度の継続適用を図るとと
もに、さらなる適用の拡充を検討することを求めます。
　�　また、国策である整備新幹線計画の推進によって発生する事業者の各種不利益・経営
負担の増加については、当該事業者のみでは解決が困難であるばかりか、当該事業者を
利用するステークホルダーにも極めて大きな影響を及ぼすものです。
　�　一例を挙げれば、実際、北海道新幹線の開業によって、青い森鉄道（株）において
は、ＪＲによる在来特急列車の運行が大幅に減少することによる運輸営業収入の著しい
減少が想定され、その中で経営体力のない同社及び自治体が、現行の高規格軌道を維持
し続けることは困難であり、ひいては同軌道を高頻度で使用するＪＲ貨物の経営・貨物
鉄道輸送にも影響を及ぼしかねない状況が発生しました。この事例においては、すでに
貨物調整金の財源よって、青い森鉄道（株）に発生すると想定された受損の補填が行わ
れることが決定されていますが、今後計画されている、北海道新幹線の速度向上と走行
頻度の増加が実現した場合、ＪＲ貨物による鉄道貨物輸送としては、北海道新幹線１編
成の走行によって数本の貨物鉄道の運転休止が見込まれ、ＪＲ貨物が担う物流に対し大
きな負の影響を与えることが想定されます。従って、このように国策である整備新幹線
によって発生する事業者の各種不利益・経営負担の増加については、国が引き続き責任
をもって必要な設備投資や負担軽減策をはじめとする補填措置を行うことを求めます。

②�　北海道新幹線に係る問題および青函トンネル共用走行に関する
問題への対応

【要望事項】
　ⅰ）青函共用区間の安全確保について
　　�　青函共用区間については、高速鉄道と貨物鉄道がすれ違う初の事例となること
から、取り扱いに際しては、何よりも安全を最優先されなければならない。ま
た、青函トンネルは、現行、旅客輸送はもとより、貨物鉄道においても北海道～
本州間における極めて重要な物流ルートを形成している。従って、開業後も同新
幹線の利便性を確保しつつも、引き続き鉄道貨物輸送の多頻度かつ定時輸送が担
保されなければならない。現在、開業後一定期間を経ての同区間の速度向上等が
検討されているが、安全性の確保はもとより、貨物輸送への影響等を十分配慮し
た上で対応を行うこと。また、安全確保の検証やかかる設備投資等については、
行政が責任を持って行うこと。

　ⅱ）北海道新幹線の開業後における人流・物流のさらなる維持・発展に向けて
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　　�　青函共用区間の取り扱いについて、安全性確保や物流動脈の維持、および利便
性向上等に係る各種技術開発は、札幌延伸計画などを視野に入れた中長期的な展
望のもと行われるべきものである。整備新幹線計画の推進にあたっては、関係事
業者の将来的な経営負担や地域・国の発展等への影響をも踏まえ、総合的な検討
がなされるべきである。このような観点から、現在の各種技術開発・国費投入の
あり方（現行開発メニューの推進の適否）について、早急に現実的で客観的かつ
合理的な判断を求める。

　　�　具体的には、安全面や技術上の観点から実現性の乏しいと目されるトレイン・
オン・トレインの開発を中止し、貨物コンテナの積み替え方式による貨物新幹線
の開発や、その他代替手段の検討など、実現性の高い物流方式の開発に切り替え
ることを求める。

【背景・理由】
　�　青函トンネルは、今春に開業した北海道新幹線とＪＲ貨物とが共用走行を行う区間とな
り、新幹線と在来線（ＪＲ貨物）が並行して走行する初めてのケースとなります。ＪＲ貨
物にとって北海道～本州間の物資輸送は極めて大きな収入源となっており、具体的には
北海道を発着する約４割の貨物が貨物鉄道で輸送されるなど、北海道経済においてＪＲ
貨物は必要不可欠な存在となっています。現に、青函トンネルでは貨物列車が旅客列車
を大幅に上回る上下50本を超える頻度で走行しています。
　�　2015年度の北海道新幹線（新青森～新函館北斗）開業当初は安全面を配慮し、同区間
における新幹線の減速運転（時速140㌔）を実施しますが、安全性が確保されれば、将来
において、具体的には平成31年度に新幹線の高速走行を開始する旨政府方針として示さ
れています。
　�　青函共用区間については、高速鉄道と貨物鉄道がすれ違う初の事例となることから、
取り扱いに際しては、何よりも安全を最優先されなければなりません。また、青函トン
ネルは、上述の通り、現行、旅客輸送はもとより、貨物鉄道においても北海道～本州間
における極めて重要な物流ルートを形成しています。従って、開業後も同新幹線の利便
性を確保しつつも、引き続いて鉄道貨物輸送が多頻度かつ定時輸送が担保されなければ
ならないのです。そうした中で今後の青函共用区間の取り扱いがＪＲ貨物にとって大き
な制約条件にならないか懸念するところであり、ダイヤ構成上の制約は北海道経済に大
きな影響を及ぼすことを十分考慮した政策の判断が必要とされます。
　�　さらには、青函共用区間の取り扱いについて、安全性確保や物流動脈の維持、および
利便性向上等に係る各種技術開発は、札幌延伸計画などを視野に入れた中長期的な展望
のもと行われるべきものであると考えます。そして整備新幹線計画の推進にあたって
は、関係事業者の将来的な経営負担や地域・国の発展等への影響をも踏まえ、総合的な
検討がなされるべきであると考えます。このような観点から、現在の各種技術開発・国
費投入のあり方（現行開発メニューの推進の適否）について、早急に現実的で客観的か
つ合理的な判断を求めます。具体的には、安全面や技術上の観点から実現性の乏しいと
目されるトレイン・オン・トレインの開発を中止し、貨物コンテナの積み替え方式によ
る貨物新幹線の開発や、その他代替手段の検討など、実現性の高い物流方式の開発に切
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り替えることを求めます。

③�　フリーゲージトレインの取り扱い（九州・北陸新幹線への導入
に係る取り扱い）

【要望事項】
　ⅰ）フリーゲージトレインの導入にあたっての総合的な検討と判断
　　�　2014年10月から開始されたフリーゲージトレインの３モード耐久走行試験は、
開始後間もなく、走行に関わる重要な部分の不具合発生により休止されており、
試験再開は早くとも2016年度後半になるとされている。将来の事業者におけるメ
ンテナンス対応、豪雪地帯における雪対策の必要性を含め、構造の複雑さや安全
面などのクリアするべき課題が多く山積しており、今後の実用化までには相当な
年月を要する見込みである。フリーゲージトレインの採用にあたっては、安全性
に加え、維持・メンテナンスにかかる事業者負担の大きさや異常時における安定
性など、将来の事業者による運営までをも視野に入れたうえでの総合的な検討が
なされるべきであり、このような観点から、九州新幹線および北陸新幹線へのフ
リーゲージトレインの導入については断念すること、及びフル規格での早期開業
に向けた判断を求める。

【背景・理由】
　�　北陸新幹線や九州新幹線長崎ルートにおいて活用の可能性が示されているフリーゲー
ジトレインについては、採用しうる一つの選択肢であるとともに、将来の可能性を秘め
た有用な技術であると認識しますが、活用に際しては十分な走行試験を経て安全性が十
分担保されることや、線区に適した車両であること等の十分かつ慎重な議論・検証が必
要です。
　�　一方で、2014年10月から開始された３モード耐久走行試験は、開始後間もなく（計画
された走行距離60万キロのうち３万キロを走行した時点で）、車両の重要な走行部分に
不具合が発生して以降、今なお試験が休止されており、今後の検証試験等が順調に進ん
だ場合でも、試験再開は2016年度後半になるとされています。とりわけ今回の不具合は
走行に関わる重要部分で発生しており、将来の事業者におけるメンテナンス対応や、豪
雪地帯における雪対策の必要性があることを含め、構造の複雑さや安全面などのクリア
するべき課題が多く山積しており、今後の実用化までには相当な年月を要する見込みと
考えます。
　�　また、本年２月の与党検討委員会において国土交通省からは、フリーゲージトレイン
の量産型による全線開業を前提とした場合、九州新幹線長崎ルート開業予定時期が2022
年度より３年程度延期される見通しであることが明らかにされました。また、当初の予
定どおり2022年度に開業する場合には、武雄温泉駅で在来線特急と新幹線を乗り継ぐ
「リレー方式」を採用する方針が決定されています。
　�　フリーゲージトレインの採用にあたっては、安全性に加え、維持・メンテナンスにかか
る事業者負担の大きさや異常時における安定性など、将来の事業者による運営までをも視
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野に入れたうえでの総合的な検討がなされるべきであり、このような観点から、九州新幹
線および北陸新幹線へのフリーゲージトレインの導入については断念することが望ましい
と考えます。かつそのうえで、フル規格での早期開業に向けた判断を求めます。

④�　北陸新幹線の金沢以西の開業に係る問題と敦賀以西ルートに係
る問題への対応

【要望事項】
　ⅰ）北陸新幹線の「福井先行開業」に係る取り扱い
　　�　与党の整備新幹線建設推進ＰＴにおいて検討がなされている、北陸新幹線（金
沢－福井間）の更なる２年前倒しによる先行開業は、施工能力や技術面等の課題
に加えて、用地買収の進捗の大幅な遅れのほか、折り返し運行に必要な留置線建
設など敦賀開業時には無駄となる投資が必要となることなど、困難な課題が山積
しており、現実的には到底不可能であると言わざるを得ない。従って、北陸新幹
線の2020年度「福井」先行開業については慎重かつ合理的な判断に基づき断念す
ること。そして2022年度末の「敦賀」開業に向けた鉄道・運輸機構の業務遂行へ
の最大限の支援を行うことを求める。

　ⅱ）北陸新幹線の敦賀以西ルートに係る取り扱い
　　�　北陸新幹線敦賀以西ルートの決定にあたっては、各案のメリット・デメリット
を具に比較し、利便性、建設費、収支想定はもちろん、勘案するべき様々な要素
を見極めたうえでの総合的かつ合理的な判断が求められる。従って、ＪＲ西日本
案とされる「④小浜・京都ルート」での計画推進を求める。そのうえで、財源を
はじめとする各種課題についての整理を行い、早期に着工への道筋をつけること
を求める。

【背景・理由】
　�　北陸新幹線について、与党整備新幹線建設推進ＰＴにおいて、2022年度開業予定の北
陸新幹線（金沢－敦賀間）の延伸計画のうち、金沢－福井間については、さらに２年前
倒しで先行開業を行うことが検討されていますが、施工能力や技術面等の課題に鑑みれ
ば、2022年度末の敦賀開業ですら極めて厳しい工期であることは疑いの余地すらない実
態です。
　�　ましてや福井先行開業については、用地買収の進捗の大幅な遅れのほか、折り返し運
行に必要な留置線建設など敦賀開業時には無駄となる投資が必要となることなど、困難
な課題が山積しており、現実的には到底不可能であると言わざるを得ません。従って、
北陸新幹線の2020年度「福井」先行開業については慎重かつ合理的な判断に基づき断念
することを求めます。そして2022年度末の「敦賀」開業に向けた鉄道・運輸機構の業務
遂行への最大限の支援を行うことを求めるものです。
　�　また、北陸新幹線の敦賀～大阪間については、整備計画に示されているものの具体的
なルートが決まっておらず、財源も確保されていない状況にあります。現在、敦賀～大
阪間のルートは、従来検討されてきた「①米原ルート」、「②湖西ルート」、「③小浜
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ルート（京都は経由せず）」に加えて、ＪＲ西日本案とされる「④小浜・京都ルー
ト」、さらに与党敦賀以西ルート検討委員会の西田委員長が主張する「⑤小浜・舞鶴・
京都（～関空）ルート」が検討案に加えられ、2015年より与党検討委員会で検討が進め
られてきました。同委員会では関係する自治体首長やＪＲ会社へのヒアリングが行わ
れ、本年３月にはルート候補を３案に絞り込んでおり、今後、さらに議論が進展するも
のと目されています。
　�　北陸新幹線（敦賀～大阪間）のルートは、将来のＪＲや並行在来線の運行を担う営業
主体の経営に対して、さらには日本・沿線地域の経済・社会に極めて大きな影響を及ぼ
すものです。また、東海道・山陽新幹線－北陸新幹線間の運行システム上の相違や、搭
載車両機器や保守に係る取り扱い上の相違、さらには東海道・山陽新幹線の列車ダイヤ
密度など、東海道新幹線への乗り入れの実現性については困難を極める要素が多く存す
るのが実情です。加えて、東海道新幹線と競合することになる京都－大阪間の旅客流動
に与える影響や、整備新幹線ルートの決定により生じる並行在来線の運行に係る想定な
ど、様々な要素を十二分に加味したうえでの客観的な検証が不可欠です。
　�　従って、北陸新幹線敦賀以西ルートの決定にあたっては、上述のような観点から各案
のメリット・デメリットを具に比較し、利便性、建設費、収支想定などを見極めたうえ
での総合的かつ合理的な判断が求められます。このような観点からＪＲ西日本案とされ
る「④小浜・京都ルート」での計画推進を求めるとともに、そのうえで、財源をはじめ
とする各種課題についての整理を行い、早期に着工への道筋をつけることを求めます。

⑤　四国エリアへの新幹線導入に係る取り扱い

【要望事項】
　�　紀淡海峡の調査は、2008年度以降調査の予算措置が無い中で事実上中断している
ことから、基本計画の整備新幹線計画への格上げに向けた、国の調査の早期再開
（予算措置）を行うこと。

【背景・理由】
　�　四国地方は、新幹線導入に係る計画（四国新幹線、四国横断新幹線）が基本計画に留
まっている日本で唯一のエリアとなっています。そのため、既存の新幹線導入エリアや
整備新幹線計画の推進エリアと比して、四国の公共交通の利便性は相対的に低下し、少
子高齢化の進展も相俟って、鉄道特性を発揮しがたい状況となっています。
　�　四国地方の発展を図るためには、圏域内における高速交通体系の総合的な整備ととも
に、他圏域や大都市圏とを結ぶ交通ネットワークの拡充が不可欠であると言えます。新
幹線は先例が示すとおり、経済発展や地域活性化の強力なエンジンとなる重要な社会イ
ンフラであり、併せて災害に強い地域づくり、国土軸の多様性確保、地域創生といった
観点からも必要不可欠なものです。
　�　このような観点から、紀淡海峡の調査は、2008年度以降調査の予算措置が無い中で事
実上中断していることから、基本計画の整備新幹線計画への格上げに向けた、国の調査
の早期再開（予算措置）を行うことが強く求められます。
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解　説

１．整備新幹線とは？

　�　整備新幹線とは、「全国新幹線鉄道整備法（1970年）」で整備計画が定められた５新
幹線を指す。2000年12月に「政府・与党整備新幹線検討委員会」で「政府与党申合せ」
がまとめられ、新規着工区間として北陸新幹線（長野～富山）や九州新幹線（博多～新
八代）のフル規格整備などが決定された。この中では「新たな区間の着工」について、
「ＪＲの同意、並行在来線の経営分離についての沿線地方公共団体の同意の取付等基本
条件が整えられていることを確認した上で行う」ことが確認されている。
　�　これにより2001年度からは、既着工区間と併せて３線（東北・北陸・九州）６区間で整
備が進められ、2002年12月に東北新幹線の盛岡～八戸間、2004年３月に九州新幹線の新八
代～鹿児島中央間、2010年12月に東北新幹線の八戸～新青森間、2011年３月には九州新幹
線の博多～新八代間が開業した。また、2014年度末に北陸新幹線の長野～金沢（白山総合
車両基地）間が、2015年度末には北海道新幹線の新青森～新函館北斗間が開業した。

◆［既設新幹線と整備新幹線の現状（概要図）］

１

−

⑷

既設新幹線及び整備新幹線の現状

新潟

大宮
東京

新八代

鹿児島中央
平成１６年３月開業

長崎

博多

九州新幹線
（長崎ルート）

〈66km〉

○武雄温泉･長崎間

○金沢･敦賀間

平成１４年１２月開業

東北新幹線

盛岡

八戸
新青森

新函館北斗

札幌

○新函館北斗・札幌間

平成27年度末完成予定

北海道新幹線

北陸新幹線

長野

高崎敦賀

〈149km〉

〈240km〉○長野･金沢間〈113km〉

九州新幹線
(鹿児島ルート）

新鳥栖

平成27年3月14日開業

平成９年１０月開業

既設新幹線開業区間
整備新幹線開業区間
既着工区間
新規着工３区間
未着工区間

凡 例

○新青森・新函館北斗間

武雄温泉

〈211km〉

平成２２年１２月開業

平成２３年３月開業

金沢

大阪

平成37年度末完成予定

平成47年度末完成予定

平成34年度完成予定

○その主たる区間を列車が時速２００km以上の高速で走行できる幹線鉄道。
○（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構が建設・保有し、営業主体（JR）に
対し施設を貸付け（上下分離方式）。

整備新幹線とは、「全国新幹線鉄道整備法」に基づく昭和４８年の
「整備計画」により整備が行われている以下の５路線のことをいう。

北海道新幹線 青森 -札幌間

東北新幹線 盛岡 -青森間

北陸新幹線 東京 -大阪間

九州新幹線（鹿児島ルート） 福岡 -鹿児島間

九州新幹線（長崎ルート） 福岡 -長崎間 ↓
平成42年度末

↓
平成34年度末

↓
可能な限り前倒し

【出典：国土交通省広報関係資料】
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２．既設新幹線と整備新幹線の財産、経営方式の違い

　�　新幹線には、財産の帰属や運営方式の面からみて、①ＪＲ本州三社が1991年に購入し
保有する線区（東海道、山陽、東北（東京～盛岡）、上越）と、②上下分離方式による
上述の財源スキームに基づき建設された整備新幹線の線区（東北（盛岡～八戸）、北陸
（高崎～長野））の二種類がある。①はＪＲ各社の財産であるが、②は国（鉄道・運輸
機構）が保有する財産であり、ＪＲが貸付料を支払い借り受けている点で大きな違いが
ある。
　�　そして、1996年12月の「政府与党合意」における整備新幹線建設費のＪＲの負担は、
「受益の範囲を限度とした貸付料等によるものとする」と明記され、貸付料の内容は、
「独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法施行令」で、「当該新幹線営業主体
である鉄道事業者の受益の程度を勘案し、当該新幹線営業主体である鉄道事業者が毎事
業年度支払うべき額」などと規定されている。

３．整備新幹線の建設財源について

　�　整備新幹線の建設費については、1996年12月の「政府与党合意」で、国（91年にＪＲ本
州三社（東日本・東海・西日本）が新幹線を買い取った際の譲渡収入分の一部を含む）、
地方公共団体、およびＪＲによる負担のスキームが決まり、「ＪＲは受益の範囲を限度と
した貸付料等による」とされた。これに基づき、これまでの整備新幹線は、現在、①ＪＲ
本州三社が支払っている既設新幹線譲渡収入の一部（2016年度予算：724億円）と、②国
（一般財源、同約755億円など）、③地方公共団体の負担で建設されている。
　�　さらに、2011年度からは特例業務勘定における利益剰余金を活用し、長野新幹線建設
に関わる財政投融資等からの借入金の返済が進んだため、既開業区間の貸付料を建設費
に充当することが可能となった。さらに2011年末の政府・与党確認事項により、貸付料
の前倒し活用を図ることとなった。
　�　ちなみに①の財源は「３号債務」（1.1兆円）といい、ＪＲ本州三社が新幹線価格に上
乗せして支払ったものである。毎年724億円ずつ60年間、利子を含めると総額４兆円以上
をＪＲ本州三社が支払うこととされている。
　�　なお、2016年度の整備新幹線の建設事業費については、北陸新幹線（金沢～敦賀間）
の開業時期前倒しに向けて本格的な工事に入ることなどを踏まえ、総額2,050億円（前年
比450億円増）となった。

［整備新幹線事業費線区別配分（2016年度）］
（単位：億円）

北海道新幹線 新青森～新函館北斗 ８０
新函館北斗～札幌 ３４０

北陸新幹線 長野～金沢（白山総合車両基地） １００
金沢（白山総合車両基地）～敦賀 ９００

九州新幹線 武雄温泉～長崎（西九州ルート） ５００
要調整分 １３０
合　　計 ２，０５０
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４．整備新幹線に関わるこれまでの経過（政府方針等）

◆［「整備新幹線の取り扱いについて」政府与党申合せ（2004年12月16日）］

１．基本的な考え方
　�　整備新幹線については、整備計画に沿って着実に整備を進める必要があるが、公
共事業のあり方について、効率化や重点化等の観点から見直しが進められている
中、期待感のみをふくらませることは慎むべきである。したがって、安定的な財源
見通しを確保した上で新たな着工を行うものとする。
２．既に着工した区間の工期短縮等
　�　今後の整備新幹線の整備に当たっては、その開業効果をできる限り早期に発揮さ
せることが国民経済上重要との観点から、先ず開業時期が近づいている区間の早期
完成を図り、次いで既に着工した区間の工期短縮を図ることを基本とする。
　�　具体的な工期短縮の期間は、公共事業の性格上、今後概ね10年程度とすることが
適当である。
３．新たな区間の着工
　�　新たな区間の着工については、現在工事実施計画の認可申請がなされている区間
のうち、特に整備効果の高い区間や既に着工した区間と同時開業の望ましい区間に
ついて新たに着工することを優先する。
　�　また、その際には、収支採算性、投資効果等を十分に吟味するとともに、ＪＲの
同意、並行在来線の経営分離についての沿線地方公共団体の同意の取り付け等、基
本条件が整えられていることを確認した上で行う。
　�　なお、並行在来線の経営分離について沿線地方公共団体が同意するに際し、並行
在来線を第三セクターで経営する場合には、沿線地方公共団体はその経営見通しに
ついて十分検討を行う必要がある。
４．各線区の取り扱い
　〇　東北新幹線
　　　八戸－新青森　　　　　→平成22年12月4日開業。
　〇　北海道新幹線
　　　新青森－新函館間　　　�所要の認可等の手続を経て平成17年度初に着工し、平

成27年度末の完成を目指すこととし、できる限り早期
の完成に努める。

　〇　九州新幹線（鹿児島ルート）
　　　博多－新八代間　　　　→平成23年3月12日開業。
　〇　九州新幹線（長崎ルート）
　　　武雄温泉－諫早間　　　�並行在来線区間の運営のあり方については、長崎県の

協力を得ながら佐賀県において検討を行うこととし、
速やかに結論を出すこととする。調整が整った場合に
は、着工する。その際、軌間可変電車方式（注：フ
リーゲージトレイン）による整備を目指す長崎駅部の

１

−

⑷
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調査を行う。
　〇　北陸新幹線
　　　長野－金沢車両基地間　�フル規格で整備するものとし、富山－石動間、金沢－

金沢車両基地間については、所要の認可等の手続きを
経て、平成17年度初に着工することとし、長野－金沢
車両基地間で一体的に平成26年度末の完成を目指すこ
ととし、できる限り早期の完成に努めることとする。

　　　金沢車両基地－南越間　�えちぜん鉄道の高架化と一体的に工事を行うことが効
率的な福井駅部について、所要の認可等の手続を経
て、平成17年度初に着工し、平成20年度末の完成を目
指す。

　　　　　　　　　　　　　　※平成21年に完成済み
　　　南越－敦賀間　　　　　�所要の手続を経て、直ちに工事実施計画の認可申請を

行う。
５．整備財源
　�　整備新幹線整備財源として、平成25年度以降の新幹線譲渡収入（新幹線整備充当
分）に限り前倒しで活用する。この場合、地方公共団体は、前倒し活用した新幹線
譲渡収入の額の２分の１を負担する。�
６．平成17年度の整備新幹線関係予算は、以下のとおりとする。
　〇�　整備新幹線建設事業費2,195億円を計上する。このため、公共事業関係費706億
円を計上する。

　〇　整備新幹線建設推進高度化等事業費35億円を計上する。
７�．北海道新幹線（新青森～新函館）、北陸新幹線（上越～金沢）などが整備される
ことに伴い生じる根元受益に関するＪＲの負担額については、これらの区間の開業
時に精査する。
８．軌間可変電車の技術開発を推進し、早期実用化を図る。
９�．今後の整備新幹線の取り扱いについては、必要に応じ随時見直しを行うものとす
る。
10�．本申合せに抵触しない事項であって従来の整備新幹線に係る申合せに規定されて
いる事項は、依然として有効である。

◆［「政府・与党整備新幹線検討委員会における合意事項」（2007年12月14日）］

１�．平成16年12月16日の政府・与党申合せ「整備新幹線の取扱いについて」が着実に
実施されるよう、平成20年度予算において所要の整備新幹線整備事業を確保するも
のとする。
２�．整備新幹線を取り巻く諸事情を踏まえ、政府・与党により、未着工区間の着工の
ための財源の確保、地方負担・償還が地方財政に過大な負担とならないようにする
ための措置、並行在来線の諸課題について検討を開始する。
３�．このため、整備新幹線に係る政府・与党ワーキンググループを設置する。政府・
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与党ワーキンググループは今年度末までに安定的な財源を確保する方策の目途をつ
けた上で結論を得るべく全力を傾注し、その結論が得られ次第、当委員会を解散す
る。

◆［当面の整備新幹線の整備方針（整備新幹線問題検討委員会）」（2009年12月24日）］

１．建設中の区間について
（１）予定どおりの完成・開業を目指して着実に整備を進める。
（２�）建設物価の上昇等を原因として建設中の区間の工事費が増額したことを踏ま
え、（独）鉄道・運輸機構の入札・契約手続きの改善により、整備新幹線の工事
費の縮減に努めつつ、未着工区間の建設財源に優先して、工事費増額分の不足財
源を確保する。

２．未着工の区間について
（１�）早期に着工すべき区間を決定する。このため、整備新幹線問題検討会議等にお
いて、次の事項について検討を進める。

　　①�　当該区間について、費用対効果（ＣＯ2削減効果を含む）、沿線自治体の取組
み等に則り整備の意義を十分に検証し、着工の優先順位付けを検討する。

　　②�　開業済区間の貸付料、今後開業する区間の貸付料、既設新幹線譲渡収入のさ
らなる活用、公共事業関係費等を含め、幅広い視点から安定的な財源確保の方
策を検討する。その際、ＰＰＰ（パブリック・プライベート・パートナーシッ
プ）等による民間資金の活用についても検討を行う。

（２�）その上で、以下の着工に当たっての基本的な条件を確認した上で、着工するも
のとする。

　　①　安定的な財源見通しの確保
　　②　収支採算性
　　③　投資効果
　　④　営業主体としてのＪＲの同意
　　⑤　並行在来線の経営分離についての沿線自治体の同意

◆��［整備新幹線問題に関する今後の対応について（2010年12月27日、整備新幹線問
題検討委員会）］

１．建設中の区間について
　�　引き続き、工事費の縮減に努めつつ、３（２）の通り貸付料を充当し「当面の整備
新幹線の整備方針」等を踏まえながら、予定どおりの完成・開業を目指して着実に
整備を進める。
２．未着工の区間について
　�　「整備新幹線の未着工区間等の取扱いについて」を掲げる各線区の課題につい
て、さらに詳細な検討を進める。
　�　並行して、今年度より東北新幹線（八戸・新青森間）及び九州新幹線（博多・新

１

−

⑷
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八代間）の貸付料が新たに入ること、３（２）の通り整備新幹線の建設費への貸付料
の充当が可能となること、また、先般行われた将来交通需要推計手法の改善に基づ
き今後需要推計を行うこと等を踏まえつつ、安定的な財源見通しの検討、線区ごと
に必要となる具体的な投資効果の試算など、着工にあたっての基本的な条件につい
て、さらに検討の深化を行う。
　�　こうした作業を通じ、「整備新幹線の未着工区間等の取扱いについて」等を踏ま
え、着工に係る課題の解決に向けた取組を進める。
３．地方負担の軽減について
（１）貨物調整金制度の拡充
　　�　並行在来線の維持や並行在来線等を運行する貨物鉄道ネットワークの維持を図
るため、貨物調整金制度について、平成23年度から、貨物鉄道による施設の使用
や走行の実態等をより踏まえた見直しを行うこととし、具体的には、貨物と旅客
の負担割合の見直し、ＪＲから譲渡を受けた鉄道資産に係る資本費等対象経費の
追加を行うこととする。

（２）整備新幹線の建設費への貸付料の充当
　　�　貨物調整金の財源として、平成23年度から32年度までの10年間、（独）鉄道・
運輸機構の特例業務勘定の資金を活用することとする。

　　�　その貨物調整金の財源に加え、北陸新幹線（高崎・長野）の建設に係る債務償
還の財源として、特例業務勘定の資金を活用することにより、平成23年度から、
貸付料を整備新幹線の建設費に充当することが可能となる。

　　　これにより、整備新幹線の整備における地方負担の軽減を図ることとする。
４．その他
　　上記のほか、整備新幹線に関する諸課題について、引き続き検討を行う。
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◆［整備新幹線問題の取り扱いについて（政府・与党確認事項）（2011年12月26日）］

１

−

⑷

整備新幹線の取扱いについて（政府・与党確認事項） 

 

平成２３年１２月２６日 

 

 

 これまでの整備新幹線問題検討会議等における方針等や検討結果、及び「整備新幹

線の未着工区間の取扱いにかかる申し入れ」（平成２３年１２月２１日）を踏まえ、

今後の整備新幹線の取扱いについて、以下のとおり確認する。 

 

１．基本的な考え方 
 

財政規律に配慮して公共事業関係費やそれに伴う地方負担に過度に依存せず、整

備新幹線の貸付料収入を、必要に応じた前倒しも含めて建設財源に活用する。 
 

財源を有効活用する観点から新たな区間の事業ペースを調整し、多重的な輸送

体系の確保等を考慮しつつ、各線区の適切な事業期間や開業時期を設定する。 
 

以上により、安定的な財源見通しを確保した上で、いわゆる「着工５条件」の

残余の条件（収支採算性、投資効果、営業主体であるＪＲの同意、並行在来線

の経営分離についての沿線自治体の同意）を満たした上で、さらに、各線区の

課題（「整備新幹線の未着工区間等の取扱いについて」（平成２２年８月２７日

整備新幹線問題検討会議）に掲げるものをいう。以下同じ。）について対応が示

されていることを確認した際は、新たな区間の認可・着工を行う。 
 

厳しい財政制約を踏まえ、引き続き、建設主体の自主財源の確保のための努力

を継続する。 

 

２．各線区の取扱い 
   

「１．基本的な考え方」を踏まえ、各線区について次のとおり扱う。新たな区間

については、その効果や採算性を十分に吟味する必要があることから、収支採算性

と投資効果を改めて確認することとする。その上で、以下の「認可・着工に先立ち

満たすべき条件」が整い、かつ、各線区の課題（注参照）について対応が示されて

いることを確認した区間から、所要の認可等の手続きを経て着工する。 

               ※ゴシック体が新たな区間 

（１）北海道新幹線 
 

区 間 認可・着工に先立ち満たすべき条件 想定完成・開業時期

新青森・新函館間 ― 平成２７年度末 

新函館・札幌間 

営業主体であるＪＲ北海道の同意 

並行在来線の経営分離に関する沿線

地方自治体の同意 

新青森・新函館間

の開業から概ね 

２０年後 
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 （注）青函共用走行区間の最高速度は当面 140km/h とし、北海道内における最高設計速度は
260km/h とする。 

 

（２）北陸新幹線 
 

区 間 認可・着工に先立ち満たすべき条件 想定完成・開業時期

長野・白山総合 

車両基地間 
― 平成２６年度末 

白山総合車両  

基地・敦賀間 

営業主体であるＪＲ西日本の同意 

並行在来線の経営分離に関する沿線

地方自治体の同意 

長野・白山総合車

両基地間の開業か

ら概ね１０年強後

（注）敦賀以西の整備のあり方については、以下のとおり整理することとする。 

財源の限界等から新たな３区間に係る事業が完了するまでの間の整備は難しいが、敦

賀まで開業することで、京阪神の鉄道ネットワークへの接続、幹線交通の多重化等の

機能を果たし得ることから、北陸を経由して関東・関西を結ぶ新幹線ネットワークが

概成すると言える。 

その際のネットワーク効果をさらに発揮させる観点から、敦賀での乗換による旅客利

便性の低下を回避することが求められるが、その対応についてＪＲ西日本や関係地方

自治体の意向を確認する。 

 

（３）九州新幹線 
 

区 間 認可・着工に先立ち満たすべき条件 想定完成・開業時期

武雄温泉・長崎間 営業主体であるＪＲ九州の同意 

武雄温泉・長崎間

を一体として、諫

早・長崎間の着工

から概ね１０年後

（注）現在建設中の武雄温泉・諫早間と新たな区間である諫早・長崎間を、一体的な事業（佐世

保線肥前山口・武雄温泉間の複線化事業を含む。）として扱い、軌間可変電車方式（標準軌）

により整備する。 

 

以 上 
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◆［整備新幹線問題の取り扱いについて（政府・与党申合せ）（2015年1月14日）］

１

−

⑷

整備新幹線の取扱いについて

平成２７年１月１４日
政 府 ・ 与 党 申 合 せ

一、基本的な考え方
整備新幹線は、全国的な高速鉄道ネットワークを形成し、国民経済

の発展、国民生活領域の拡大、地域の振興に資するものであり、その
開業効果をできる限り早期に発揮させることが国民経済上重要である。

北海道新幹線（新青森－新函館北斗間）及び北陸新幹線（長野－金
沢間）については、完成・開業時期が近づいており、予定どおりの着
実な完成・開業を実現する。

また、北海道新幹線（新函館北斗－札幌間）、北陸新幹線（金沢－
敦賀間）及び九州新幹線（武雄温泉－長崎間）については、完成・開
業までに長期間を要することとされているが、あらかじめ予定されて
いた事業費の範囲内で早期かつ集中的な投資を行うことで、その開業
効果を早期に発揮させることは、国民経済上大きな意義を持つことか
ら、沿線地方公共団体の最大限の取組を前提に、完成・開業時期の前
倒しを図る。

二、各線区の取扱い
○ 北海道新幹線

新青森－新函館北斗間 平成２７年度末に完成・開業する。
新函館北斗－札幌間 完成・開業時期を平成４７年度から５

年前倒しし、平成４２年度末の完成・
開業を目指す。

○ 北陸新幹線
長野－金沢間 平成２７年３月に完成・開業する。
金沢－福井(注1)－敦賀間 完成・開業時期を平成３７年度から３

年前倒しし、平成３４年度末の完成・
開業を目指す(注2)。

（注１）在来線との乗換利便性を確保し、十分な開業

効果をできる限り早期に発揮する観点から、別途

与党において、整備が先行している福井駅の早期

活用等について、今夏までに検討を行う。

（注２）この区間にはフリーゲージトレインを導入す

ることが予定されているが、フル規格を前提とす

る整備計画に影響を与えるものではない。
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○ 九州新幹線
武雄温泉－長崎間 フリーゲージトレインの技術開発を推

進し、完成・開業時期を平成３４年度
から可能な限り前倒しする。

三、整備財源
北海道新幹線（新函館北斗－札幌間）、北陸新幹線（金沢－敦賀

間）及び九州新幹線（武雄温泉－長崎間）の完成・開業時期の前倒し
に必要な財源として、これらの区間の貸付料収入を前倒しして活用す
る。

四、貨物調整金制度の見直し
貨物調整金制度について、並行在来線の経営努力や、ＪＲ貨物の完

全民営化に向けた進捗状況を踏まえつつ、完全民営化に向けた進捗状
況を踏まえたＪＲ貨物の負担による対応の可能性の検討、並行在来線
の経営支援の観点からの一般会計による対応、ＪＲ三島貨物会社の経
営自立支援を目的とする特例業務勘定からの繰入による対応、の３つ
の視点から見直しを行い、現在整備中の新幹線が全線開業する平成４
２年度までに、貸付料を財源とせずに並行在来線に必要な線路使用料
の確実な支払いを確保する新制度へ移行する。新制度に移行する平成
４３年度以降の貨物調整金相当額の貸付料からの留保は行わない。

五、平成２７年度の整備新幹線関係予算については、整備新幹線建設事
業費１，６００億円を計上し、公共事業関係費７５５億円を計上する。

六、今後の整備新幹線の取扱いについては、必要に応じ随時見直しを行
う。

七、本申合せに抵触しない事項であって従来の整備新幹線に係る申合せ
に規定されている事項は、依然として有効である。
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◆�［青函共用走行問題に関する当面の方針（2013年3月25日、交通政策審議会整備新
幹線小委員会青函共用ＷＧ）］

～前略～
３．対策の概要
　　青函共用走行問題については、当面以下の方針とする。
（１�）「時間帯区分案　※１」により、開業後１年後のＨ29年春（防音壁等の完工時
期）から１年後のダイヤ改正時Ｈ30年春に、安全性の確保に必要な技術の検証が
円滑に進むことを前提として、１日１往復の高速走行の実現を目指す。

（２�）（１）と並行して、「すれ違い時減速システム等による共用走行案　※２」及
び「新幹線貨物専用列車導入案　※３」の技術的実現可能性の検討を深度化し、
開発の方向性の見通しを得る。

※１　�時間帯区分案：在来線列車と新幹線列車が走行する時間帯を分けることによ
り、高速走行を行う案

※２　�すれ違い時減速システム等による共用走行案：高速走行が可能な環境を常時維
持した上で、新幹線列車と貨物列車のすれ違いの前に、新幹線列車が在来線並
みの速度に減速することにより、高速走行を行う案

※３　�新幹線貨物専用列車導入案：在来線貨物列車をそのまま搭載可能な新幹線タイ
プの車両を開発し、共用走行区間にこの車両を用いることにより、新幹線と同
等の高速走行を行う案

～後略～

◆［独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構法施行令（抄）］

第�６条　前条第１項の規定により同項第１号に掲げる（注：整備新幹線の）鉄道施設
を貸し付ける場合における毎事業年度の貸付料の額は、次に掲げる額の合計額に相
当する額を基準として定めるものとする。
　一�、（注：当該新幹線鉄道事業）の開始による当該新幹線営業主体である鉄道事業
の受益の程度を勘案し、当該新幹線営業主体である鉄道事業者が毎事業年度支払
うべき額として国土交通大臣が定める方法により算定した額���（�二：略）

２�．前項第１号の受益は、第１号に掲げる収支が第２号に掲げる収支より改善するこ
とにより当該新幹線営業主体である鉄道事業者が受けると見込まれる利益をいうも
のとする。
　一�、新幹線鉄道事業及び関連鉄道施設（新幹線鉄道事業の開始により旅客輸送量が相
当程度増加又は減少すると見込まれる当該新幹線営業主体である鉄道事業者の営業
する鉄道に係る鉄道施設をいう）に係る旅客鉄道事業について、当該新幹線営業主
体である鉄道事業者が新幹線鉄道事業を開始した場合において見込まれる収支

　二�、新幹線鉄道事業の開始により当該新幹線営業主体である鉄道事業者が廃止する

１

−

⑷
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こととなる旅客鉄道事業及び関連鉄道施設に係る旅客鉄道事業について、当該新
幹線営業主体である鉄道事業者が新幹線鉄道事業を開始しなかったと仮定した場
合において見込まれる収支

５．軌間可変技術評価委員会における報告資料

　【出典：国土交通省広報関係資料】

フリーゲージトレインの不具合原因と対策案（中間報告）

現時点においては、上記のとおり整理されるが、引き続き、調査・分析を進めたうえで、
改良部品を装着した台車（実物）の高速回転試験等により対策効果を検証

耐久走行試験により確認された不具合について、鉄道総研等において、ＦＥＭ（有限要素法）による発生応力解析や部品
の加振試験等により、不具合発生原因の推定と対策案を検討してきた。
現時点での中間報告は以下のとおりであり、今回の不具合は、高速域（時速260km）での耐久走行により新たに確認され
た事象に起因するものと考えられるが、引き続き、調査・分析を進めたうえで、改良部品による高速回転試験を行い、改良
効果等を検証する予定。

現時点で想定される原因

対策案（今後の検証試験を踏まえて決定）

現時点で想定される原因

対策案（今後の検証試験を踏まえて決定）

注）すべり軸受は面圧（P）や、面圧と車軸との擦れ（相対速度：V）の積であるPV値が許容値を超過する
と早期に摩耗する。その許容値は潤滑状態が悪化すると大きく低下する。

車軸とすべり軸受の接触部における微細摩耗痕 スラスト軸受のオイルシールに
おける部分的欠損

すべり軸受に発生する面圧の低減等により摩耗を防止

〇車軸のたわみによる面圧分布の偏りと、高速域での耐久走行に伴う輪重変動によって、
大きな面圧（Ｐ）が作用。
〇面圧（Ｐ）と、高速域での耐久走行に伴う車軸とすべり軸受との擦れ（Ｖ）が複合的に作用。

〇これらの結果、すべり軸受が摩耗し注）、その際に発生した摩耗粉が、車軸とすべり軸受の
接触面に介在したことにより、車軸が摩耗したと考えられる（潤滑状態の悪化によりすべり
軸受の摩耗発生を促進させたものと考えられる）。

〇高速域での耐久走行に伴う振動により、
オイルシールの芯金に疲労き裂が発生・
進展し、欠損に至ったと考えられる。

１．すべり軸受の配置、形状変更によるすべり軸受発生面圧の低減（面圧最大値を約7割
低減）有限要素法（ＦＥＭ）による計算値
２．車軸とすべり軸受の隙間を狭くすることで車軸とすべり軸受の擦れを低減（相対速度
を2/3に低減）
３．給脂機能の追加等による油膜維持効果を期待

１．オイルシール芯金の材質、形状変更に
よる疲労強度の向上、発生応力の低減

２．部品間の接合方法の見直しによるオイ
ルシールの変位抑制

３．オイルシール近接部品の形状変更（逃
げ加工）による部品間の接触防止

オイルシールの強度向上等により
欠損を防止

今後の進め方について

ここまでの調査・分析結果を踏まえて、今後の進め方は以下のとおりとする。

数値シミュレーション、模型回転試験、台車高速回転試験など検証試験等により十分な段階
的検討を踏まえて対策を決定し、改めて有識者による軌間可変技術評価委員会に評価してい
ただいた上で、３モード耐久走行試験を再開したい。

耐久走行試験の再開時期等については、今後の検証試験等を踏まえ改めて検討することと
なるが、今後の検証試験等が順調に進んだ場合には、来年度後半を予定している。

最終的な評価及び今後のスケジュール

すべり軸受の曲面加工など面圧低減対策等を講
じた車軸を用いた台車で高速回転試験を行い、改
良効果を確認する。

特に走行速度（車軸の回転速度）をパラメーター
にして摩耗発生状況を確認するなど、発生PV値と
許容PV値の関係の解明に重点を置く。

オイルシールの材質（ステンレスor高張力
鋼板）、接合方法（ゴム嵌合or金属嵌合）の
組みあわせで加振試験を行い、改良方針を
明確化する。

車軸とすべり軸受の接触部における微細摩耗痕 スラスト軸受オイルシールにおける欠損
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【要望事項】
　ⅰ）「交通政策基本計画」に基づく実効性のある交通政策の展開及び財政措置
　　�　2015年２月に交通政策基本法第15条に基づく「交通政策基本計画」が閣議決定
された。同計画は2020年を見据えて、交通に関わる各諸施策の着実な実行を、数
値目標を掲げて示している。国はその実現に向けて主体的な取り組みを行うとと
もに、所要の財政措置を講じられたい。

　ⅱ）地域公共交通活性化再生法改正に基づく鉄道を含めた地域交通の再構築
　　�　人口減少局面にある日本において、地域公共交通の活性化・再構築を図り、ま
た安易に交通空白地域を多く発生させるような事態を生み出さないようにするた
めには、交通モードを越えた事業者同士の連携と自治体の更なる関与がカギとな
る。現行の公共交通全体を俯瞰した場合、接続・乗り換え時間・運賃などにおい
て、いずれもモードを越えた事業者連携・シームレス化は殆ど進んでいないのが
現状であるが、今後は公共交通が全体のシステムとして機能すべきであり、それ
が交通政策基本法及び地域公共交通活性化再生法改正法の目的でもある。

　　�　しかし、事業者同士間のみの調整では利害関係が伴うことから、連携・シーム
レス化が進みにくいのも事実であり、地域公共交通の活性化のためには、国・地
方自治体が事業者間の仲介役としての役割を果たす必要がある。連携・シームレ
ス化の推進に向けて、地方自治体がアイデアを持って「チーム公共交通」形成の
立役者となることを求める。そして国には、推進すべき好事例の水平展開や資金
提供等を通じて、その側面支援を図ることを求める。

　ⅲ）総合交通体系の観点に立った道路施策の展開
　　・�国民利用者の視点に立って交通機関同士が連携を強化し、交通に関わる総合的

ネットワークを維持、発展させなければならないとする『交通の適切な役割分
担及び有機的かつ効率的な連携』が明文化された交通政策基本法の趣旨を十分
踏まえ、総合交通体系の観点から整合の取れた料金制度ないし道路建設を図る
こと。

　　・�2014年から新たな高速道路料金割引制度が開始されたが、時限的措置として１
年限りとして取り扱うこととなった大口多頻度割引の割引率継続が、2014年度
補正予算において割引原資分の予算が計上され、そして2015年度も継続された
うえ、2016年も拡充されることとなった（最新規格ＥＴＣ２.０及びビッグデー
タの利用促進による道路渋滞・混雑の緩和を目的とした制度拡充）。そもそも
同制度は距離に関係なく割引率が一定であり、国が指し示すモーダルシフト推
進、とりわけ長距離輸送における鉄道貨物ないしは内航海運を活用したモーダ
ルシフト施策と逆行している割引制度であり、加えて今次割引制度の継続（拡
充）については、総合交通政策という観点からはおよそ理解しがたい道路偏重
政策そのものである。2015年に閣議決定された交通政策基本計画には、モーダ
ルシフトの推進として、鉄道貨物輸送について「貨物輸送トンキロベースで

１

−

⑸

交通政策基本法に立脚した諸施策の着実な推進5
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2020年度に2012年度比で約120％増とする」旨の方針が掲げられている。そのた
めにも、モーダルシフトを掲げる鉄道貨物行政を所管する立場として、より合
理性をもった物流政策の展開が進むよう、省内調整等を図ること。

【背景・理由】
　�　2013年に交通政策基本法が、2014年には地域公共交通活性化再生法一部改正法がそれ
ぞれ成立し、公共交通を巡る動きが俄に活発化しています。2015年２月には交通政策基
本計画が閣議決定され、交通に関わる諸施策が、具体的な数値目標をもって展開される
こととなりました。今後、地域公共交通の維持・活性化を図るためには、ますます地方
の役割が重要となってきます。
　�　そうした中、ＪＲ連合では、交通モード間を越えた「チーム公共交通」の形成と、そ
れを支える行政の支援をセットにしたフレームの構築を求めるために、地域実態を把握
すべく、2015年から地方議員と連携した公共交通の実態把握に取り組み始めました。今
後は、この取り組みを通じて課題の把握を行い、多くの知見等を丁寧に集約し、より実
態に即した提言を行っていきます。いずれにせよ、公共交通が関心を集めている今、行
政、事業者、労働組合、そして利用者や沿線住民を巻き込んだ議論を展開していかなけ
ればなりません。
　�　地域公共交通活性化再生法改正により、今後地方において交通に関する議論が活発化
してくることを期待しますが、もとより日本では、交通事業者は独立採算を旨とし、他
事業者との競争の中で力を蓄えてきた経緯があります。その結果として安全性の向上、
速達性といったサービスレベルを向上させてきたのも事実です。今後も適度な競争関係
の中で技術の練磨を図ることは大切ですが、人口増加局面の中で事業体を拡張してきた
これまでの時代と、人口減少局面である今後は様相が異なります。国が、公共交通のあ
り方に対するスタンスとして、交通事業者の独立採算を前提とした交通行政を継続する
のであれば、今後は各事業者が必要な部分に必要な資源を投下する「選択と集中」によ
り筋肉質な事業体へと再構築していかざるを得ません。一方で、交通事業者において経
済性原則のみに基づく経営がなされた場合、必然的に交通空白地域を多く発生させるこ
とになると考えます。そのような事態を安易に生み出さないようにするためには、交通
モードを越えた事業者同士の連携と自治体の更なる関与がカギとなると考えます。現行
の公共交通全体を俯瞰した場合、接続・乗り換え時間・運賃などにおいて、いずれも
モードを越えた事業者連携・シームレス化は殆ど進んでいないのが現状であり、今後は
公共交通が全体のシステムとして機能すべきであり、それが同法の目的でもあると考え
ます。
　�　しかし、事業者同士間のみの調整では利害関係が伴うことから、連携・シームレス化
が進みにくいのも事実であり、地域公共交通の活性化のためには、国・地方自治体が事
業者間の仲介役としての役割を果たす必要があると考えます。連携・シームレス化の推
進に対して、どのようなインセンティブを持たせるのか、または苦しい局面をどのよう
にシェアするか、地方自治体がアイデアを持って「チーム公共交通」形成の立役者とな
ることを求めます。そして国には、推進すべき好事例の水平展開や資金提供等を通じ
て、その側面支援を図ることを求めます。
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　�　また、ＪＲ連合はこの間、高速道路料金政策について、現行の税金を投入した割引施
策に対し、総合交通政策や環境政策の視点を欠き、交通機関相互間の公正な競争のバラ
ンスを著しく崩す、持続可能な交通の形成に逆行する政策であると主張してきました。
併せて、本四高速の取り扱いについても、全国共通料金化、さらにはＥＴＣ割引等と相
俟ったいわゆる実勢料金が低減すれば、ＪＲやフェリー等の公共交通機関との公正な競
争バランスを著しく崩し、総合交通政策や環境政策の視点を欠く政策であるとして取り
扱ってきました。
　�　そうした中、2013年から2014年にかけて、高速道路に関する全般的な議論が展開され
ました。国土交通省は審議会を設置（幹線道路部会）し、今後の高速道路の料金制度の
あり方や適切な維持更新を図る枠組み等についての議論を展開、特に、今後発生する大
規模修繕の取り扱いとともに、2013年度で財源が枯渇する割引制度等についての議論が
展開されました。ＪＲ連合は、この機を逃すことなく、上述の考え方をもとに、税金を
投入した高速道路料金割引からの政策転換を中心とした政策内容を、同審議会メンバー
をはじめとして遍く関係者に訴えるとともに、世論喚起を展開してきました。
　�　2013年12月、国土交通省は2014年度以降の高速道路料金に関する取り扱いに関する基
本方針を示しました。基本的には、現在のＥＴＣ割引を縮小する方向にあること、とり
わけ、ＪＲ連合が予てから主張してきた、税金を投入した高速道路料金割引からの決別
を図り、あくまで高速自動車会社各社の経営の範疇で料金割引を展開するという判断を
行いました。2014年６月末までは激変緩和措置が講じられたとは言え、ＪＲ連合の主張
が全面的に受け容れられたことは、大いに評価できます。しかし、本四高速においては
現状の割引率が継続適用されることになっており、過日の土日休日1,000円割引ほどでは
ないものの、引き続いてＪＲ四国をはじめとした公共交通に負の影響が生じることが想
定されます。
　�　一方、連乗割引が適用される大口多頻度割引は継続適用が続いており、物流における
モーダルシフトを阻害する可能性もあります。本来であれば2014年度末で期限切れを迎
えた激変緩和措置としての割引上乗せ措置が、2014年度補正予算により継続適用とされ
たことに拠ります。当時、あくまで激変緩和措置としての位置付けで上乗せ適用がなさ
れていたことに鑑みた判断を政府に強く求めなくてはなりませんし、なし崩し的な対応
を認めてはなりません。更には、今回の議論の俎上に上がらなかった問題として、税金
を投入して整備する、いわゆる新直轄方式により無料開放された高速自動車国道が、特
に地方部において拡大している点が今後大きな課題です。
　�　ＪＲ連合は、あくまで同一競争条件における適正な交通政策の実現に向けて今後も継
続して取り組んでいきます。

１

−

⑸
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解　説

１．交通政策基本計画の概要

　
交通政策基本計画の概要

【関係者の責務・連携】(8～12､27条)

【総合的な交通体系の整備】(24条)

【調査・研究】(28条)

【技術の開発及び普及】(29条)

【国民の立場に立った施策】(31条)

①適切な「見える化」やフォローアップを行いつつ、国民・利用者の視点に立って交通に関する施策を講ずる

②国、自治体、事業者、利用者、地域住民等の関係者が責務・役割を担いつつ連携・協働する

③ICT等による情報の活用をはじめとして、技術革新によるイノベーションを進める

④2020年の東京オリンピック・パラリンピックの開催とその後を見据えた取組を進める

Ａ．豊かな国民生活に資する使い
やすい交通の実現

【日常生活の交通手段確保】(16条)
【高齢者、障害者、妊産婦等の円滑な移動】(17条)
【交通の利便性向上､円滑化､効率化】(18条)
【まちづくりの観点からの施策推進】(25条)

①自治体中心に、ｺﾝﾊﾟｸﾄｼﾃｨ化等まちづくり施
策と連携し、地域交通ﾈｯﾄﾜｰｸを再構築する

②地域の実情を踏まえた多様な交通サービス
の展開を後押しする

③バリアフリーをより一層身近なものにする

④旅客交通・物流のサービスレベルをさらなる
高みへ引き上げる

Ｂ．成長と繁栄の基盤となる国
際･地域間の旅客交通･物流
ネットワークの構築

【産業･観光等の国際競争力強化】(19条)
【地域の活力の向上】(20条)
【観光立国の観点からの施策推進】(26条)
【国際連携確保・国際協力】(30条)

①我が国の国際交通ネットワークの競争力
を強化する

②地域間のヒト・モノの流動を拡大する

③訪日外客2000万人に向け、観光施策と連
携した取組を強める

④我が国の技術とノウハウを活かした交通
ｲﾝﾌﾗ・ｻｰﾋﾞｽをグローバルに展開する

Ｃ．持続可能で安心・安全な
交通に向けた基盤づくり

【運輸事業等の健全な発展】(21条)
【大規模災害時の機能低下抑制、迅速
な回復】(22条)

【環境負荷の低減】(23条)

①大規模災害や老朽化への備えを万全
なものとする

②交通関連事業の基盤を強化し、安定
的な運行と安全確保に万全を期する

③交通を担う人材を確保し、育てる

④さらなる低炭素化、省エネ化等の環境
対策を進める

基
本
法
上
の

国
の
施
策

基
本
的
方
針

施
策
の
目
標

基本法上の国の施策
施策の推進に当たって特に留意すべき事項

【本計画が対応すべき社会・経済の動き】
（１）人口急減、超高齢化の中での個性あふれる地方創生 （２）グローバリゼーションの進展 （３）巨大災害の切迫、インフラの老朽化

（４）地球環境問題 （５）ICTの劇的な進歩など技術革新の進展 （６）東日本大震災からの復興 （７）2020年の東京オリンピック・パラリンピックの開催

2

（趣旨）

人口急減、超高齢化、クルマ社会の進展等を踏まえつつ、関係施策との連携
の下に地域公共交通を活性化し、活力ある地域社会の実現、個性あふれる地
方の創生に資する。

基本的方針Ａ．豊かな国民生活に資する使いやすい交通の実現

（趣旨）

人口急減、超高齢化等の社会の構造変化に的確に対応し、利便性、快適性、
効率性を兼ね備えた新たな交通サービスを提供する。

（趣旨）

ヒト・モノの移動に関し世界をリードする分野をさらに拡大・充実し、豊かな国民
生活の実現に資する。

（趣旨）

東京オリンピック・パラリンピックも踏まえ、すべての人が参画できる社会を実
現するとともに、超高齢化社会におけるスムーズな移動を実現する。

目標① 自治体中心に、コンパクトシティ化等まちづくり施策と連携し、
地域交通ネットワークを再構築する

目標③ バリアフリーをより一層身近なものにする 目標④ 旅客交通・物流のサービスレベルをさらなる高みへ引き上げる

目標② 地域の実情を踏まえた多様な交通サービスの展開を後押しする

3

新たなタイプの
ホームドア
（昇降バー式）

ベビーカーマーク

＜これまでの取組を更に推進＞
・ 「ｺﾝﾊﾟｸﾄ＋ﾈｯﾄﾜｰｸ」の形成に資するため、「地域公共交通網形成計画」と「立地
適正化計画」の着実な策定を促し成功例の積み上げにつなげる。

＜取組内容を今後新たに検討＞
・過疎地物流の確保

＜取組内容を今後新たに検討＞
・バスフロート船の開発
等によるシームレスな
輸送サービスの実現

＜これまでの取組を更に推進＞
・現行の整備目標を着実に実現する

＜取組内容を今後新たに検討＞
・低コストのホームドア開発によるコ
ストダウンを通じた更なる普及促進

＜取組内容を今後新たに検討＞

＜これまでの取組を更に推進＞
・都市鉄道のネットワークの拡大・利便性
の向上

乗客を乗せたままバス
が乗船、バリアフリーや
乗り継ぎ利便を向上。

・改正法に基づく地域公共交通網形成計画の策定数： 100件
・デマンド交通の導入市町村： 311市町村（2013） 700市町村

＜これまでの取組を更に推進＞
・人口減少に対応した持続可能な交通手段の導入
・自転車の活用に向けた取組を推進

LRT、BRT、デマンドタ
クシー等の導入の促進

病院

役場

福祉施設

歩行者空間や自転車利用
環境の整備

公共交通沿線への
居住の誘導

拠点エリアへの医療、福祉
等の都市機能の誘導 拠点エリアにおける循環型の公共

交通ネットワークの形成

拠点間を結ぶ交通サービスを充実

コミュニティバス等による
フィーダー(支線)輸送

乗換拠点の整備

デマンド型乗合タクシー等の導入

立地適正化計画

連携

好循環を実現

地域公共交通再編実
施計画

まちづくりと一体となった公共交通の再編
デマンドタクシー改正地域公共交通活性化再生法が成立

地域のバス、鉄道
等の公有民営化
の推進

コミュニティサイクル

コミュニティサイクル
やサイクルトレインの
活用・普及などを推進

・公共交通機関のサービスレベルの見える化
・交通系ICカードの利用エリア拡大や事業者間
での共通利用、エリア間での相互利用の推進
・ITS技術等の活用による道路利用の効率化

主な数値指標

（施策の例）
（施策の例）

主な数値指標

（施策の例）

・ベビーカーマークの普及等による「心のバ
リアフリー」の推進

ノンステップバス

・ノンステップバスの導入割合[*]： 44％（2013） 約70％
・主要鉄軌道駅の段差解消率[*]： 83％（2013） 約100％
・ホームドアの設置数[*]： 583駅（2013） 約800駅

主な数値指標

（施策の例）

・相互利用可能な交通系ICカードが利用できない都道府県[*]： 12県（2013） 0県
・バスロケーションシステムが導入された系統数： 11,684系統（2014） 17,000系統

主な数値指標

相互利用可能な
交通系ICカード
（鉄道・バス）

[*] 2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催とその後を見据えた取組にも関連する指標

（出典）JR東日本ホームページより

富山ライトレール

（注）目標年度は記載のないものは2020年度。社会資本整備重点計画等の他計画や、参考とする他の指標との関係から、目標年度は必ずしも統一されていない。

・低床式路面電車の導入割合： 約25％（2013） 35％
・コミュニティサイクルの導入数： 54市町村（2013） 100市町村

BRT（連節バス）
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（趣旨）

アジアをはじめ世界の成長を取り込み、我が国の成長に結びつけるために不
可欠の前提条件として、航空交通・海上交通の基盤を整備する。

基本的方針Ｂ． 成長と繁栄の基盤となる国際･地域間の旅客交通･物流ネットワークの構築

（趣旨）

定住人口が減少する中で、高速化やネットワークの活用により、外国人も含め
た交流拡大、地方への産業立地や移住の促進等を図り、我が国全体の活性化
に資する。

（趣旨）
2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催やその後を見据えた対応も念頭

におきつつ、交通手段の利便性の向上と充実を図り、訪日外国人旅行者、さら
には、国内観光客の日本各地への来訪促進に資する。
加えて、交通が我が国の豊かな観光資源への内外からのアクセスを容易にし、

その価値を高めるのみならず、交通そのものが観光資源となる可能性にも着目
した施策展開を図る。

（施策の例）

（趣旨）

我が国の最先端の交通関係技術とノウハウを海外で活用し、世界各地の交通
問題の解決に貢献するとともに、我が国の経済発展や交通産業の成長に寄与
する。

目標① 我が国の国際交通ネットワークの競争力を強化する

目標④ 我が国の技術とノウハウを活かした交通インフラ・サービス
をグローバルに展開する

目標③ 訪日外客2000万人に向け、観光施策と連携した取組を強める

目標② 地域間のヒト・モノの流動を拡大する

4

＜これまでの取組を更に推進＞
・新幹線ネットワーク（整備新幹線、リニア中央新幹線）の着実
な整備と地域鉄道等との連携

・高速道路ネットワークの整備と既存の道路ネットワークの有
効活用（スマートＩＣの整備等）

＜これまでの取組を更に推進＞
・株式会社海外交通・都市開発事業支援機構（JOIN）を活用し、
海外の交通事業に、出資と事業参画を一体的に実施

＜これまでの取組を更に推進＞
・交通分野での外国人受入環境整備（ＩＣカード
システム、Wi-Fi環境、多言語表記・案内、駅ナンバリ
ング、タクシー・レンタカーの利用環境等）

＜取組内容を今後新たに検討＞
・鉄道貨物輸送の拡大

認定ドライバーによる観
光タクシー（東京では外
国語研修を実施）

バス運行案内情報板の
多言語化（釧路）

英国

高速鉄道車両更新計画
日立製作所 受注額：約4,600億円

北陸新幹線の開業に合わせた富山地方鉄
道の新駅整備

北陸新幹線
黒部宇奈月温泉駅

富山地方鉄道本線新駅

南本牧ふ頭地区（整備中）
MC３ 水深16m、延長400m
MC４ 水深18m、延長400m

国際コンテナ戦略港湾の
「競争力強化」

大水深コンテナターミナルの整備例（横浜港）

撮影：平成23年２月

MC３
MC４

・クルーズ振興を通じた地域の活性化
・免税店の飛躍的拡大にも対応した運送サービスの充実
・「道の駅」のゲートウェイ機能の強化・充実

国内における鉄道による海上コ
ンテナ輸送量は、約0.12％。
（国土交通省公表資料より）

・首都圏空港の年間合計発着枠[*]： 71.7万回（2013） 74.7万回＋最大7.9万回
[※関係自治体等と協議中］

・国際線旅客のうちLCC旅客の占める割合[*]： 7％（2013） 17％

（施策の例）

＜これまでの取組を更に推進＞
・我が国の国際航空ネットワークの一層の拡充
・LCCの普及に向けた環境整備（専用ターミナル整
備、空港関連コスト低減、就航・稼働率向上等）

＜取組内容を今後新たに検討＞
・首都圏空港の更なる機能強化

・国際コンテナ戦略港湾の機能強化（港湾運営会社への国の出資、広域貨物集約、
港湾周辺の流通加工機能強化、渋滞対策等)

国際コンテナ戦略港湾背後
への産業集積による「創貨」

・整備新幹線の開業を通じた交流人口の拡大[*]
【北陸新幹線（長野-金沢間2015年開業予定）】： 20％増（2014-17）
【北海道新幹線（新青森-新函館北斗間2016年開業予定）】： 10％増（2015-18）

・道路による都市間速達性の確保率[*]： 48％（2012） 約50％（2016）

主な数値指標

（施策の例）

（施策の例）

・交通分野における日本企業の海外受注額推計： 0.5兆円（2010） 7兆円主な数値指標

・無料Wi-Fiの導入割合[*]：
【主要空港】 87％（2013） 100％
【新幹線主要停車駅】 52％（2013） 100％

・クルーズ船で入国する外国人旅客数[*]： 17.4万人（2013） 100万人

主な数値指標

[*] 2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催とその後を見据えた取組にも関連する指標

我が国に寄港するクルーズ船

国際コンテナ戦略港湾への
「集貨」

・国際コンテナ戦略港湾における大水深コンテナターミナルのバース（埠頭）数：
3バース（2013） 12バース（2016）

・三大都市圏環状道路整備率[*]： 63％（2013） 約75％（2016）

主な数値指標

主な数値指標

（注）目標年度は記載のないものは2020年度。社会資本整備重点計画等の他計画や、参考とする他の指標との関係から、目標年度は必ずしも統一されていない。

成田空港のＬＣＣ専用ターミナル整備

B 滑走路

Ａ滑走路

第2ターミナル

第1ターミナル

第3ターミナル（LCCターミナル）
平成27年4月8日供用開始

（趣旨）

関越道高速ツアーバス事故（2012）、 JR北海道問題（2013）、韓国フェリー事故
（2014）等を踏まえ、交通関連事業者のサービス提供に関する十分なチェックと事
業基盤の強化、健全な経営倫理の確立を図る。

（趣旨）

我が国の運輸部門のCO2排出量は、全体の約２割を占めることから、その削減に
より低炭素社会の実現に資するとともに、東日本大震災以降の我が国のエネル
ギー需給の脆弱性に鑑み、一層の省エネ化を進める。また、交通分野の大気汚染
対策や騒音対策、生態系への配慮など、各種の環境対策を推進する。

（趣旨）

交通の各分野における深刻な労働力不足や技術力低下のおそれに対して、
女性の活躍推進等により交通事業の担い手を確保・育成し、交通ネットワーク
確保と良質なサービス提供の環境を整えるとともに、特に地方において安定し
た雇用を創出する。

（趣旨）

東日本大震災の経験を踏まえ、首都直下地震、南海トラフ地震、集中豪雨等
の大規模災害に向けた対策をすみやかに実施する。

また、持続可能な輸送サービスを確保する観点から、インフラに加えて、車両
等の老朽化についても対応する。

目標① 大規模災害や老朽化への備えを万全なものとする

目標③ 交通を担う人材を確保し、育てる 目標④ さらなる低炭素化、省エネ化等の環境対策を進める

目標② 交通関連事業の基盤を強化し、安定的な運行と安全確保に
万全を期する

5

避難誘導訓練の実施

自治体や事業者等と
連携した備蓄倉庫の
整備や避難訓練等

＜これまでの取組を更に推進＞
・交通インフラの耐震対策、長寿命化対策
・代替ルート確保、輸送経路啓開等の輸送手段確保
・避難誘導、帰宅困難者対策（自治体・民間企業との協力体制）

＜これまでの取組を更に推進＞
・事業者に対する監査の充実強化による悪
質事業者の排除

＜取組内容を今後新たに検討＞
・交通関連事業の基盤強化方策

＜これまでの取組を更に推進＞
・輸送を支える技能者、技術者の確保
（航空機操縦士）
世界的に操縦士需要が急増。
アジア／太平洋地域においては、
2030年には2010年の4.5倍必要。
・・・民間養成機関の供給能力拡充等

（バスドライバー）
バス事業の運転者（男性）の労働環境

・労働時間・・全産業平均の約1.2倍
・所得・・・・・・全産業平均の約0.8倍

・運輸安全マネジメント制度の充実強化
・新技術の活用

＜取組内容を今後新たに検討＞
・若年層、女性、高齢者の活用
・海洋開発人材育成

・物流の省労働力化（モーダルシフト）

高架橋の耐震補強

【積載率】
○鉄道貨物 平日 76.2％（2013年度）

休日 53.2％（2013年度）
○内航海運 33.7％（2012年度）
トラック輸送の受け皿に

事業者が社内一丸となった安
全管理体制を構築・改善し、
国がその実施状況を確認

運輸安全マネジメント制度

基本的方針Ｃ．持続可能で安心・安全な交通に向けた基盤づくり

＜これまでの取組を更に推進＞
・次世代自動車の一層の普及
・充電インフラ・水素ステーション整備

燃料電池自動車の本格的な普
及に向けて、車両の保安基準
の見直し等を検討

電気バス ＣＮＧ（圧縮天然ガス）トラック

地球温暖化対策、大気汚染対策などを推進する観点から、自動車
運送事業による環境対応車への購入等を促進

・燃料電池自動車の
本格的な普及

＜取組内容を今後新たに検討＞

CO２排出原単位を比較すると、
鉄道はトラックの１/８、船舶
は１/５であり、モーダルシフ
トによってCO2排出量を削減

・グリーン物流（モーダ
ルシフト等）

自家用自
動車

営業用自
動車

船舶

鉄道

・今後想定される大規模地震に備えた主要鉄道路線の耐震化率：
91％（2012） 概ね100％（2017）

・緊急輸送道路上の橋梁の耐震化率： 79％（2013） 82％（2016）
・港湾BCP（事業継続計画）が策定された主要港湾の割合： 3％（2012） 100％（2016）
・長寿命化計画に基づく港湾施設の対策実施率： 36％（2013） 100％（2016）

主な数値指標

（施策の例）

（施策の例）

・主要航空会社への航空機操縦士の年間新規供給数[*]： 120人（2012） 約210人

・自動車関連の女性労働者の数（ﾊﾞｽ：1.4％（2011）、ﾀｸｼｰ：2.3％､ﾄﾗｯｸ：2.4％（2013）､整備士：0.85％（2009））： 倍増

主な数値指標

（施策の例）

・新車販売に占める次世代自動車の割合： 23.2％（2013） 50％
・モーダルシフトの推進 【鉄道】 187億ﾄﾝｷﾛ（2012） 221億ﾄﾝｷﾛ
（貨物輸送トンキロ） 【海運】 333億ﾄﾝｷﾛ（2012） 367億ﾄﾝｷﾛ

主な数値指標

・運輸安全マネジメント評価実施事業者数： 6,105事業者（2013） 10,000事業者
・大型貨物自動車の衝突被害軽減ブレーキの装着率： 約54％（2013） 90％

主な数値指標

[*] 2020年東京オリンピック・パラリンピックの開催とその後を見据えた取組にも関連する指標

（施策の例）

輸送量当たりの二酸化炭素の排出量（貨物）

衝突被害軽減ブレーキの概要

＜取組内容を今後新たに検討＞
・車両等の老朽化への対応

（注）目標年度は記載のないものは2020年度。社会資本整備重点計画等の他計画や、参考とする他の指標との関係から、目標年度は必ずしも統一されていない。

１

−

⑸

【出典：国土交通省広報関係資料】
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２．改正地域公共交通活性化再生法の概要

【出典：国土交通省広報関係資料】

改正地域公共交通活性化再生法（平成26年5月成立）の概要

交通政策基本法（平成25年12月4日公布・施行）の具体化

日常生活等に必要不可欠な
交通手段の確保等

交通政策基本法（平成25年12月4日公布 施行）の具体化

関係者相互間の連携と
協働の促進 等

まちづくりの観点からの
交通施策の促進

目標

改正地域公共交通活性化再生法の基本スキーム

基本方針
国が策定
まちづくりとの連携に配慮

本格的な人口減少社会における地域社会の活力の維持・向上

①地方公共団体が中心となり、
②まちづくりと連携し

ポイント

目標

地域公共交通網形成計画

事業者と協議の上、
地方公共団体が
協議会を開催し策定

まち くりとの連携に配慮
②まちづくりと連携し、
③面的な公共交通ネットワーク を再構築

コンパクトなまちづくりと一体となった公共交通の再編のイメージ

地域公共交通特定事業

コンパクトシティの実現に向けたまちづくりとの連携

地域全体を見渡した面的な公共交通ネットワークの再構築

Ｚ

現 状

いずれのバス路線も
低頻度の運行回数

拠点エリアにおける循環型の
公共交通ネットワークの形成

まちづくりと一体となった公共交通の再編

拠点間を結ぶマイカーが主要な移動手段
拡散した市街地 拠点エリアへの

医療 福祉等の 地域公共交通特定事業

地域公共交通再編事業 軌道運送
高度化事業

（ＬＲＴの整備）

鉄道事業
再構築事業
（上下分離） ･･･

面的な公共交通ネットワークを再構築
するため、事業者等が地方公共団体
の支援を受けつつ実施

Ｚ

公共交通沿線へ
の居住の誘導

中心駅

拠点間を結ぶ
交通サービスを充実

コミュニティバス等による
フィーダー（支線）輸送

拠点エリア

マイカ が主要な移動手段 医療、福祉等の
都市機能の誘導

病院

役場

福祉施設

地域公共交通再編実施計画 実施計画 実施計画
･･･

地方公共団体が事業者等
の同意の下に策定

の支援を受けつつ実施

歩行空間や自転車
利用環境の整備

公共交通空白地域

立地適正化計画
連携

乗換拠点の
整備

好循環を実現

デマンド型

乗合タクシー等
の導入

の同意の下に策定

国土交通大臣が認定し、計画の実現を後押し※富山市、熊本市、豊岡市、三条市等の取組を参考として作成

地域公共交通再編実施計画

※改正地域公共交通活性化再生法については、平成２６年１１月２０日に施行
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３．今後の高速道路料金について

１

−

⑸

新たな高速道路料金に関する基本方針

平成25年12月20日
国 土 交 通 省

高速道路の料金については、社会資本整備審議会道路分科会 国土幹線道

路部会の中間答申（平成25年6月25日）において、これまでの「整備重視の

料金」から「利用重視の料金」への転換を図ることとされたところである。

この方針に基づき、ネットワーク化が進みつつある高速道路がより一層有

効利用されるよう、

①建設の経緯の違い等による区間毎の料金差を是正し、普通区間、大都

市近郊区間、海峡部等特別区間の3つの料金水準への整理を行う。

②大都市圏の料金については、環状道路整備の進捗を踏まえ、道路ネッ

トワークの稼働率を最適化するため、ＩＴＳ技術を活用しつつ、「世界

一効率的な利用」を実現するシームレスな料金体系の構築を目指す。

に取り組むこととする。

これに先立ち、緊急経済対策として導入した料金割引は整理し、高速道路

の料金割引全体を再編する。

現在の料金割引については、平成17年の道路公団民営化前後に導入した制

度と、平成20年のリーマンショックなどによる景気低迷に対する緊急経済対

策として導入した制度で構成されているが、このうち、後者の緊急経済対策

実施のために確保している財源が平成25年度末で終了するため、料金割引を

縮小せざるを得ない状況となっている。

また、これまでにいろいろな料金割引を導入したため、利用者からは「複

雑で分かりにくい」との指摘があるほか、路線・区間によっては、平日の全

ての時間帯で割引が行われた結果、割引効果が低くなり、利用者も値下げを

実感しにくくなっている。

このため、国土幹線道路部会の中間答申を踏まえ、

①効果が高く重複や無駄のない割引となるよう見直し

②生活対策、観光振興、物流対策などの観点を重視しつつ、高速道路の

利用機会が多い車に配慮

を基本的な考え方として、高速道路会社から提出された案を踏まえ、高速道

路の料金割引全体を再編することとする。

なお、今後の料金割引については、道路公団民営化前後に導入した制度の

財源の範囲内で行うことが基本であるが、これまで約5年間にわたって緊急

経済対策としての割引が実施されてきたことから、「好循環実現のための経

済対策」（平成25年12月5日閣議決定）に基づき、一定の期間、物流対策、観

光振興の観点から激変緩和措置を講じる。
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１．３つの料金水準について

高速道路の料金水準については、普通区間、大都市近郊区間、海峡部

等特別区間の3つの料金水準への整理を行うこととする。なお、これに

伴う料金水準の引き下げは、高速道路債務の返済状況を踏まえ、実施す

ることとして、引き下げ対象は、ＥＴＣ利用が９割にも達することから

料金徴収コストなどを考慮してＥＴＣ車とする。

（１）普通区間

普通区間の料金水準については、普通車で24.6円/km（以下料金につ

いては普通車を記載）を基本として、割高6区間（関越トンネル、恵那

山トンネル、飛騨トンネル、阪和自動車道（海南～有田）、広島岩国道

路、関門橋）、本四高速（陸上部）についても、同様とする。

（２）大都市近郊区間

大都市近郊区間の料金水準については、普通区間より割り増した現

行の29.52円/kmを維持する。

（３）海峡部等特別区間

伊勢湾岸道路、東京湾アクアライン、本四高速（海峡部）の料金

水準については、108.1円/kmとする。

２．大都市圏の料金について

首都圏・阪神圏においては、環状道路の整備に合わせてシームレスな

料金体系を導入するべく検討を進めることととし、それまでの間、首都

高速については平成27年度まで、阪神高速については平成28年度まで、

現行の料金を維持する。
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【出典：国土交通省広報関係資料】

１

−

⑸

３．料金割引について

（１）ＮＥＸＣＯ

ＮＥＸＣＯの料金割引については、実施目的を明確にした上で、効

果が高く重複や無駄のない割引とするとともに、生活対策、観光振興、

物流対策などの観点を重視しつつ、高速道路の利用機会が多い車に配

慮して、これまで通りＥＴＣ車を対象に、以下のとおり見直す。

① 生活対策

・並行する一般道路における通勤時間帯の混雑緩和のため、地方部

の通勤割引を、通勤時間帯に多頻度利用する車を対象とする割引

に見直して継続する。

・高速道路を利用する機会の多い車の負担を軽減するため、マイレ

ージ割引について、最大割引率を9.1％に見直して継続する。

② 観光振興

・観光需要を喚起し、地域活性化を図るため、地方部の普通車以下

の休日割引について、割引率を3割として継続する。ただし、経済

対策による激変緩和措置として、平成26年6月末までの間は、現行

の割引率の5割を継続する。

③ 物流対策

・主に業務目的で高速道路を利用する機会の多い車の負担を軽減す

るため、大口・多頻度割引について、最大割引率を40％として継

続する。ただし、経済対策による激変緩和措置として、平成27年3

月末までの間は、最大割引率を50％に拡充する。

④ 環境対策

・並行する一般道路の沿道環境を改善するため、深夜割引について、

割引率を3割として継続する

⑤ 東京湾アクアライン

・当分の間、千葉県による費用負担を前提に、現行の終日800円を継

続する。

（２）本四高速

本四高速については、緊急経済対策などにより実施された現在の割

引後料金や他の交通機関への影響などを考慮して、生活対策、観光振

興などの観点から、平日の通勤時間帯に多頻度に利用する車と土日祝

日に利用する車（いずれも普通車以下のＥＴＣ車に限る。）を対象に、

現在の割引後料金を上回る区間については、現在の割引後料金を維持

する。

４．その他

平成26年4月の消費税率8％への引上げに伴い、他の公共料金等と同様、

高速道路料金についても、税負担を円滑かつ適正に転嫁する。
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１

−

⑸

【出典：国土交通省広報関係資料】
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釜利谷ＪＣＴ栄IC・
JCT

相模湾

東京湾

太平洋

松尾横芝IC

東

関
道

東関
道

北
東

道
関
越
道

道央中

東
名

高

京

道
路

三
京
浜

横
横

道

東
京外 かく環

道
路

京
東

湾
ｱ
ｸｱ
ﾗｲﾝ

事業中

高速横浜環状南線横浜湘南道路

央 環

高谷JCT

常
磐

道

状
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IC
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事業中
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央

道

※

H28年度

境古河IC N

東

第岸

H32年度※

状

注：※区間の開通時期については土地収用法に基づく手続きによる用地取得等が速やかに完了する場合

７．ＥＴＣ２．０普及促進の取組

○ ETC2.0について、利用者にとって魅力的な機能・サービスの充実に加え、料金割引などの具体的な
促進策を実施。

ＥＴＣ２．０普及促進の取組（高速道路料金関係）

＜首都圏の高速料金における取組＞

○圏央道割引
・約２割引（圏央道利用分）
・大口・多頻度割引の対象道路に追加

＜休憩施設等への一時退出＞

○来年度より、ETC2.0搭載車を対象に、
一時退出を可能とする実験を開始

道の駅
ガソリンスタンド 等

一時退出した場合でも、高速を降りずに利用した料金のまま
（ターミナルチャージ※1の再徴収をせず、長距離逓減※2等も継続）

＜大口・多頻度割引＞

基 本 40％

ETC2.0限定 10％

＜H28.4から実施＞ ＜H28.4から実施＞ ＜来年度から実施＞

○大口・多頻度割引の拡充分を
ETC2.0に限定

［大口・多頻度割引 最大割引率］

※ ETC2.0の利用状況を踏まえ、一定期間、
これまでのETC利用者に対しても経過措置
を実施

関係機関と協力しつつ、車載器購入支援を実施

＋

（平成29年3月末まで）

凡 例

開通済区間 ２車線

事業中 ４車線

○○○ 調査中 ６車線

※1：利用1回当たりの料金
※2：一定距離以上を連続して利用した場合の料金割引措置

23

（参考） 現行の高速道路料金割引（NEXCO）

平

日

土

日

祝

日

普通車以下 中型車以上 普通車以下 中型車以上

6時 9時 17時20時 0時 4時 6時 9時 17時20時 0時 4時

6時 20時 0時 4時6時 20時

6時 20時

6時 20時 0時 4時

6時 20時 0時4時

6時 20時 0時 4時

大都市部地方部

マイレージ割引 （最大割引率9.1%）

大口・多頻度割引 （最大割引率40%）

夜 間昼 間

最大５割引
（反復利用のみ）

３割引

夜 間昼 間 夜 間昼 間 夜 間昼 間

最大５割引
（反復利用のみ）

３割引 ３割引３割引

（最大割引率を平成28年3月末まで50%に拡充）

夜 間昼 間昼 間 夜 間 昼 間 夜 間 夜 間昼 間

３割引 ３割引３割引３割引

0時 4時

観光振興

物流対策

環境対策

生活対策

凡例

： 経済対策（国費）

７．ＥＴＣ２．０普及促進の取組
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①　都市間輸送における鉄道の利便性向上

【要望事項】
　ⅰ）在来線の高速化をはじめとした鉄道の高度利用の検討
　　�　新幹線の整備とともに、都市間輸送のブラッシュアップに向けた在来性の高速
化については鉄道の利便性を向上させる施策である。現在国において調査費が措
置されているが、引き続き予算措置の拡充を図るとともに、具体的な施策の展開
へと舵を切ること。

　　�　なお、在来線の高速化に係る行政の支援措置の現行スキームでは、財政余力の
無い地方自治体ないしは経営体力の脆弱な鉄道事業者にとって、負担が極めて大
きく現実との乖離が著しい。現在の整備新幹線における助成スキームを参考にし
ながら、在来線の高速化事業に対する、現実的で新たな助成方法の検討・構築を
行うこと。

【背景・理由】
　�　新幹線ネットワークが徐々に拡大し、都市間輸送はその殆どを新幹線が担っている
今、在来線の都市間輸送は減少傾向にあります。しかし、新幹線には新幹線の、在来線
には在来線の役割があり、とりわけ新幹線を有しないエリアにおいては在来線をより高
度に活用していく余地は大いにあると認識します。道路や空港建設などを含めた総合的
な交通政策の議論と費用対効果分析を通じ、既存の鉄道設備を活かした有効な対策を講
じるべきと考えます。具体的には、線形改良・駅構内の改良・バイパス線の建設・電
化・新製車両の投入などの高速化、駅改良等による新幹線と在来線との結節の強化など
が考えられます。
　�　また、そのために必要な助成など、公共の積極的な対応も求めます。現在の設備を活
用することで、高速道路建設に比べて格段に安い費用で、大きな効果が期待できる都市
間鉄道の再活性化に対して、様々なスキームの考察・検討を図るべきです。
　�　近年の鉄道局予算案においても引き続いて幹線鉄道の高速化・利便性向上に向けた調
査費が計上されるなど、政府も我々の要請に呼応した動きが芽生え始めています。既存
の設備を活用することで安価で投資効果の大きな在来線の高速化に向けた取り組みを加
速させ、とりわけ高速鉄道空白地の地方部における公共交通の活性化を今後も引き続き
求めていきます。
　�　なお、現行における都市間輸送への公的助成のスキームとしては幹線鉄道等活性化事
業費補助がありますが、同活性化事業への助成は国が2/10、地方公共団体が2/10と限ら
れており、まちづくり事業と連携した在来線の高速化事業についても、国、地方公共団
体がそれぞれ1/3であり、在来線の高速化は地方自治体ないしは鉄道事業者の負担が大き
いと言えます。現在の整備新幹線での助成スキームを参考にしながら、在来線の高速化
事業に対する助成方法の検討を行うべきと考えます。

１
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　�　さて、2015年には東海道新幹線が開業50年を迎えました。高速鉄道という、まさに鉄
道における都市間輸送の象徴としての地位を確固たるものにしましたが、開業後半世紀
が経過し、将来の経年劣化、さらには東海、東南海、南海トラフ三連動地震といった大
規模災害発生時には長期間の運休が懸念されています。現在新幹線の耐震化、脱線防止
ガードの設置等を行っていますが、抜本的な措置として東海道新幹線バイパスを敷設す
るという中央新幹線計画がＪＲ東海によって進められています。整備新幹線と異なり、
当該計画はあくまでＪＲ東海が自己責任のもとで建設するということであり、上場企業
であるＪＲ東海の経営自主性を十分に担保することに留意しなければなりません。一方
で、事業が社会に与える影響も大きく、現在沿線自治体との協議、調整、さらには沿線
住民への説明会等を鋭意進めつつ、2015年には実際の建設工事に着手していますが、い
ずれにせよ用地買収や沿線地域の合意形成など、国および地方公共団体等の公共がなす
べき重要な役割も存在しています。そうした観点からも、公共が引き続いて積極的な役
割を発揮することが必要不可欠です。

②　地方鉄道路線の維持・活性化

【要望事項】
　ⅰ）地方路線の維持とあるべき交通体系に向けた議論の展開
　　�　地方鉄道路線の維持、存続は地域の活性化、地域住民の足の確保という観点か
ら重要な課題であるが、沿線人口の減少、過疎化高齢化の進行など、ますます取
り巻く環境は厳しくなると言わざるを得ない。ＪＲにおいても、地方ローカル線
の維持は企業の使命であるとして取り組んできたが、黒字路線で赤字路線をカ
バーするという企業内内部補助がますます困難となってきている。

　　�　そうした中、交通政策基本法が成立し、そして2014年２月には地域公共交通活
性化再生法・改正法が成立した。都道府県をはじめとした自治体が中心となった
複数の交通モードの連携強化による、より実効的な交通政策の立案・実施が今後
進展することを期待するが、とりわけ人口減少や高齢化の著しい地方部における
交通手段のあり方については、事業者のみに一切を委ねることなく、沿線自治体
などの関係者が事業者等と積極的に協議し、あるべき交通政策を展開すること、
その中で事業者が展開する路線網を今後どのように取り扱っていくかを吟味した
上で、各自治体において主体的な交通施策を展開することを求める。国は、そう
した考え方に依拠し、地方自治体への積極支援を図ること。

　ⅱ）公平性ある総合交通政策の推進と公共交通への支援拡充
　　�　これまでの道路偏重の交通政策により、特に地方で高速道路と並行する形で運
行されている在来線の存続・維持は極めて困難な状況に陥っている。鉄道事業者
は事業採算ベースでの経営を強いられる中でも、国民の生活の足・公共交通とし
ての使命を果たすべく努力を積み重ねてきた一方で、地方の高速道路は多額の公
的資金が投入され建設されたものであるにも拘わらず、国民の生活道路として無
料通行区間が増加している。高齢者等の交通弱者を含めた国民の公共の移動手段
の確保、環境問題への対応、近年急増するインバウンド対応といった視点から
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も、早急に道路偏重の交通政策を改め、公共交通全体を俯瞰した「各モードに対
する公平性ある総合交通政策」の推進と公共交通への支援拡充を図ること。

【背景・理由】
　�　地方ローカル線は地上設備や車両の近代化が遅れ、スピードが遅くサービスレベルも
相対的に低いため、鉄道の特性を十分に発揮できていません。また、鉄道はメンテナン
ス費用が高く、設備の老朽化は、コスト増にもつながっています。さらに、防災対策が
不十分で、徐行運転や運転見合わせが多発するなどの問題もあります。しかし、民間企
業として内部補助には限界があり、不採算路線に多額の設備投資を行うことは困難であ
り、鉄道の特性を発揮しがたい状況にますます拍車がかかっています。こうした状況下
において、地方都市やローカル線ではマイカーの利便性が圧倒的に高く、少子高齢化も
相俟って、鉄道の利用は大きく減少しています。また、地方都市ではマイカーに便利な
商業施設の郊外化が進み、駅前商店街は衰退して駅の役割が低下しています。その一方
で、地方ではこれまで経験したことのない高齢化にともなって、いわゆる移動制約者が
急激に増加しており、その数は今後ますます増加していくと想定されます。今後は、地
方で起きている上述のような悪循環を早急に断ち切り、車に過度に依存しない持続可能
な交通体系を維持させていくことが極めて重要になってきます。
　�　2013年に成立した交通政策基本法の基本理念は、「交通が、国民の自立した日常生活
及び社会生活の確保、活発な地域間交流及び国際交流並びに物資の円滑な流通を実現す
る機能を有するものであり、国民生活の安定向上及び国民経済の健全な発展を図るため
に欠くことのできないものであることに鑑み、将来にわたって、その機能が十分に発揮
されることにより、国民等の交通に対する基本的な需要が適切に充足されることが重要
である」というものであり、まさしく上述のような地方交通の窮状にメスを入れるもの
です。
　�　鉄道やバスなど公共交通の役割、道路整備やまちづくりのあり方など、地域における
交通政策について、今一度現状の課題と将来展望を十分に踏まえ、都道府県が中心とな
り、自治体・利用者・住民が一体となって議論を深めるべきと考えます。また、交通政
策は、まちづくりや産業・観光振興などの地域活性化の政策と一体化して検討すべきで
あるほか、自治体が広域的に連携して議論を行うことも重要です。具体的には、高齢
者・子供連れ・主婦層の利用拡大へ、駅と商店街や病院などの公共施設との結節の強化
などが求められます。またＪＲをはじめとした事業者についても、地方行政や地元住民
の意見を十分吸い上げ、「地域との共生」を図るべく創意工夫ある経営努力の推進を
図っていくことが求められます。
　�　2008年に「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」が成立し、それに基づき政
府は地域公共交通確保維持改善事業（生活交通サバイバル戦略）として生活交通の存続
が危機に瀕している地域における最適な移動手段の提供を図るべく、予算措置を講じま
した。そして、2014年の通常国会において、同法を一部改正する法案が成立しました。
とりわけ、他モード公共交通とセットになった地方鉄道の利活用がますます注目される
こととなります。そうした状況を踏まえつつ、地方鉄道路線をはじめとした地域交通を
抱える沿線自治体に対し、柔軟な財政支援を可能とするよう制度設計を求めていきま
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す。なお、地方鉄道路線における線形改良や車両新製、防災対策の強化などについて
も、国・地方が思い切った助成や税制上の支援措置を行うことで、サービスを向上させ
るとともに大幅な運営コスト削減ができれば、地方鉄道路線の再生と維持につながる可
能性もあります。従って、安全性やサービス面において設備投資が硬直的になっている
地方鉄道路線への積極的な公的助成や、地域公共交通の再生・再構築に資する取り組み
がより積極的に展開されるよう、要望していくこととします。また、自治体における交
通行政に精通した人材の育成もあわせて要望していきます。
　�　一方で、地方鉄道路線の維持存続が不可能となった場合の取り扱いについて、整理を
図る段階に来ていると言えます。過去10年間において、日本全国で全長600㎞以上にも亘
る鉄道路線が廃止となりました。ＪＲにおいては、ＪＲ東日本が岩泉線を、ＪＲ北海道
が江差線江差～木古内間を、それぞれ廃止しました。そもそも長期債務の扱いや経営安
定基金の措置といった国鉄改革時点のスキームは現路線を維持することを前提として策
定されており、こうした路線廃止は改革の理念に逆行するものではあります。しかしな
がら、国鉄改革から既に29年が経過し、少子高齢化や地方の過疎化に端を発する沿線人
口の減少といった取り巻く環境が激変し、維持存続が困難な路線が増加しているのも事
実です。国家的内部補助から企業内内部補助へと変革を遂げた国鉄改革で想定していな
かった取り巻く環境の変化を受け止めつつ、公共交通の維持存続に向けた抜本的なス
キームの組み替えが必要な時期が到来しています。民営鉄道では、いわゆる上下分離方
式による鉄道運営を選択する事業者も増えてきています。しかし、上下分離方式も様々
な手法があり、かつ、沿線自治体をはじめとして相応の負担を要請するという面も十分
斟酌しておく必要があります。いずれにせよ、全ての責任を事業者が負うのではなく、
沿線自治体及び住民と向き合いながらあるべき方策を見いだすことが肝要です。ＪＲ連
合は不採算路線の今後の取り扱いについて、中長期的な視点に立脚した提言を図ってい
くこととします。
　�　なお、東日本大震災に伴って、現在不通となっている気仙沼線、大船渡線のバス代行
路線において、一部路線を道路軌道にしてＢＲＴ（バス・ラピッド・トランジット）を
運行しています。被災地の早期復興に公共交通の早期復旧は必要不可欠との考え方に依
拠すれば早期の運行が期待できるＢＲＴの採用は一案であると認識しますが、公共交通
は地域住民のために存在することを踏まえ、以降の取り扱いについてはご利用頂いてい
る地域住民の意見を十分尊重した上で結論を導き出すべきと考えます。また、急峻な個
所や鉄橋における安全管理上の問題などを勘案すると、現在検討中の全区間をＢＲＴ化
することは現実的ではなく、ＢＲＴ化する区間の峻別等が必要と言えます。

③　駅を中心としたコンパクトシティ化の実現

【要望事項】
　ⅰ）　駅を中心とした地方都市のコンパクトシティ化の実現
　　・�地方部の人口減少が進み、施設の老朽化とともに地方都市の疲弊、駅前などの

中心市街地の空洞化が顕著になっている。その処方策として、政府は地方都市
におけるコンパクトシティ化を今後進めるべく方針化しており、その方向性を
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ＪＲ連合は支持する。
　　・�地方都市のコンパクトシティ化を円滑に進めるためには、駅の利用価値を向上

させることが地域住民の利便性向上に繋がる。従って、駅周辺への公共施設を
はじめとする様々な機能の集約、公共交通の結節点とした駅前広場の再開発と
いった、駅の利便性がよりいっそう強化され、街の賑わいが創出されるような
地方自治体における街づくりの取り組み、及び事業者間の連携について、政府
としてより積極的に支援すること。

【背景・理由】
　�　現在、地方部において人口減少が進んでおり、公共施設の老朽化とともに地方都市の
疲弊が目立っています。将来の人口推計を踏まえるとそうした傾向が今後も継続してい
くと見られています。
　�　国土交通省は、地方の疲弊に歯止めをかけるべく、その処方策として地方都市におけ
るコンパクトシティ化を方針化しています。コンパクトシティとは、様々な都市機能を
居住地域と併せて集約化していくというものです。すでに富山市などではコンパクトシ
ティ化に向けた取り組みが前進しており、同時に公共交通が都市機能を結節する役割を
担っています。
　�　ＪＲ連合は日本、とりわけ地方の将来を展望すれば、こうしたコンパクトシティ化は
避けて通れない方向性であると認識しています。一方で、地方都市のコンパクトシティ
化を円滑に進めるためには、現在においても町の中心的役割を担う駅の更なる利用価値
を向上させることが地域住民の利便性向上に繋がると考えます。従って、駅への様々な
機能集約、公共交通の結節点としての駅前広場の再開発といった、駅の利便性がより
いっそう強化されるような地方自治体におけるまちづくりの取り組みを、コンパクトシ
ティ化に合わせて要望していきます。また富山市以外でも、岡山市のようにＬＲＴ（ラ
イト・レール・トランジット）を基軸としたまちづくりや更なる導入・整備の検討、あ
るいは欧州の「トランジットモール」を参考としたまちづくりの検討等が行われている
地方都市が存在しており、地方で様々な取り組みが生まれているのも事実です。このよ
うな、交通政策がまちづくりや産業・観光振興などの地域活性化の政策と一体のものと
して推進されている好事例の水平展開や支援の拡充・強化など、さらなる公共のリー
ダーシップを求めます。

④　交通バリアフリー、ホームドア対策の整備促進等

【要望事項】
　ⅰ）バリアフリー化の早期実現
　　�　2011年度からの目標として設定された１日の利用者数３千人以上の駅に対する
バリアフリー化目標の早期達成に向けて国が主導的な役割を果たすこと。また、
バリアフリー化に際しては地域によって温度差がみられることから、国民全体の
モビリティを公平に確保するためにも国の指導等を徹底すること。さらに、上記
基準に満たない駅についても高齢者や身体障害者の利用状況等を鑑み、市町村の
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積極的な対応を求める。なお、大規模な駅構内に限らず、駅の構造によっては水
平移動距離が長く、バリアフリー設備の設置箇所や数によっては極めて不自由な
状況も存することから、このようなケースにおいても更なるバリアフリー化の推
進が必要である。利用者の目線にたった設備改良の実現を促進するための補助金
制度の創設や適用拡大を講じること。

　ⅱ）バリアフリー設備の保守費用に対する公的支援の検討
　　�　高額の保守費用がかかるエレベーターやエスカレーターについては事業者の負
担が重くなっていることから、メンテナンス経費を対象とした補助制度を新設す
ること。さらに、建設費や保守費の低減への技術開発や保守基準の見直しなども
検討すること。

　ⅲ）ホームドア設置に対する支援のあり方
　　�　ホームドア設置に際しては事業者に過度の負担とならないよう国が積極的な助
成を行い、官民パートナーシップのもと推進すること。

　ⅳ）交通弱者の介助等のソフト面の取り扱いに関する基準整備の検討
　　�　現行の国内需要の高まりに加え、2020年に予定されている東京オリンピック・
パラリンピックでは、相当数の車いす旅客をはじめとする移動制約者の来日も想
定されることから、ハード面における公共交通の利便性向上はもちろん、ソフト
面における対応方の整備が必須である。国は、主導的に事業者との対話を重ねた
うえで、車いす旅客をはじめとする移動制約者に対する介助のあり方など、ソフ
ト面の対応に関するルール整備・基準の明確化を行うこと。

【背景・理由】
　�　世界で類を見ない高齢化が進むわが国で、高齢者の鉄道利用の促進は、老後生活を豊
かにする一助となるうえ、ビジネスとしても大きな可能性を持つ分野です。�高齢者対策
は自治体との連携が欠かせません。地方自治体はあるべき高齢化社会への政策を確立
し、鉄道・公共交通の役割を明確化するとともに、ハード面に止まらない総合的な対策
の強化が必要です。高齢者を特別視するのでなく、人に優しいサービスをめざすことで
鉄道、バスなど公共交通の利便性を高める視点が必要です。交通弱者が安心して外出で
きる環境づくりが重要です。
　�　こうした中で、交通バリアフリー問題は21世紀の最重要課題のひとつです。2000年11
月に「交通バリアフリー法」が施行され、これに基づく国の「基本方針」により、2010
年度までに１日の利用者数が５千人以上の駅などのバリアフリー化を実施する目標が定
められました。さらに2011年度からは2020年度までを期限として、３千人以上の駅につ
いてバリアフリー化を進めるとする「移動等円滑化の促進に関する基本方針の一部改
正」を行いました。しかし、バリアフリー対策の推進にあたっての課題は少なくありま
せん。例えば市町村によって取り組み姿勢に温度差があり、進捗状況にバラツキがあり
ます。また、適合基準に達しない駅への対応も検討しなければなりません。なお、大規
模な駅構内に限らず、駅の構造によっては水平移動距離が長く、バリアフリー設備の設
置箇所や数によっては極めて不自由な状況も存することから、このようなケースにおい
ても更なるバリアフリー化の推進が必要であると言えます。さらに、設置にあたっては
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支援スキームがありますが、メンテナンスに対しては支援スキームがなく、各事業者の
責任において対応しているのが現状です。
　�　一方、ホームドア対策については国交省内に設置されている「ホームドアの整備促進等
に関する検討会」が６回もの会合を重ね、平成23年８月に中間取りまとめを公表し、利用
者数１万人以上の駅については点状ブロック等の整備を、利用者数10万人以上の駅につい
てはホームドアまたは内方線付き点状ブロックの整備を優先して実施することを努力義務
として求めています。一方事業者からは、コスト負担や技術的な課題を理由に急速な整備
率向上の難しさを訴える意見が相次ぎました。ホームドアは旅客の安全上有用な効果を発
揮するものではありますが、整備に際しては事業者に過度の負担とならないよう国が積極
的な助成を行い、官民パートナーシップのもと推進することを求めます。
　�　また、国は、ハードに係るバリアフリー化については一定の基準を設けてはいるもの
の、高齢者や身体障害者をはじめとする交通弱者の介助等のソフト面の取り扱いについ
ては事業者に委ねているのが現状と言えます。事業者間で差異があるものの、実態とし
て、バリアフリー対策を実施済みの駅においても駅係員が安全上の観点から車いす旅客
の介助のために付き添い、列車への乗降補助を行っている事業者においては、これに伴
う業務上の負担が年々増加傾向にあります。移動制約者自身が自らの力で移動できる環
境を創出することこそが、バリアフリー法の趣旨であり、介助の方法・基準を明確にす
ることが法の適切な運用に繋がるものと考えます。現行の国内需要の高まりに加え、
2020年に予定されている東京オリンピック・パラリンピックでは、相当数の車いす旅客
をはじめとする移動制約者の来日も想定されることから、ハード面における公共交通の
利便性向上はもちろん、ソフト面における対応方の整備が必須であると考えます。この
ような観点から、国に対しては、主導的に事業者との対話を重ねたうえで、車いす旅客
をはじめとする移動制約者に対する介助のあり方など、ソフト面の対応に関するルール
整備・基準の明確化を行うことを求めます。

⑤　時代に即した運賃・料金制度の見直し

【要望事項】
　ⅰ）運賃制度の見直し
　　�　国鉄の末期、国鉄再建法に基づいて国鉄の路線は幹線と地方交通線に分類さ
れ、異なる運賃（地方交通線は幹線の約１割増）が適用されているが、この分類
は昭和51年の制定以来改定が行われていない。以降、少子高齢化、過疎化の進展
等により、とりわけ地方部の鉄道利用者が減少し、当時は幹線として取り扱われ
ていた路線も地方交通線程度の利用人員に陥っているのが実態である。運行コス
トが年々増大している点を踏まえ、実態に即した分類の見直しを検討すること。

　ⅱ）通学割引制度に対する支援のあり方
　　�　通学割引は極めて割引率が高く、一方で割引原資は事業者負担となっている。
家計への負担増を避ける必要があることも斟酌し、文教予算等を用いて割引原資
に対する助成措置を検討すること。

１

−
⑹
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【背景・理由】
　�　ＪＲが発足して約30年が経過しましたが、この間、消費税改定時を除けばＪＲ三島会
社で一度行った以外は運賃改定を行っていません。国鉄時代での度重なる運賃改定に
よって利用者離れを生じさせてしまった反省に立ち、血のにじむ労使の取り組みによっ
てなしえたものと評価できます。
　�　一方、国鉄時代から継続している運賃制度の中には、時代にそぐわないものも出てき
ています。また、通学割引制度に代表される通り、事業者が相応の負担を強いているも
のもあります。そうした経営努力以外で決定される制度については、時代背景等を考慮
し、適宜見直しを行う必要があると考えます。

⑥　インバウンドへの対応

【要望事項】
　ⅰ）インバウンド対応施策における国の主導と事業者支援策の検討
　　�　インバウンド対応における各種施設・案内設備における外国語表示やピクトグ
ラム化等の取り組みについては、事業者間で温度差が生じている。2020年の東京
オリンピック・パラリンピックなども見据えつつ、インバウンド対応を更に画一
的に進捗させていく必要がある。その一環として、インバウンド向けＳＩＭカー
ドの販売やレンタル展開等の対策が行われつつある一方で、フリーＷｉ-Ｆｉ等の
公衆無線ＬＡＮ環境については整備の進捗が遅れ、旅行者の悩みの種にもなって
いる。

　　�　このような観点から、国がインバウンド対応施策を一層主導し、増加傾向にあ
る事業者負担の軽減、事業者対応への積極支援を行うこと。なお、支援にあたっ
ては、各事業者との対話を重視し、実態を踏まえた現実的な対応を行うこと。

【背景・理由】
　�　国を挙げて観光立国をめざす日本は、事業者の自助努力もさることながら、近年急増
する訪日外国人客（インバウンド）への対応を強化してきています。日本政府観光局
（JNTO）の推計によると、2015年における年間の訪日外国人客数は約1,974万人とな
り、前年に比べ実数で約632万人、率で約47％増え、過去最高の実数・伸び率を記録した
ことが明らかにされました。政府は、2020年までに「年間2,000万人」を目標としてきま
したが、これがほぼ達成できたことを踏まえ、2020年の目標を「年間3,000万人」に引き
上げると発表しました。その一方で、急激な訪日外国人客の増加に比して、関係産業の
受け入れ体制整備は遅れがちであり、各種施設・案内設備における外国語表示やピクト
グラム化等の取り組みについては、事業者間で温度差が生じているのが現状と言えま
す。2020年の東京オリンピック・パラリンピックなども見据えつつ、インバウンド対応
を更に画一的に進捗させていく必要があります。その一環として、インバウンド向けＳ
ＩＭカードの販売やレンタル展開等の対策が行われつつある一方で、フリーＷｉ-Ｆｉ等
の公衆無線ＬＡＮ環境については整備の進捗が遅れ、旅行者の悩みの種にもなっていま
す。このような観点から、国がインバウンド対応施策を一層主導し、増加傾向にある事
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業者負担の軽減、事業者対応への積極支援を行うことを求めます。一方で、各事業者に
おいては、個々の事情や必要性に応じて独自の取り組みや設備投資が行われているケー
スも多くあることから、国が支援を行うにあたっては、各事業者との対話を重視し、実
態を踏まえた現実的な対応を行うことを求めます。

解　説

１．都市鉄道等利便増進法の枠組み

〇基本方針（国土交通大臣が策定）�
　�　既存ストックを有効活用しつつ都市鉄道ネットワークの機能を高度化する施設の
整備を進め、利用者の利便を増進する。
〇速達性向上計画
　・新たな「受益活用型」の上下分離方式（既存路線に発生する「受益」も活用）
　・鉄道の営業主体と整備主体が共同で計画を策定（「受益」の額等は国が裁定）
〇交通結節機能高度化計画
　・�大規模ターミナルにおいて、都道府県が協議会を組織（市町村、鉄道事業者、駅
周辺施設の整備者等が参加）

　・「協議会」において、駅内外の一体的な整備計画を策定（鉄道と都市が連携）
〇速達性向上計画・交通結節機能高度化計画の作成および国土交通大臣の認定
　・�鉄道整備主体および鉄道営業主体が作成した短絡線の整備等に関する「速達性向
上計画」の認定

��・�都道府県が組織する協議会が作成した駅施設および駅周辺施設の一体的な整備に
関する「交通結節機能高度化計画」の認定

〇国土交通大臣の裁定・事業実施命令
　・計画の策定にあたって協議が不調の場合における鉄道事業者間の裁定
　・計画の認定を受けた鉄道事業者が事業を実施していない場合における命令
〇鉄道事業法・軌道法・都市計画法の特例
　・�計画の認定を鉄道事業者の認可とみなす、計画に基づく都市計画決定を義務付け
る等事業実施の促進のための特例

�

２．都市間輸送改善の効果�

　①　山形・秋田新幹線の開業効果��
　　�　山形新幹線は奥羽本線福島～新庄間（148.6キロ）を新幹線と同じ標準軌に改良し、
東北新幹線との直通運転を実現した。福島～山形間は1992年７月に、山形～新庄間は
99年12月にそれぞれ開業した。東京～山形間では約40分の時間短縮が図られ、開業前
の91年度と2000年度とを比較すると、山形県～東京都の鉄道輸送量は25％増加した。

１

−
⑹
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　　�　また、秋田新幹線は同様に田沢湖線、奥羽本線盛岡～秋田間（127.3キロ）を改良
し、97年3月に開業した。東京～秋田間は約1時間短縮され、開業前の95年度と2001年
度を比較すると、秋田県～東京都の鉄道輸送量は24％増加した。�

　　�　新幹線直通化は、建設費が安く工期が短い。建設費はキロあたり４～５億円で、山
形～新庄間は着工から２年７ヶ月で開業した。一方、フル規格の東北新幹線盛岡～八
戸間（96.6キロ）の建設費はキロあたり約49億円で、着工から開業まで約11年かかっ
た。

　　�　このほか、山形新幹線の新庄延伸に合わせ、地元自治体の協力により、各駅で合計
3000台近くのパーク＆ライド用駐車場が新設され、好評を博している。�

　②　鳥取県、島根県の山陰本線高速化事業
　　�　ＪＲ山陰本線は鳥取・島根県の重要な公共交通機関であるが、高速性に欠け、鉄道
の特性が十分に活かされていなかった。そこで島根県内では、99年８月から、線路改
良や高性能車両の投入など高速化の工事に着手し、2001年７月に開業した。米子～益
田間（191.5キロ）で約30分時間短縮され、特急の利用が約40％増加するなど、大きな
効果が現れている。地上工事費90億円のうち、県が44億円、民間が24億円、ＪＲが22
億円を負担したほか、車両費27億円は県の無利子融資でＪＲ西日本が負担した。

　　�　鳥取県では県内の鉄道高速化事業について、2001年８月に県民アンケートを実施し
８割の賛成を得、12月の県議会で方針を決定し2002年５月に着工、翌年10月に開業し
た。鳥取～米子間（92.7キロ）で13分短縮し、開業後１ヶ月の特急利用は、増発効果
もあり２倍以上に増えた。地上工事費45億円のうち、県と市町村が22.4億円、民間が
12.4億円、ＪＲが10億円を負担、車両費36億円は県の無利子融資でＪＲ西日本が負担
した。

　③　宗谷線高速化事業
　　�　幹線鉄道等活性化事業が活用された事例として宗谷線の旭川～名寄間（76.2㎞）で
の高速化事業がある。

　　�　事業スキームについては、北海道高速鉄道開発（株）が地上設備改良工事を実施
し、ＪＲ北海道に貸し付けることとし、総事業費32億円のうち20％を国の補助金、
20％を自治体（北海道、名寄市、士別市）の出資金、残りをＪＲの出資金及び金融機
関からの借り入れとした。また、需要の少ない区間であることを考慮し、車両につい
ても自治体の支援が受けられるような事業形態とすべく、車両費総額21億円につい
て、車両を北海道高速鉄道開発の保有としＪＲ北海道に貸し付けることとなった。車
両に係る資金調達は、車両費の1/3ずつを自治体とＪＲが出資し、残りの1/3を金融機
関からの借り入れとした。

　　　時間短縮効果として札幌～名寄間は38分、札幌～稚内間が52分となっている。

３．地方の鉄道路線を取り巻く厳しい情勢と利用の減少

　�　少子高齢化、道路整備とマイカーの普及、過疎化と人口の減少などの背景から、地方
の鉄道、バスによる公共交通は利用が大幅に減少している。
　�　地方での高齢化と人口の減少は非常に深刻である。高齢化と人口減少が最も進むと想
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定される秋田県では、65歳以上の老齢人口の割合が2030年には36.2％に達する見通しで
ある。人口は2030年には2000年比で約23％減少する。
　�　こうした中、地方ローカル線の利用の減少が顕著であり、例えばＪＲ北海道では、国
鉄時代のバス路線転換基準である輸送密度4,000人未満の路線が営業キロの約７割を占
め、ＪＲ発足以降も利用が激減している。
　�　また、地方ではバイパス沿いの大型ショッピングセンターの出現などによる市街地の
郊外化の進展もあり、駅を中心とする旧市街地は急速に衰退し、街の賑わいが失われて
いる。
　�　2000年３月には改正鉄道事業法が施行され、鉄道の廃止は、最終的に地元合意がなく
ても実施可能となり原則自由化された。すでに、私鉄や第三セクターでは、地方の鉄道
路線からの撤退が相次いでいる。

４．地方鉄道の活性化の取り組み

　�　一方で、鉄道の活性化に積極的な取り組みもある。前述の島根県や鳥取県での山陰本
線など在来線の高速化事業のほか、三岐鉄道（三重県）では、国費を投入してまちづく
りと連携した高速化事業が進められているほか、群馬県では地方私鉄の鉄道設備の維持
管理費への助成を行うなどの取り組み事例もある。
　�　国土交通省鉄道局長の行政運営上の検討会である「地方鉄道問題に関する検討会」は
2003年３月に報告書（地方鉄道復活のためのシナリオ）をまとめた。「地方鉄道は地域
の基礎的な社会インフラであり、地域が一丸となって支えるという視点が極めて重要」
との考え方を示し、地域の積極的な関与の必要性が強く提起されている。
　�　道路建設に比べ、鉄道への公共投資の規模は極めて小さい。立ち後れた鉄道の既存設
備の改良により利便性を大きく高めることは、新たな道路を敷設するよりも、はるかに
効果的な地域交通の活性化策につながる地域も多いはずである。相対的に導入・建設コ
ストの低いＬＲＴ（次世代型路面電）の導入等も有用である。
　�　また、地方都市圏での鉄道の活性化は非常に厳しい課題であるが、商店街とのタイ
アップ、病院と駅との直結など駅を核とする賑わいの復興に向け、検討すべき事項は少
なくない。例えば、長崎県の松浦鉄道（第三セクター）は、まちづくりとの連携や列車
本数の増便をはじめ、さまざまな経営努力を行い、輸送密度が非常に低い過疎路線にも
かかわらず、2000年度まで継続して黒字を計上するという、注目すべき実績をあげてい
る。
　�　また、ＪＲ西日本の富山港線では路面電車化（第三セクター：富山ライトレール）の
対応が進められ、2006年４月に開業、活性化に向けた参考事例として全国的に注目を集
めている。今後、地方自治体との連携などにより「都市機能まちなか立地支援事業」
（国土交通省2006年度創設新規事業）の効果的推進が求められる。さらに近年では、地
域公共交通活性化再生法及び同改正法に基づく地域公共交通特定事業として鉄道事業再
構築事業が複数実施され、地域公共交通の再生が果たされる事例も生まれている。ま
た、ＪＲ吉備線においては、岡山市・総社市・ＪＲ西日本の３者で同線のＬＲＴ（次世
代型路面電車）化が構想されている。これは、沿線の人口や医療・商業施設の分散、公

１

−
⑹
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共交通の利用率低迷といった現状と課題を分析したうえで、公共交通を軸に都市機能を
集約したコンパクトシティ化の実現をめざすものであり、新たに注目を集めている。
　�　その他、国土交通省では、いわゆる地域鉄道の再生ならびに活性化に向け、地域鉄道
をはじめとした事業者における様々な取組事例を水平展開することを目的として、2013
年４月から「地域鉄道の再生・活性化等研究会」を立ち上げた。その中で地域との連携
を図った事例や、観光に特化した成功事例など、極めて示唆に富む事例が披瀝されてい
る。
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　ＪＲ連合は、いわゆる高速ツアーバスに関わる安全問題をはじめとする諸問題を繰り返
し様々な場で訴えてきました。政府内でも我々の提起に呼応し、有識者を交えた「バス事
業のあり方検討会」において結論を得、2013年８月から「新高速乗合バス制度」へと移行
しました。また、事故の背景にあった過酷なバス運転者の労働条件について一定のルール
化を付加し、さらには貸切バスの運賃料金制度の見直し等を行ってきたところです。ＪＲ
連合としても、制度移行に際しての課題を政府へ要請するなどの取り組みを進めるととも
に、将来のバス産業の方向性を俯瞰し、制度変更のあり方に対して積極的な提言を行って
きたところです。
　しかしながら、2016年１月15日、長野県北佐久郡軽井沢町の国道18号碓氷バイパス入山峠
付近（群馬県・長野県境付近）において、定員45人の大型観光バス（スキーツアーバス）が
道路脇に転落し、乗員・乗客41人（運転者２人、乗客39人）中15人が死亡（乗員２人含
む）、生存者も全員が負傷するという、極めて痛ましい事故が発生しました。事故を発生さ
せた運行バス会社が運送事業許可を得てバス事業に参入したのは2014年４月ですが、同社は
2015年２月に国土交通省の立ち入り監査を受けており、その際には、運転者の健康診断、乗
務前の健康及び酒気帯び確認、入社時の適性検査などを怠っていたことが判明し、事故発生
２日前の2016年１月13日には、バス１台を20日間の運行停止とする処分を受けていたばかり
でしたが、同社は、国土交通省の監査による指摘以降も、何ら改善措置を行っていなかった
ことが事故後の調査で判明しました。事故発生後、同社に対して事業用自動車事故調査委員
会の特別監査が行われましたが、様々な法令違反が発覚し、2012年４月に発生した関越自動
車道高速バス居眠り運転事故の教訓が活かされていなかったと言わざるを得ません。このよ
うな悲惨な事象を二度と発生させないためにも、あらためて高速ツアーバス・貸切バスに係
る安全の確保や、各種ルールの見直しと法令遵守の徹底、そしてそのうえでバス産業の再
生・活性化に向けた取り組みを再構築しなければなりません。
　また、近年全国的な課題となっているバス運転者不足の問題は、将来のバス産業を考え
る上で極めて重要かつ緊急性を帯びています。いずれにせよ、魅力あるバス産業の構築に
向けた取り組みを加速させていかなければなりません。

①　新規参入への規制と確実な監査体制の確立

　�　規制緩和による貸切バス事業者数の増加は、参入後の監査体制を形骸化させ、法令違
反を常態化させることに繋がっています。バス業界の正常化を図るためにも、まずは新
規参入を一旦中止するとともに、規制緩和以降に参入した事業者に対する監査を徹底す
ることを求めます。また、悪質な法令違反に対する行政処分としては、制裁効果の大き
い「事業の停止」・「許可の取り消し処分」の対象を拡大することを求めます。
　�　また、監査体制の強化として監査要員を増員するほか、バス協会の取り組みと連携
し、バス協会の「貸切バス事業者安全性評価認定制度」の認定事業者に対しては監査の
減免を図り、非認定事業者に対する監査を優先して行っていくことを求めます。併せ

１

−

⑺

バス産業の再生・活性化に向けた対応7
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て、利用者に安心してご乗車いただけるよう、「貸切バス事業者安全性評価認定制度」
認定マークのバス車両への掲示を義務付けることを求めます。

②　適正な運賃料金の収受に向けたルール作り

　�　高速乗合バスについては、新高速乗合バス制度への移行に際して、運賃料金について
は一定のルール化が図られた一方で、オールシーズンで割引適用を図るケースが見られ
るなど、公示運賃からの下限割れが常態化しているのが実態と言えます。事業者間の過
当競争によって安全対策が損なわれることが懸念されます。
　�　また貸切バスにおいても、新運賃・料金制度の適用によって、一定の概ね適正な運賃
が収受できているものの、軽井沢スキーバス事故で明らかになったように、中小バス事
業者においては下限割れ運賃で受注しているという実態があります。
　�　従って、運賃料金の下限割れを防止するためのルール作りを早急に行うとともに、適正
な人件費を含めた経費を収受でき、安全対策や運転者の労働条件向上のための収益が計上
できる運賃を構成できるよう、総括原価方式の各項目の見直しを図ることを求めます。

③　貸切バスの発注側に対する行政指導の強化

　�　貸切バスを発注する旅行業者などに対して、「貸切バスの新たな運賃・料金制度」に
ついての周知をさらに強化させるよう求めます。また、法令遵守を徹底するために、国
は都道府県の自治体と連携し、軽井沢スキーバス事故で明らかになったような下限割れ
運賃での発注を防止することを目的として、旅行業者などに対する勧告制度の導入や、
違反時の罰則強化を含めた厳正な対処、及び行政指導の一層の強化を求めます。

④　バス運転者の確保に向けた取り組み

　�　全国的な課題となっているバス運転者不足の問題は、将来のバス産業を展望する上で
極めて重要であり、かつ緊急性を帯びています。その背景には、低賃金かつ長時間労働
が常態化している厳しい労働環境があります。また、大型二種免許取得には受験資格が
21歳であるとともに、多額の費用がかかることから、新卒（高卒18歳）を直接採用する
ことが困難な状況があります。賃金をはじめとする諸労働条件の向上については、個々
の労使間で取り組むことですが、その一方で、同免許取得の費用補助の強化などについ
て、国としての支援を求めます。

⑤　バス運転者の労働条件に係わる改善基準の法制化及び指導

　�　バス運転者などの乗務時間、休憩時間については、労働条件の改善や過労運転の防止
の観点から、厚生労働省が「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（平成元
年労働省告示第７号）、いわゆる改善基準告示を示しました。また、一方で、安全の観
点ならびに過労防止の観点から、国土交通省は高速乗合バスならびに貸切バス運転者に
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対し、交替運転者の配置基準を定めました。ついては、安全運行を担保するという共通
かつ最大の目的に鑑み、労働時間に関する改善基準告示と配置基準の整合性などについ
て、国土交通省と厚生労働省とが連携して内容を精査し、現場で取り扱いやすいよう分
かりやすく見直すことを求めます。
　�　また、トラック・タクシー運転者を含めて改善基準が守られていない実態を看過せず、
指導を強化するとともに、拘束力を持たせるべく法制化及び罰則の規定化を求めます。

⑥　バス運転者の健康起因に関する事故防止対策

　�　事業用自動車健康起因事故対策協議会においては、医学的知見から、運転中に発症し
得る脳疾患をはじめとした疾患などのスクリーニング検査の有効性などが報告され、
2016年度予算においては健康起因事故防止の推進を図るため、脳疾患・心疾患に関する
運転者向けスクリーニング検査の普及することが決まりました。ついては、バス運転者
の健康管理マニュアルの策定・改訂を行うとともに、バス運転者の定期的な医学適性検
査と、脳疾患・心疾患・ＳＡＳなどのバスの運転に支障を及ぼす恐れのある主要疾病に
対する措置を義務化し、補助制度を確立することを求めます。
　�　運転者の運転を補助する衝突被害軽減ブレーキや、ふらつき警報、横滑り防止装置な
どのＡＳＶ装置、および運転中の疲労状態を測定する装置などについて、更なる普及・
新規導入に対する国の支援を求めます。また、車両へのドライブレコーダーの設置を義
務化するとともに、補助制度の確立を求めます。

⑦�　「地域協議会」への労働組合の参加とバス事業への公的助成の
充実

　�　規制緩和の流れの一方で、地方バス路線の維持は社会的にも大きな課題です。一昨年
度から、政府は生活交通の存続が危機に瀕している地域等における最適な移動手段の提
供等を目的として、「地域公共交通確保維持改善事業（＝生活交通サバイバル戦略）」
を打ち立て予算を計上していますが、その一方では、同予算措置を地域ごとに判断する
際に「地域協議会」での合意形成が必要となります。働く者の代表である労働組合の意
見を同事業へ反映させやすくするためにも、同地域協議会に対しては、労働組合として
積極的な参加や働きかけなどを通じて、ＪＲバスへの公的補助金の活用を含めた路線の
維持を求めていきます。また、地域交通に欠かせないバス事業の存続のために、経営を
維持し続けることができるよう、様々な公的助成等の支援を求めます。 １

−

⑺
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解　説

１�．総務大臣「貸切バスの安全確保対策に関する行政評価・監視」に基づ
く勧告（概要）

２．バス事業のあり方検討会について

　2012年９月に総務省から出された「貸切バスの安全確保対策に関する行政評価・監視結
果に基づく勧告」において、貸切バス事業における安全確保対策の徹底、収受運賃の実態
把握の実施及び公示運賃の検証、旅行業者への指導・監督の強化等について指摘がなさ
れ、また、高速乗合バスと高速ツアーバスによる都市間バス輸送に関し、安全で利用者
ニーズに対応した利便性の高いサービスの提供について、公平・健全な競争環境の整備が
各方面から求められ、これらの指摘やその他近年の乗合バス・貸切バスをめぐる諸状況を
踏まえ、今後のバス事業規制の見直しの方向性など今後のバス事業のあり方について検討
するため、学識経験者、関係業界等からなる検討会を自動車局内に設置し、検討を行っ
た。
　同検討会は計13回に亘る会合を重ね、高速バス分野における規制の見直しを行い、「新
高速バス事業」への一本化を図るとともに、貸切バス分野においては事業者の法令遵守体
制の確保を図るべく様々な規制を設けるとともに、事後チェックの強化を図るなど、バス

貸切バスの安全確保対策に関する行政評価・監視
＜評価・監視結果に基づく勧告＞

（背景）
○ 貸切バス事業については、多数の法令違反があり、安全運行への悪影響が懸念
○ 貸切バスの安全運行は、貸切バス事業者の責務。一方、貸切バス事業者からは、届出運賃を下回る契約

運賃や運転者の労働時間等を無視した旅行計画が旅行業者から一方的に提示されるなどの苦情あり

（調査の概要）
○ この行政評価局調査は、貸切バスの安全運行及び利用者保護に資する観点から、貸切バス事業者
における安全確保対策の実施状況、貸切バス事業者と旅行業者等との運送契約の締結状況及び地方運輸局
における貸切バス事業者に対する指導・監督の実施状況を調査

その結果に基づき、
１ 貸切バス事業における安全確保対策の徹底
２ 収受運賃の実態把握の実施及び公示運賃の検証
３ 旅行業者への指導・監督の強化
４ 貸切バス事業者に対する監査の効果的かつ効率的な実施
を平成22年９月10日、総務大臣から国土交通大臣に勧告

平成22年９月10日

「行政評価局調査」は、総務省が行う評価活動の一つで、行政の運営全般を対象として、主として適正性、有効性、効率性等の観点から
評価を行い、行政運営の改善を推進するものです。

ポイント

-１-

【出典：総務省広報関係資料】
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事業のあり方について整理を行い、2012年４月３日に報告書を公表した。
　その後、2013年のＧＷ中に発生したツアーバスによる事故を受けて、同年10月より安全
性の向上等を目的として改めて「バス事業のあり方検討会」を開催、同検討会のもとにバ
ス運転者の過労防止をはじめとする様々なＷＧを設置し、2014年３月に最終答申を得た。

＜バス事業のあり方検討会最終報告＞

【出典：国土交通省広報関係資料】

３．貸切バスにおける運賃及び料金について

　この間国土交通省で貸切バス運賃料金ＷＧを立ち上げ審議を行ってきた。昨年３月にと
りまとめがなされ、昨年４月から新制度へ移行、本年４月から全面適用となった。概要は
以下の通り。

Ⅰ　運賃計算の基本理念
　�　現行の「時間制運賃」、「キロ制運賃」、「時間、キロ選択制運賃」、「行先別
運賃」から、コスト項目を時間コストとキロコストに分類して算定した合理的でわ
かりやすい制度である「時間・キロ併用制運賃」に一本化する。
　�　その際には標準的事業者における標準原価から算定した要素別原価を算定し、そ
れをベースにした運賃を算定する。

１

−

⑺

貸切バスの安全性向上

高速ツアーバスの業態の転換

（運輸安全マネジメントの実施義務付けの中小事業者への拡大）

（車両運行中の運行管理者業務の明確化）

（運賃・料金への安全コストの反映、時間・キロ併用制運賃へ
の移行）

（荷主勧告制度を参考とした新たな制度の
導入の検討）

（「貸切バス選定・利用ガイドライン」の改訂・周知等）

「バス事業のあり方検討会」 報告書

課題

今後の進め方

→
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Ⅱ　時間・キロ併用制運賃の基礎となる時間・キロ賃率の算出
（１）標準能率事業者の選定及び要素別原価の算定
　　�　時間・キロ賃率算出の基礎とする標準的な原価を算定するために、地方運輸局
ごとに標準能率事業者を選出し、要素別原価を算定。事業者の選定に際しては、
安全運行の観点等を配慮する。

（２）人件費の見直し
　　�　貸切バス事業の規制緩和後の実勢運賃の下落による貸切バス事業者の厳しい経
営状況を反映して、運転者の平均賃金は全職種のそれに比べて、かなり低い水準
に落ち込んでいる。このため、現状の賃金水準のみを前提として運賃額を算出し
た場合、賃金の下落傾向が固定化し、運転手の人材確保がさらに困難となること
が懸念される。そこで、厚生労働省が公表している賃金構造基本統計調査（平成
24年）の全職種平均給与月額を人件費の積算基礎となる簿価とするとともに、全
職種平均給与月額に標準能率事業者の要素別原価から算出した平均給与月額との
差の１／２を加えた額を用いることとし、これらにより、人件費を積算する。

（３）車両償却費の見直し
　　�　貸切バスの安全運行を担保するためには、低年式車両の更新期間を短縮させる
ことが必要であるが、現状の運賃水準を前提とした収支構造の下では、車両更新
に支障が生じているとの指摘があり、検証においても、標準能率事業者の車両平
均使用年数が大型車で13年以上である運賃ブロックが大半を占めるなどの実態を
確認した。このため、現状の水準による減価償却費では車両更新の促進が困難で
あることを踏まえ、各自動車メーカーの新車車両価格の平均額を減価償却の積算
基礎となる簿価とするとともに、耐用年数（５年）に、標準能率事業者の車両使
用平均年数と法定耐用年数との差の１／２を加えた年数を用いることとし、これ
らにより減価償却費を積算する。

（４）安全コストの算出
　　�　安全対策への投資を継続的に行うことは、貸切バスの安全運行を確保する上
で、最大の前提とすべきことを踏まえ、貸切バス安全性評価認定の取得に要する
経費、先進安全自動車の購入、デジタル式運行記録計の導入、ドライブレコー
ダーの導入、事故防止コンサルティングの実施等に要する経費を安全コストとし
て原価に盛り込む。

Ⅲ　新たな料金のあり方
　�　新たな運賃制度では、時間・距離別に、それぞれの賃率を実際の運行に係る時
間・距離に乗じ、両者を合算して運賃額を算定することとした。その結果、従前の
制度では料金とされていたものについて今後は運賃に包含することが適当であり、
料金については以下の種類に限定することとした。
　①　深夜早朝運行料金
　②　特殊車両割増料金
　③　交替運転者配置料金
　　一方で、以下の料金は時間・キロ併用制運賃に包含されるため、廃止する。
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　①　待機料金
　②　回送料金
　③　航送料金

＜貸切バス運賃料金ＷＧ最終報告＞

【出典：国土交通省広報関係資料】

４�．旅客不定期航路事業と主催旅行について（2002年10月22日国海旅第33号）

　標題の通達のなかで「旅行業者の行う主催旅行により募集された旅行団は貸切運送の対
象とするものの、事前の広告等が週のうち曜日を特定するなど周期性の高い催行予定日程
をカレンダー、日程表等に表示している主催旅行に係る運送の場合は、実質的な乗合運送
に該当するおそれがあるため、その事業内容が一定の基準を満たさない場合には認められ
ない」とされている。
　また、国土交通省総合政策局旅行振興課長名による『「ツアーバス」に係る募集型企画
旅行の適正化について』（国総旅振101号の３）とする通達が2006年６月30日付けで各地方
運輸局企画振興部、各都道府県旅行業担当部ならびに日本旅行業協会、全国旅行業協会へ
発出され、「ツアーの発地又は着地のいずれにも営業区域を有しない貸切バス事業者との
契約や『自動車運転者の労働時間等の改善のための基準』に違反するような長時間労働を
強いる等の行為を、絶対に行わないこと。」として、旅行業者等への周知徹底を指示、要
請している。さらに、同日付で「ツアーバスに関する取扱いについて」とする事務連絡が

１

−

⑺

平成２４年７月に学識経験者 貸切バス事業者 労組 旅行業者等の

2４年度ＷＧ

１．貸切バス事業者の要素別原価の集計結果の検証
貸切バス事業者の中から選定した標準能率事業者（１５５社）の

貸切バス運賃・料金制度WGの検討結果について
2５年度ＷＧのとりまと内容

別添３

平成２４年７月に学識経験者、貸切バス事業者、労組、旅行業者等の
関係者で構成される「貸切バス運賃・料金制度WG（座長：加藤博和 名
古屋大学大学院准教授）」を設置し、合理的で実効性のある貸切バスの
運賃・料金制度の構築に向けて検討を進め、以下のとおりとりまとめた。

とりまとめ内容

貸切バス事業者の中から選定した標準能率事業者（１５５社）の
要素別原価の集計結果を検証し、人件費、車両償却費を見直した
上で、下限割れ運賃を審査する際にチェックする安全コストを算出
した。

２．運賃ブロックの妥当性の検証
輸 単位 賃ブ 都 （東京

とりまとめ内容

「利用者保護審査対象運賃」
付加価値に応じて運賃を高くして収受できる

１．「審査不要運賃」と「安全コスト審査対象運賃」・「利用者
保護審査対象運賃」の枠組みの導入

運輸局単位としている現行運賃ブロックについて、大都市（東京、
愛知、大阪、福岡）の分離の要否について検証した結果、ブロック
内の他府県と大都市のキロあたり原価、時間あたり原価の乖離が小
さいことから、現行ブロックを維持することとした。

３ 「時間・キロ併用制運賃方式」の基準原価の算出
（時間）

付加価値に応じて運賃を高くして収受できる

基準額

上限額

３０％

収受運賃の季節性
審
査
不
要
運

変更命令審査の対象
３．「時間 キロ併用制運賃方式」の基準原価の算出

１．に基づき算定した原価をもとに、２．で検証した運賃ブロッ
クごとの適正なキロあたり原価、時間あたり原価を算出した。
（各運輸局において公示運賃として公示する。）

４．円滑な移行のための環境整備
新たな運賃 料金制度に対する発注者 利用者全般の理解基準額

（法令上義務付けられて
いる安全措置及び他の
安全措置に係るコストを
計上したもの）

下限額
「安全コスト審査対象運賃」

運
賃

変更命令審査の対象として厳格に審査を実施

１０％

２ 合理的でわかりやすい「時間 キ 併用制運賃方式

新たな運賃・料金制度に対する発注者・利用者全般の理解
を促すため、「貸切バス選定・利用ガイドライン」を改訂し、関
係業界、全国の自治体・教育委員会等に配布する。

５．運送申込者による安全阻害行為等が疑われる場合の対応
① 貸切バス事業者が届出運賃違反で行政処分を受け、旅行

２．合理的でわかりやすい「時間・キロ併用制運賃方式」
への移行

現行の「時間制運賃」、「キロ制運賃」、「時間・キロ選択制運賃」、
「行先別運賃」から、コスト項目を時間コストとキロコストに分類して
算定した合理的でわかりやすい制度である 「時間 キロ併用制運

① 貸切 事業者が届出運賃違反で行政処分を受け、旅行
業者の関与が疑われる場合、観光庁に通報して、旅行業法に
基づく措置を求める。

② 自治体の入札に基づき、貸切バス事業者が下限割れ運賃
で落札・運行したことにより届出運賃違反で行政処分を受けた
場合、当該自治体の長に対し、地方自治法に基づき入札制度
の改善を求める技術的助言を行う算定した合理的でわかりやすい制度である、「時間・キロ併用制運

賃」に移行・一本化
※料金制度は一部を運賃に包含し、残りを簡素化し、基本的に自

由に設定することができることとする。

の改善を求める技術的助言を行う。
③ 道路運送法の改正の機会を捉えて、「荷主勧告制度」に準じた
制度の導入を検討する。

６．新制度への移行について
① 新運賃の実施は平成26年４月１日とする。また、現行運賃は
道路運送法第９条第６項に基づく審査対象運賃と位置付ける

平成25年度中に速やかに新制度へ移行することとし、逐次、

準備や進捗の状況等を検証

道路運送法第９条第６項に基づく審査対象運賃と位置付ける。
② 新運賃を適用する届出書に記載される実施予定日までに、契
約した運賃については、旧運賃を適用することの経過措置を設
ける。
③ 運賃・料金事前届出違反に対する行政処分を強化する。
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自動車交通局旅客課より各地方運輸局担当部局へ発信され、輸送の安全の確保を図る観点
から、貸切バス事業の区域外営業の禁止についてはツアーバスも同様であることを明らか
にしている。なお、運送の発地又は着地のいずれかが営業区域内に存在していることが確
認できる場合は運送法上問題ないものと整理するとして、貸切契約において次の３つの要
件が満たされる必要があるとしている。

　①　一般貸切旅客自動車運送事業者と旅行業者との貸切契約が確認できること。
　②�　経由地における旅客の乗降に関する契約が存在し、乗降する場所が確認できること。�
　③　運賃･料金の収受が適正に行われていること。

　また、その中で、ツアーバスの着地における休憩仮眠施設及び自動車車庫の確保につい
て指導するように指示がなされている。　
　「都市間ツアーバス」は、定められた路線・時間で通年運行をしているなど、乗合バス
の実態にあるにも関わらず、「貸切バス」として運行されている。

５．ＪＲバスへの公的補助金の支給制限の撤廃

　かつて国鉄バスは「民業を圧迫しない」との考えに立ち、鉄道の補完をするべく位置づ
けられ、生活路線を多く抱えてきた。国鉄改革以降、すべてのＪＲ各社でバス部門が分
離・独立され、厳しい環境下で自立経営に努めてきている。しかし国鉄改革の経過から、
1987年の自治省通達により、ＪＲバスだけが公的補助金の支給対象から除外され、地方交
通の維持に大きな問題となってきた。
　ＪＲ連合は自動車連絡会を中心に、公的補助金の支給制限の撤廃を求めて積極的に取り
組んできたが、この運動の結果、2001年８月に総務省より補助金支給を認める新たな通達
が出された。これによりＪＲバスに対する公的補助金の支給制限が解かれ、他の民営バス
事業と同様の取り扱いがなされることとなった。なお、2002年度以降、ＪＲバス各社に対
して補助金が適用されてきている。

６．規制緩和の流れと生活路線バスの廃止問題

　規制緩和の流れの中で、2002年２月からは「改正道路運送法」が施行され、乗合バス事
業の需給調整規制が撤廃された。これによりバス事業者は撤退の届出から６ヶ月経過すれ
ば自動的に撤退が可能となった。また、2001年度からは、地方バス路線に対して支給して
いる補助金の支給基準について「広域・幹線路線に限定する」との条件を加えて路線を絞
り込む一方で、従来は対象外であったバス事業が黒字の会社にも支給対象を拡大すること
となった。これらを背景に、生活路線バスの廃止の流れは加速している。また、規制緩和
の動きと連動し、バス労働者の賃金水準も大きく低下してきている。
　ＪＲバス各社の中にも、補助金の支給制限の撤廃の動向とは裏腹に、厳しい経営状況を
理由に路線撤退の動きが顕在化してきており、地域の公共交通の確保の問題が切実な課題
となってきている。一方で、西日本ＪＲバス会社では、国土交通省からの補助事業とし
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て、オンデマンドバスの運行（2007年３月より２年間の実証実験）を実施している。

７．バス運転者の労働時間等の改善基準

　「提言」で述べた通り、バスを含む旅客自動車運送事業者が運転者の勤務時間、乗務時
間を定める場合の基準は、平成元年の「労働省告示第７号」（通称：29告示）により定め
られているが、法的拘束力がないため、違反が絶えない状況にある。

◆［自動車運転者の労働時間等の改善のための基準（抄）］

（平成元年２月９日労働省告示第７号）
（目的等）
第�１条� �この基準は、自動車運転者（…中略…）の労働時間等の改善のための基準を
定めることにより、自動車運転者の労働時間等の労働条件の向上を図ることを目的
とする。
　�２．労働関係の当事者は、この基準を理由として自動車運転者の労働条件を低下させ
てはならないことはもとより、その向上に努めなければならない。（一般常用旅客自
動車運送事業以外の旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者の拘束時間等）
第�５条� �使用者は、…中略…（以下この条において「バス運転者等」という。）の拘
束時間、休息時間及び運転時間については、次に定めるところによる。
　　一�、拘束時間は、４週間を平均し１週間当たり65時間を超えないものとするこ

と。ただし、貸切バス（…中略…）を運行する営業所において運転の業務に従
事する者、貸切バスに乗務する者及び起点から終点までにキロ程が概ね100キロ
メートルを超える運行系統を運行する一般乗合旅客自動車運送事業（…中略
…）の用に供する自動車であって、高速自動車国道（…中略…）及び自動車専
用道路（…中略…）の利用区間のキロ程が50キロメートル以上であり、かつ、
当該キロ程が起点から終点までのキロ程の４分の１以上のものに乗務する者
（第４号において「特定運転者」という。）については、労使協定があるとき
は、52週間のうち16週間までは、４週間を平均し１週間当たり71.5時間まで延
長することができる。

　　二�、１日についての拘束時間は、13時間を超えないものとし、当該拘束時間を延
長する場合であっても、最大拘束時間は、16時間とすること。この場合におい
て、１日についての拘束時間が15時間を超える回数は、１週間について２回以
内とすること。

　　三、勤務終了後、継続８時間以上の休息期間を与えること。
　　四�、運転時間は、２日を平均し１日当たり９時間、４週間を平均し１週間当たり

40時間を超えないものとすること。ただし、貸切バスを運行する営業所におい
て運転の業務に従事する者、貸切バスに乗務する者及び特定運転者について
は、労使協定があるときは、52週間についての運転時間が2080時間を超えない
範囲内において、52週間のうち16週間までは、４週間を平均し１週間当たり44

１

−

⑺
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時間まで延長することができる。
　　五、連続運転時間は、４時間を超えないものとすること。
　２�．使用者は、バス運転者等の休息期間については、当該バス運転者等の住所地に
おける休息期間がそれ以外の場所における休息期間より長くなるように努めるも
のとする。

　３�．第１項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合には、拘束時
間及び休息期間については、厚生労働省労働基準局長の定めるところによること
ができる。

　　一�、業務の必要上、勤務の終了後継続８時間以上の休息期間を与えることが困難
な場合

　　二、バス運転者等が同時に１台の自動車に２人以上乗務する場合
　　三、バス運転者等が隔日勤務に就く場合
　　四、バス運転者等がフェリーに乗船する場合
　５�．使用者は、バス運転者等に法（※労働基準法）第35条の休日に労働させる場合
は、当該労働させる休日は２週間について１回を超えないものとし、当該休日の労
働によって第１項に定める拘束時間及び最大拘束時間の限度を超えないものとす
る。
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８．軽井沢スキーバス事故対策検討委員会における中間整理（概要）

【出典：国土交通省広報関係資料】

１

−

⑺

平成28年１月15日に発生した軽井沢スキーバス事故を踏まえ、実効性ある対策の方向性をとりまとめ。
＜検討の基本的考え方＞
・平成24年の関越道事故後の対策を含むこれまでの安全対策を徹底的に再検証すること
・関係事業者に法令遵守を改めて徹底し、悪質事業者には、市場からの退出を含め、厳しい態度で臨むこと
・利用者の視点に立ち、ソフト・ハード両面の施策を多角的に講ずること

軽井沢スキーバス事故対策検討委員会
中間整理（H28.3.29）の概要

（４）ハード面の安全対策の充実

・ドライブレコーダーによる車内外の映像の記録・保存、当該映像を活用した指導・監督の実施の義務付け

・ シートベルトの着用徹底や補助席へのシートベルトの設置の義務付け

速やかに講ずべき事項

・ 先進安全技術が搭載された新型車への代替の促進

今回の事故：ドライブレコーダーや先進安全技術等が搭載されていない車両による運行

今後具体化を図るべき事項

（３）運転者の技量のチェックの強化

・新たに雇い入れた全ての運転者に適性診断の義務付け（現在、過去３年以内に受診したことのある者は免除）

・ 初任者（直近１年間に乗務していなかった車種区分の乗務を含む。）及び事故を起こした運転者に対する実技訓練の
義務付け

今回の事故：長年大型バスの乗務経験が乏しい運転者が乗務

・ 運行管理者等の在り方の見直し

引き続き検討すべき事項

速やかに講ずべき事項

（１）貸切バス事業者に対する事前及び事後の安全性のチェックの強化

・複数回にわたり法令違反を是正・改善しない事業者に対し、事業許可の取消し等の厳しい処分の実施

・ 輸送の安全に特にかかわる事項を中心とした処分量定の引上げ

今回の事故：事故発生前に実施した監査や処分で是正を指示していたにもかかわらず、事故発生後、安全管理上の問題を確認

・ 事業許可の再取得要件の厳格化

・ 運行管理者資格の返納・再取得要件の厳格化

・民間団体等の活用による監査事務を補完する仕組みの構築
（トラックは導入済）

・ 監査後に違反事項が改善したかどうかを速やかに確認

・最低保有車両数の引上げ、一定以内の車齢の

義務付け

・事業許可の更新制の導入

・罰則の強化

速やかに講ずべき事項

今後具体化を図るべき事項 引き続き検討すべき事項

（２）旅行業者等との取引環境の適正化、利用者に対する安全性の「見える化」

今回の事故：届出運賃の下限を割った運賃による運行

・ 利用者への貸切バス事業者名の提供

・ 貸切バス事業者と旅行業者間で取り交わす書類における、運賃・料金の上限・下限額の明記、また、手数料等の確認

・ 運賃・料金の情報に関する通報窓口の設置

・貸切バス事業者と旅行業者が連携し、利用者に対し、旅行商品
に係る貸切バスの安全情報を提供する仕組みの構築

・車体等への先進安全技術の搭載状況の表示

・旅行業者への行政処分等の強化

・ランドオペレーターに対する法規制等の仕組みの
構築

速やかに講ずべき事項

今後具体化を図るべき事項 引き続き検討すべき事項
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　2016 年４月はＪＲ発足 30 年という節目を目前に控えた年であり、そしてＪＲ発足時よ
り創設されたＪＲ三島・貨物会社への経営支援策の見直し時期にもあたります。従って、
この機会に、地域の公共交通や、環境に優れた鉄道貨物輸送を担うＪＲ三島・貨物会社の
重要な役割を再認識するとともに、各社の安定経営を確保し、将来展望を明確化すること
が求められています。
　この間実施されてきた経営安定基金運用益の底支え措置や、後述の固定資産税の減免
措置（三島特例、承継特例）をはじめとするＪＲ三島・貨物会社に対する経営支援策は、
1997 年度以降、５年ごとに繰り返し適用期限が延長されてきました。また、外形標準課税
特例措置や新車特例措置および買換特例措置についても、同様に期限の延長がなされてき
ました。こうした結果、厳しい情勢下においても、ＪＲ三島・貨物会社は経営を維持し、
役割を全うしてくることができたといえます。
　しかし、基金の運用益や税制特例措置に経営の根幹が大きく左右されるスキームは、地
域の足・貨物物流網として日本社会・経済を支える公共交通機関として、また完全民営化
を期待される企業のあり方としても、大いに問題があると言えます。ＪＲ九州については、
2015 年の第 189 通常国会におけるＪＲ会社法の一部改正法の成立を受け、ＪＲの中で４番
目の株式上場・完全民営化を果たす一定の道筋が整ったと言えますが、ＪＲ北海道、ＪＲ
四国及びＪＲ貨物においては、厳しさを増す経営環境の中で自立経営計画の達成をめざし
経営努力を重ねているものの、依然として経営体力は弱く、自立に向けては道半ばの状況
にあるのが実情です。
　ＪＲ連合はＪＲ発足 29 年目の節目にあたり、ＪＲ北海道、ＪＲ四国及びＪＲ貨物の安定
経営の確保と将来展望の明確化に向けて、2017 年３月末で適用期限の切れる税制特例措置
等の適用延長はもとより、経営支援策の恒久化をはじめとする支援策の創設などを求めま
す。

　国鉄改革の目的である「鉄道事業の再生」や「地域の活性化」に向けて、ＪＲ北海道・
ＪＲ四国が国民・地域の足としての社会的使命を果たし続けることができるよう、そして
ＪＲ貨物が鉄道貨物の物流網を維持し環境負荷の軽減・社会的なモーダルシフトの要請に
応え続けられるよう、現行の税制特例措置の継続適用を図ること。また、各種税の減免措
置をはじめとする経営支援策の恒久化を図ることを要望する。

　物流モーダルシフトの円滑化を図るべく、ＪＲ貨物の保有する機関車・コンテナ貨車の

2 2017年度 税制改正要望項目

三島特例及び承継特例の継続適用要望（固定資産税、都市計画税）1

ＪＲ貨物に対する買換特例の継続適用要望（法人税等）2
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老朽取替促進を目的としたいわゆる買換特例（圧縮記帳の扱い＝譲渡した事業用資産の譲
渡益課税の繰り延べ）の適用期限延長を行うこと。

　地球環境問題の深刻化に伴い、省エネルギー・環境負荷低減への要請が高まる中、環境
に優しい鉄道の果たすべき役割はますます大きくなっており、引き続き旅客鉄道輸送の低
炭素化を進めるとともに、利用促進を図ることが重要である。更に、鉄道事業全体の消費
電力の大部分を占める運転用電力の効率化は、今般の電力不足に伴う節電対策にも極めて
有効な対策である。一方で、車両への投資は鉄軌道事業者にとって大きな負担となること
から、鉄軌道事業者が低炭素型車両の着実な導入を促進していくためにも、固定資産税に
係る特例措置の適用期限延長を行うこと。

　喫緊の課題であるエネルギー・地球温暖化問題への対応において、省エネルギー・環
境負荷低減への要請が高まる中、環境に優しい鉄道輸送の更なる低炭素化を進めるとと
もに、利用促進を図ることが重要である。それが、エネルギーの利用に伴う CO2 の可
能な限りの排出抑制に資する取り組みであると言えることから、鉄道事業に利用される
軽油に係る税制上の特例措置の適用期限延長を行うこと。

　今後、首都直下地震・南海トラフ地震が発生することが予測されているが、これに備え
る防災・減災対策が喫緊の課題である。鉄道施設については、東日本大震災等の経験に基
づき利用者の安全確保に加え、地域住民の安全を確保するための拠点としての役割や隣接
する幹線道路を支障しないための耐震対策を実施する必要がある。一方で、鉄道施設の耐
震対策や施設の維持・管理には多額の費用がかかり、事業者にとっては大きな負担となる
ことから、固定資産税に係る特例措置の適用期限延長を行うこと。

　ＪＲ及び民鉄含めて在来線の鉄道構造物は老朽化が著しく、今後速やかな老朽化対策が
講じられなければならないが、対象物が相当数に及び、相応のキャッシュアウトが想定さ
れる。安全・安心の輸送ネットワーク維持のためにも、老朽化対策を講じた鉄道構造物に
対する税制支援措置を創設すること。

２

低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に係る固定資産税の
特例措置の継続適用要望（固定資産税）3

鉄道事業に利用される軽油に係る地球温暖化対策のための税（石油
石炭税の重課分）についての還付措置の継続適用要望（石油石炭税）4

首都直下地震・南海トラフ地震に備えた耐震対策により取得した鉄道施
設に係る固定資産税の特例措置（耐震特例）の継続適用要望（固定資産税）5

鉄道構造物の老朽化対策に対する税制支援の創設要望6
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　移動体単体の省エネ化促進、交通システムとしてモーダルシフトの推進や公共交通の利
用促進の見地から、船舶、航空機、鉄道車両といった移動性償却資産については非課税扱
いとすること。

　橋体共用部の鉄道資産については固定資産税をＪＲ四国が負担している（各種税制措置
の連乗で 1/12 に減免）が、現行固定資産税納付を免除されている高速道路会社とのバラン
スを斟酌し、本州四国連絡橋（本四備讃線）にかかる固定資産税については減免扱いとさ
れたい。

解　説

１．承継特例・三島特例の概要（固定資産税・都市計画税）

鉄道用車両に対する固定資産税非課税措置の創設要望（固定資産税）7

本四架橋にかかる固定資産税減免要望（固定資産税）8

承継特例（国鉄からの承継資産） 三島特例

特例措置創設の趣旨
　国鉄民営化に伴い、ＪＲが新たに固定資産税の課税対象
（※）となるに当たり、税負担の急増を緩和するための措置。

　国鉄民営化に当たって、①三島会社については、長期債
務を継承させず、経営安定基金を設ける等経営安定化の
ための特別措置を国が講じることとされたこと、②三島会
社の鉄道事業は、国土の均等ある発展にも大きな意義を
有すること等を踏まえ措置。

固定資産税・都市計画税：３／５

（※国鉄の納付金算定標準額：１／２）

対象資産

特例措置の内容 固定資産税・都市計画税：１／２

承継特例・三島特例の概要（固定資産税・都市計画税）

・線路設備

・電路設備

・停車場

鉄道事業用固定資

・線路設備

・電路設備

・停車場

鉄道事業用固定資

連乗資産については３／１

・線路設備

・電路設備

・停車場

鉄道事業用固定資

・青函トンネル

・本四連絡橋

・九州新幹線

鉄道事業用固定資

バス事業用固定資産国鉄から継承した病院、診療所
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２．三島・承継特例の創設から現在に至るまでの税制改正の経緯

２

【三島・承継特例の創設から現在に至るまでの税制改正の経緯】

昭和６１年度 平成９年度 平成１４年度 平成１９年度 平成２４年度

創設（１０年間） → ５年間延長 → ５年間延長 → ５年間延長 → ５年間延長

特例率１／２ 特例率１／２ 特例率１／２ 特例率１／２ 特例率１／２

創設（１０年間） → ５年間延長 → ５年間延長 → ５年間延長 → ５年間延長

対象はＪＲ７社

対象はＪＲ三
島・貨物に限
定
対象資産から
車両等を除外

特例率１／２ 特例率１／２
特例率を
３／５に縮減

特例率３／５ 特例率３／５

三島特例
（固定資産

税・都市計画
税）

承継特例
（固定資産

税・都市計画
税）
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